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はじめに

(1) 本報告書の性格

経済情勢報告は､連合総合生活開発研究所 (連合総研)が､毎年 1回､勤労者生活を取

り巻 く経済情勢をとりまとめて発表するもので､今回で15回目になります｡本報告書

は､当研究所の経済社会研究委員会の議論を踏まえ､当研究所の責任においてとりまと

めたものです｡分析 ･政策提言については､国民福祉の向上という経済学の原点を重視

し､客観的な経済分析と社会的側面の分析に基づいた提言を行なっています｡また､労

働組合の積極的で責任ある活動への助言を目的としていることから､関心の重点は､労

働者の福祉の向上､良好な雇用 ･就業の確保など､勤労者の生活に密着する諸問題に向

けられています｡

本報告書は､2003年の連合の政策 ･制度要求活動､経済政策や雇用政策をめぐる活動

などの参考資料として作成されたものですが､労働組合だけでなく､わが国における生

活の質の向上と新しい経済社会の構築に向けての議論が活発化していく一助となれば

幸いです｡

(2) 今年度報告書で取り上げる課題

第 Ⅰ部では､最近 1年間の内外経済情勢の分析を行ないます｡日本経済は､2000年末

後半以降さらなる厳しい後退局面のなかにあり､戦後最大の危機のなかにあるといっ

ても過言ではありません｡止まらないデフレ経済と混迷する不良債権処理､長期にお

よぶ厳しい雇用環境と失業情勢､さらにはわが国をはじめ世界経済に決定的に影響が

大きいアメリカ経済の不透明感などについて､自立的回復に至らない景気の現状に検

討を加えるとともに､この深刻な状況から脱却するために何が求められるのか､その課

題について検討を試みています｡
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第Ⅱ部では､安心と活力ある将来の視点として､まずここ数年ホットな話題となって

いる中国経済とわが国経済との関係について初めて取 り上げています｡産業の空洞化

や国際競争力の問題が改めて大きな問題 としてわが国経済社会にたいして投げかけら

れていますが､その基本的な視点について考えてみました｡

つぎに､今年度の経済情勢報告のまとめにかえて､近年のわが国経済社会の厳しい状

況下における労働組合とその課題について検討を行ないます｡連合総研がこれまで研

究活動のなかで蓄積してきた､｢活力ある安心社会｣｢福祉経済社会の建設｣のために当

面何が優先されるべきか､そのための労働組合の課題は何かについて総括的に言及し

ています｡

(3) 今後の課題

連合総研では､これまで望ましい経済社会モデルとして､活力と安心をキーワー ドと

して福祉経済社会の構築を提唱してきました｡非常に厳しいデフレ経済状況に陥って

いる現在､こうした考え方はますます重要になってきていると確信しており､今後も

いっそ うその実現のための分析や提言を行なっていきたいと考えています｡福祉経済

社会実現のためには､まず､デフレ経済状況から脱却することが喫緊の最重要課題であ

り､そのためにどのような改革を行なうことが必要なのかを示し､提言を行なっていく

ことが重要だと考えています｡さらに､より長期的視点に立って､経済構造の変化と雇

用 ･労働のあり方について引き続き分析を深め､提言を行なっていきたいと考えていま

す｡今後とも各方面からの御教示､御協力をお願いいたします｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

第 1章 一 時的に底 入れした景 気

(1) 椀輸出増による下げ止まり

2002年初に増加に転じた実質 GDP

日本経済は､2000年11月以降厳しい景気後退局面が続いていましたが､2002年に入っ

てから､景気が下げ止まりつつあるという見方が急速に広がりました｡しかし､この底

入れは､必ずしも自律的な国内需要の盛 り上がりによってもたらされたのではなく､

もっぱら純輸出の増によってもたらされたものと考えられます｡つまり､2002年に入っ

てからのアメリカ経済の立ち直 りを受けて世界全体で需要が高まった恩恵を享受した

結果であると考えられます｡さらに､デフレは依然続いており､失業率も5%台半ばの

非常に厳しい状況が続いており､わが国経済が置かれている状況は依然厳しいものが

あります★1｡現在の強い純輸出の根源は､アメリカ経済の回復ですが､その頼みのアメ

リカ経済は､企業会計不信にみられるような90年代のバブルの精算に迫られており､

今後急回復するという見方は非常に少なくなっています｡したがって､2002年前半の底

入れは､一時的なものかもしれず､必ずしも今後底離れしていくと必ずしも楽観的に考

えることはできません｡

いずれにせよ､さまざまな経済指標が2002年前半に景気が下げ止まりつつあること

を示しています｡そこで､景気が下げ止まりつつある過程を､実質国内総生産 (実質

GDP)の動きでみてみましょう(図表卜1-1)｡まず､季節調整済前期比でみると､2001年

1- 3月期に1.0%増とプラスの成長を示した後､4- 6月期は▲ 2.2%減と減少に転じ､

その後も7- 9月期､10- 12月期とも▲0.7%減となり､3四半期連続で減少が続きまし

た｡このように､2001年中は厳しい景気後退に直面していたことがわかります｡しかし､

2002年 1- 3月期には▲ 0.0%減と減少幅が小さくなった後､4- 6月期は6四半期ぶり

にプラス成長に転じました｡したがって､2002年に入ってから､経済の縮小が止まった

★ 1 なお､本稿では､以下すべて ｢デフレ｣を ｢物価の持続的下落｣という意味で用います｡したがって､
｢物価の下落を伴う不況｣という意味ではありません｡
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図表 Ⅰ-1-1実質国内総生産成長率(季節調整済前期比)への寄与

:::i--I-ILII_;i,: -Iti;-::-I-:fl-:-I-:--:-ft-i -I:-:-IFT=Lf-;----I-I:-II-:--::I:i-I-:-I--:--;=tIT_-I:-:-I',_lil:-:,:L:I-LI-:-;---I:;I-:-:;fL_-:-;-:-T=il-::-::::二手-:-tIlI=-Il--lt-;=L-I

(注)内閣府 ｢国民経済計算｣｡

図表 Ⅰ-ト2名目国内総生産成長率(季節調整済前期比)への寄与

三 :-:Lilt:::-:,-fI_,;:I---:17'_It_I-::i-II-:I-I--i:-Ll-'I-:--:jt:I_I_I-:-:-I'T_:;:-;:L:tI,_-:::--tII-:-1--:-.'II-:-::1-:IT=tI--:II_-:-:;I-,i-I:'tl

E=≡≡ヨ公的部門 ⊂二二コ家計部門 Ⅷ 企業部門 J- 純輸出 - GDP季節調整済前期比

(注)内閣府 ｢国民経済計算｣｡
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1̂/)

可能性は大きいといえます｡なお､名 目国内総生産の動きをみると､デフレの影響によ

り大きく落ち込んでいます (図表トト2)｡

次に､実質 GDP成長率に対する各部門の寄与度をみてみます (図表Ⅰ-1-1)｡まず､家

計部門をみると､2001年 4-6月期に▲0.4%ポイント､7-9月期に▲ 0.1%ポイントと

マイナスの寄与を示 しました｡しかし､2001年10-12月期には一転 して､0.1%ポイント

のプラスの寄与となり､2002年 1-3月期 も0.2%ポイントのプラスの寄与､4-6月期

も0.1%ポイントのプラス寄与 となりました｡企業部門は､2001年4-6月期に▲1.1%ポ

イント､7-9月期に▲0.7%ポイント､10-12月期には▲ 1.0%ポイントと非常に大き

なマイナスの寄与を示 し､この間の実質 GDP減少の大部分を占めました｡2002年 1-

3月期も▲ 0.7%ポイントの後､4-6月期は0.1%ポイントと6四半期ぶ りにプラスの寄

与 となりました｡純輸出をみると､2001年 4-6月期に▲0.2%ポイント､7-9月期に

も▲ 0.1%ポイントとマイナスの寄与が続きました｡しかし､10-12月期は0.0%ポイン

トのプラスの寄与と総じてみると横ばいとなった後､2002年 1-3月期には､0.5%ポイ

ント､4-6月期も0.4%ポイントと比較的大きなプラスの寄与が続いています｡このよ

うな2001年度以降の各部門の動 きから､景気底入れの過程は次のようなものであった

と考えられます｡まず､企業部門の需要は2001年以降総じて低迷を続けるなか､家計部

門の需要は､2001年末から緩やかな持ち直しを示しました｡そして､2002年に入っ七､

総 じて横ばいであった純輸出が増加に寄与 したため､全体 としてプラスに転 じること

になった といえます｡

他方､公的部門の動きをみると､2001年 4-6月期に▲0.4%ポイントのマイナスの寄

与を示 した後､7-9月期､10-12月期にはそれぞれ0.1%ポイント､0.2%ポイントのプ

ラスの寄与とわずかに増加基調で推移 しました｡そして､2002年 1-3月期､4-6月期

はそれぞれ 0.0%ポイント､▲ 0.0%ポイントの寄与 と横ばい圏内を推移しています｡他

方､実質公的資本形成の寄与度をみると､2001年 4-6月期に▲0.6%ポイントとなった

後､2002年 1-3月期まで3四半期連続で寄与度はゼロであ り､4-6月期は▲ 0.1%ポ

イントとわずかに減少寄与 となりました｡また前年同軸比でみると､1999年以降毎年減

少が続いています｡このように､2001年度以降は公的固定資本形成は小泉内閣の国債発

行 30兆円の枠もあり､景気に対して抑制的になっているといえます0
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下げ止まりの背景

このように､2002年に入ってから景気が下げ止まりを示した大きな要因は､純輸出の

回復であったといえます｡しかし､このことは､逆に言うと､国内の民間需要が依然力

強さを欠いていることを示しています｡純輸出による景気の牽引は非常に重要ですが､

当然純輸出の増加だけでは経済の回復には限界があります｡少なくとも､純輸出を基

盤として､国内の民間需要の盛 り上がりにつなげることが必要です｡しかしながら､現

時点においてそのような状況はまだ起きていないといえます｡このように､国内の民間

需要に点灯しない背景には､やはり､90年代からの長期の経済低迷の基調が依然解消さ

れていないことを示しているといえます｡したがって､こうした 90年代から長期間継

続する構造的な問題を探ることが､あわせて非常に重要となります｡とくに､日本経済

の脆弱性を示すものとして､｢デフレ｣が指摘できます｡非常に厳しい状況が続いてい

る雇用情勢も､こうした構造的な問題の観点から考える必要があります｡さらに､現在

の状況をいっそう深刻なものにしているのが､2002年の世界の景気回復を牽引したアメ

リカ経済が､日本と同様あるいはそれ以上の脆弱性を持っているとみられることです｡

したがって､現在の景気動向をみるうえで､アメリカ経済の動向を把握しておくことが

重要です｡

そこで､第 2章以下の各章においては､まず第 2章において､今回景気が底入れした

背景とその問題点を探ったうえ､第 3章で自律的な回復を示せない背景となっているデ

フレの問題を考えてみることにします｡こうした経済全体の動きを踏まえたうえで､第

4章において､深刻さを増している雇用情勢について詳しく検討することとします｡さ

らに､脆弱性が心配されるアメリカ経済の動向を第 5章においてみてみます｡最後に､

第 6章において､必要なマクロ経済政策のあり方を検討することとします｡

ただし､これらのテーマに関する詳しい検討の前に､本章の残 りの部分で､まず､分

野ごとの2001年度内の動向を､簡単に僻撤してみることとします0

(2) 底入れした生産の一方､低迷続く民需

純輸出の回復に支えられた企業活動

生産関連の動向を経済産業省 ｢鉱工業生産 ･出荷 ･在庫指数｣で前年同期比でみると､

まず生産は2000年 4- 6月期の7.0%をピークに伸び率を低下させ､2001年に入ってか
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らは､減少が続き､さらに減少幅も拡大を続け､2001年10-12月期には▲13.5%と大幅

な減少となりました (図表トト3-4)｡しかし､2002年に入ると､1-3月期に▲10.8%の

減､4-6月期に▲3.5%減と依然減少が続いていますが､減少幅は縮小しています｡こ

のことは､2002年初めに景気が下げ止まりはじめたことを裏付けるものです0

在庫を前年同期比でみると､2000年 7-9月期以降景気後退を反映して増加が続き､

2001年 4-6月期に5.1%増となりました (図表卜1-4)｡しかし､その後は､在庫調整が

進んだため､伸び率は低下し､2001年 10-12月期には▲ 0.8%の減､2002年 1-3月期

▲ 5.6%減､4-6月期も▲ 11.6%減と減少幅が拡大しています｡次に､出荷をみると､

2001年 1-3月期以降前年同期比で減少を続け､2001年 10-12月期には▲ 12.7%の減

少となりました｡しかし､2002年 1-3月期には▲9.6%減､4-6月期も▲ 1.9%減と減

少幅が縮小しています (図表Ⅰ-ト4)｡このため､在庫循環の局面としては､2002年に

入ってから､在庫の減少幅が広がり､逆に出荷の減少幅が縮小する､在庫循環上の回復

局面になりつつあります｡

なお､サービス業の動向を経済産業省 ｢第3次産業活動指数｣でみると､2000年 1-3

月期の前年同期比4.0%の上昇をピークとして伸び率は低下を続け､2001年10-12月期

には▲ 0.2%の低下となって以降低下を続けています｡鉱工業生産とは異なり､2002年

以降はっきりとした回復はみられません｡これまでの動向と反対に､第 3次産業の回復

が遅れていることが問題です｡

景気の下げ止まりは､企業収益でも観察できます｡財務省 ｢法人企業統計調査｣によ

ると､経常利益の前年同期差は､非製造業では2000年 1-3月期､製造業では2000年

7-9月期にピークをつけた後縮小に転じました (前掲図表Ⅰ-1-3)｡しかし､製造業､

非製造業ともに､2002年 1-3月期には､製造業は減少幅が縮小し､非製造業はプラス

に転じるなど､2001年 10-12月期を底に下げ止まったとみることもできます｡

設備投資 (ソフトウェア投資を除く)は､財務省 ｢法人企業統計調査｣でみると､前年同

期比で､2000年 10-12月期をピークに伸び率はわずかに低下し､低い伸び率を続けた

後､2001年 10-12月期に▲ 14.5%減と大幅な減少に転じました｡2002年 1-3月期に

おいて▲ 16.8%減とさらに減少幅は拡大し､生産関連指標とは異なり､依然設備投資は

弱いままといえます (図表Ⅰ一卜5)0
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図表 Ⅰ-ト3企業活動の推移
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厳しさ続く雇用情勢

失業率は2001年に戦後初めて5%台に乗 り､2002年に入ってからは5%台半ばの水準

で推移するなど雇用情勢はさらにいっそう厳しい状況にあります (後掲図表ト4-1)｡有

効求人倍率をみると､2001年に入り景気後退にともない再び悪化しましたが (後掲図表

ト4-1)､2002年に入ってから景気底入れを受けて低水準ながらわずかな改善がみられ

ます｡製造業の所定外労働時間を厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査 (事業所5人以上)｣でみ

ると､これも､2001年中は景気後退のなかで減少を続けましたが､2002年に入って鉱工

業生産活動の回復を受けて製造業を中心にやや増加しています｡

低迷続く所得と消糞

所得は､統計によって若干の傾向の違いがみられますが､2001年は総じて低い伸びで

推移しました｡内閣府 ｢国民経済計算｣でみると､実質雇用者報酬は､2001年1-3月期､

4-6月期は前年同期比で2%程度の伸びを示しましたが､7-9月期は1.1%増に鈍化し､

10- 12月期以降減少しており､減少幅も拡大しています (後掲図表Ⅰ-2-8)｡総務省統計

局 ｢家計調査｣によると､勤労者世帯の実質収入は､98年以降は前年同期比で▲ 1- 2%

程度のマイナスで推移しており､2001年においてもこの傾向は変わりませんでした (級

掲図表卜2-9)｡しかし､2002年 1- 3月には3.4%増と一時的に高い伸びとなりましたが､

4-6月期に再び▲1.0%減となりました｡さらに､厚生労働省 ｢毎月勤労統計｣で実質賃

金の動きをみると､2001年前半はほぼ横ばいで推移した後､7-9月期から減少に転じま

した (後掲図表Ⅰ-2-9)｡この傾向は2002年に入っても続いています｡

こうした所得の伸び悩みもあり､消費も総じて低迷して推移しました｡GDP統計で

みると､実質民間最終消費支出は､2001年以降は前年同期比でならしてみると､1%弱

程度の増加で推移しています (後掲図表卜2-8)｡総務省統計局 ｢家計調査｣の勤労者世帯

の実質消費をならしてみると､前年同期比で98年以降▲1%程度の減少で推移しており､

この傾向は2001年以降も続いています (後掲図表ト2-9)0

やや弱含む住宅建設

住宅投資を内閣府 ｢国民経済計算｣でみると､前期比ベースでは2001年以降10-12月

期の微増を除くと､減少基調で推移しています｡

他方､国土交通省 ｢住宅着工統計｣でみると､2000年までは年率120万戸前後の水準で
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図表 Ⅰ-ト5 設備投資の動向
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(注)財務省 ｢法人企業統計調査｣｡ソフトウエアを除く設備投資｡

図表 Ⅰ一卜6新設住宅着工戸数と実質民間住宅投資
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推移してきましたが､2001年に入って以降､年間 120万戸を下回るやや弱含みの水準で

推移しています (図表Ⅰ一卜6)｡これは､低金利を背景に貸家は増加したものの､これま

で堅調であったマンションの着工が落ち着いてきたことに加え､公庫持家の着工が大

きく水準を下げて推移していることによるものです｡

抑制基調の公共工事

公共投資を内閣府 ｢国民経済計算｣の名 目公的資本形成の前年同期比でみると､1999

年10- 12月期以降マイナス基調で推移しています｡また､公共工事を､国土交通省 ｢建

設工事受注動態統計調査｣の公共工事受注 (大手50社)でみると､99年後半以降前年同期

比で減少していることがわかります (図表トト7)02000年末以降景気後退局面にあった

にもかかわらず､2001年度以降▲ 10%程度の大幅な減少が続き､公共投資が抑制的に

なっていることを示しています｡このことは､小泉政権の国債 30兆円枠にみられるよ

うな､歳出抑制姿勢をそのまま反映しているといえます｡こうした動向は国だけではな

く､地方においても同様であり､厳しい財政状況を背景に投資的経費を抑制する動きが

続いています｡

下落する物価

物価は下落傾向を続けています｡国内卸売物価を前年同月比でみると､2000年中に一

時的にわずかながらも91年以来のプラスに転じた後､2000年後半には再びマイナスに

転じたままであり､2002年は前年比で▲ 1%強の低下となっています (後掲図表ト3-1)0

消費者物価 (除生鮮食品)をみると､99年末から前年同月比でマイナスが続き､2001年半

ばからは▲ 1%弱の低下で推移しています (後掲図表ト3-2)｡さらに､GDPデフレーター

をみても同様の傾向となっており､94年以来前年同期比でマイナスが続き､最近は2002

年の1-3月にかけてマイナス幅が縮小しましたが､4- 6月期は再び急拡大しています

(後掲図表Ⅰ-3-3)0

増加に転じた輸出

輸出数量を財務省 ｢通関統計｣でみると､2000年 2月をピークに伸び率は低下しはじ

め､2001年に入ると減少に転じ､2001年後半には前年同期比で▲10- 15%程度の減少で

推移しました く後掲図表ト2-3)｡しかし､2002年に入ると急回復を示し､4- 6月期の前
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第 1章 一時的に底入れした景気

図表 Ⅰ-ト7名目公的固定資本形成と公共工事受注(大手50社)

前

年

同
期

比

∴ tI===-,_==:-:t=-I:=L==i=こ,:-==; t==:=I=I:===,I==:-:i::-IL=: :==-_=_==:;-_tt=_==tILfL==I-====_=:-== ;_I--:--: _L-LI-;-;--:-___=:I-::---: -:I-II-I,=--:-,_-=;:-I:i--;:--LIL:-､ =

■丑鑑琵由 名 目公的固定資本形成 公共機関計 - - - 国の機関 一 ･一 ･地方の機関

(注)内閣府 ｢国民経済計算｣及び国土交通省 ｢建設受注動態統計調査｣｡

図表 Ⅰ-1-8国際収支の推移

-==t=:==I-====:==-IL-== I,I- I-===_I_I-IILI=- ILfL=;:===-f==:三 tL====_f===-;-:I----- -::---::-=--:-:;I_--三 三 -;--L--:-:IL-L{ -=

(注)日本銀行 ｢国際収支統計｣｡月平均ベース｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

図表 Ⅰ-1-9世界の経済成長率

1998 1999 2000 2001 2002 2003 年

世界全体 ----=アメリカ

--ユーロ圏 一 一一 一アジアNⅠEs

(注)IMF"WorldEconomicOutlook"(2002年9月)より｡2002年､2003年はIMFの見通し｡

年同期比は10.0%まで伸びています｡一方､輸入数量は､2001年に景気が後退局面に

あったことから伸びが低下し､2001年後半からは変動が大きいものの総じて前年同期比

で▲ 5%前後の減少で推移しています (後掲図表ト2-3)0

この間､国際収支をみると､2001年中は前年末から輸出の減速により貿易収支の黒字

が減少し､それにともない経常収支の黒字幅も減少しました (図表卜1-8)｡しかし､

2002年に入って輸出の伸びが急回復を示したことを受けて､貿易収支や経常収支の黒

字幅は拡大に転じました｡

回復に転じた世界経済

世界経済は､アメリカ経済が2001年 4月から景気後退期に入ったことなどにより､

2001年に成長率は大きく伸びが低下しました (図表卜1-9)｡とくに､それまで4%程度

の成長を続けてきたアメリカは､2001年に成長率が 1.2%にまで低下し､大幅な減速を

示しました.このアメ1)カの減速は世界全体に波及し､アジア､ヨーロッパともに2001

年は成長率が低下しました｡ただし､2002年に入るとアメリカを中心に同時多発テロの

ショックからの立ち直りがみられ､IMFでは2002年には世界全体の経済成長率は2･8%

20 Ie=



第 1章 一時的に底入れした景気

とある程度の水準にまで戻るとみています｡

アメリカ経済は､2002年に入っても緩やかな回復を示しています｡個人消費は緩やか

ながら増加しており､住宅建設は増加傾向にあるなど､家計部門は比較的堅調に推移し

ています｡一方､企業部門は､生産は緩やかに増加しているものの､設備投資の減少は

続いています｡今後については､企業会計不信を契機とした株価低迷により､バブル崩

壊の問題が台頭しており､景気回復が腰折れする可能性が出てきています｡

ヨーロッパ経済は､アメリカ経済の回復に合わせるように､2002年に入って､欧州連

合の国々では､総じて持ち直してきていますが､ドイツでは持ち直しの動きに弱まりが

みられ､注意が必要です｡

アジアをみると､同様に景気回復が続いています｡中国では拡大のテンポがやや高

まっています｡一方､アジアNIEsやASEANではドル安による純輸出の減少や株安の懸

念がやや台頭しており､景気回復のテンポが若干緩やかになっています｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

第 2 章 ÷景 気 底 入 れ を ど う 評 価 す る か

第 1章で述べたように､2002年に入ってからの景気の底入れをもたらした最も大きな

要因は､輸出です｡その一方で､国内の民間需要の自律的な反転は観察されていません｡

このため､今回の景気底入れは､たんに輸出に依存したもので脆弱であり､本格的な景

気回復につながらないのではとの見方が強 くなっています｡そこで､まず今回の景気底

入れに輸出がどのような役割を果たしたのか､より詳しく検証してみることにします｡

その後で､なぜ輸出以外の民需が､依然弱い動きしか示していないのか考えてみること

とします｡

(1) たしかに大きかった輸出の寄与

急速に回復する輸出

まず､実質 GDPの前期比伸び率における､財 ･サービスの輸出の寄与度をみると､

2001年 1- 3月期から4四半期連続してマイナスの寄与度を示してきた後､2002年 1-

3月期においてプラスの寄与に転じました (図表Ⅰ-2-1)｡さらに､実質 GDPがゼロ成長

となった2002年1-3月期では輸出の寄与度が0.5%ポイントとなり､主たるプラス項 目

となっています｡こうしたことから､2002年に入ってからの景気底入れにおいて､事実

輸出の寄与が非常に大きかったことはわかります｡また､前年同期比でみても､2002年

4- 6月期は0.6%ポイントの増加と5四半期ぶ りに増加寄与に転じました (図表ト2-2)0

したがって､今回の景気底入れは､たしかに輸出によって牽引されたものだといえます｡

それでは､輸出がなぜ伸びたのでしょうか｡それを調べるために､財務省 ｢通関統

計｣により､輸出の動向をより詳しくみていくこととします (図表ト2-3)｡まず､輸出数

量の動きを前年同月比でみると､2000年初頭から伸び率が低下をはじめ､2001年以降は

減少を続け､2001年後半には▲ 10- 15%減と大幅な減少となっていたことがわかりま

す｡こうした動きは､2002年に入ると一転し､大幅に減少幅が縮小し続け､4月には 16

カ月ぶ りに前年同月比でプラスに転 じ､5月以降は2ケタの増加が続いています｡

輸出金額を輸出品目別に前年同月比でみると､必ずしも多 くの品目が一様な動きを

｢ 1
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

示しているわけではないことがわかります (図表ト2-4)｡まず､輸送用機械の輸出をみ

ると､2000年から2001年半ばまで､横ばい圏内で推移していました｡しかし､2001年 7

月からは､輸出総計が非常な不振に陥っていたにもかかわらず､輸送用機械の輸出はプ

ラスで推移しました｡とくに､輸出総計が▲ 14.5%の減少と最も大きな落ち込みを示し

た2001年 12月において､輸送用機械の輸出は､むしろ20%増と2001年で最も高い伸び

を示しました｡こうした増勢は､2002年に入ってさらに強まり､このところ2ケタの増

加となっています｡

こうした輸送用機械の動きとは対照的に､電気機械の輸出は2001年に入ってから急

速な落ち込みを続け､2001年 12月には▲ 28.7%減と非常に大きな減少を示しました｡こ

れは､2001年に起きた世界的なITバブルの崩壊の結果､電気機械の需要が世界的に大

幅に減少したことを反映したためと考えられます｡しかし､この落ち込みは2001年 12

月が底で､2002年に入ってから急速に減少幅を縮小させ､5月には16カ月ぶりに前年同

月比で増加に転じています｡これは､ITバブル崩壊の影響が一巡したためではないかと

考えられます｡さらに､注目すべきは､電気機械が輸出総額に占めるシェアが大きいこ

ともあり､減少幅は輸出総計より大きいですが､循環のパターンはほぼ輸出総計と同じ

になっていることです｡

一般機械や精密機械の輸出も､電気機械ほどではないものの､2001年から減少を続け

ました｡このうち一般機械の輸出は､同じく2002年に入ってから減少幅を縮小させてお

り､5月には 14カ月ぶりに前年同月比でプラスに転じています｡また､精密機械の輸出

は､2002年 2月に▲ 37.9%減と非常に大きく落ち込んだ後､やはり減少幅を縮小させて

います｡

このように､2001年以降の輸出の動向は､世界的なITバブル崩壊という現象の被を

受けた電気機械の輸出の動きに大きく左右されていたものと考えられます｡したがって､

2002年に入って輸出が急回復した背景には､2001年に大幅に落ち込んだ電気機械が､

2002年半ばに増加に転じたことにあるといえます｡また､この間､輸送用機械は一貫し

て輸出の下支えをしており､この下支えが2002年に入っていっそう強まるというかた

ちで､2002年以降の輸出の回復に寄与したといえます｡

次に､輸出金額を地域別に同じく前年同月比でみてみます (図表卜2-5)｡まずアジア

向けの輸出をみると､2001年初頭から伸び率が大幅に低下していったことがわかります0

高い伸びを示していた中国向けの輸出は､マイナスにこそならなかったものの､大幅に

｢ 1
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図表 Ⅰ-2-3 輸出入の動向

前
年
同
月
比

(
%

)

前

年

同
月

比

(
%

)

5

0

5

s b;qq義盛SSJqqbqq;q:毎qqbbq攣毎qebS萎毒nsjTgb轟き毎qq"率毎qeA毎喪盛挙qqgAq毎eA;SSB毎亮転達導Sbq"毒喪藷bQbbq韓喪b"歪JsS:sq等壷QQ;壷蓋qs13浩ss蓬se-毎塗JsSqdsSSb塗等Sqqa登毒遠導毎isN"Sii塗iis毎"QEG9

輸出数量指数 = - ･r輸入数量指数 一 ･一 ･輸出通関額

(注)財務省 ｢通関統計｣｡

0
0

0

1

2

図表 Ⅰ-2-4 品目別輸出通関額

sA宅崇等崇等崇等qqq等崇等蓋宅裏襟Sqs崇等妾宅裏襟軽薄等SQ等;喪qs淳#qsSSbqqE等Qsをqg#33-等蓋等塁等崇qSqqs蓋等3-等GS等SSqQ!;Sqg導崇等汝 等簿等崇等汐9

総合 - - -輸送用機械 - -- -一般機械 - - 一精密機械 鵬棚-桃雛-勝-電気機械

(注)財務省 ｢通関統計｣｡
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伸び率が低下しました｡アジアNIEs向けの輸出は､2001年1月から減少に転じ2001年後

半は▲20%減程度の大きな減少で推移しました｡ASEAN向けも2001年 4月から減少に

転じ､同様に2001年後半は▲20%減程度の大きな減少で推移しました｡しかし､12月を

底に､2002年に入って中国向け､アジアNIEs向け､ASEAN向けいずれも回復に向かい､

アジアNIEs向けはプラスに転じ､中国向けは伸び率を非常に高めて推移しています｡

次に､アメリカ向けをみると､やはり2001年4月から減少に転じ､その後▲10%程度

の減少が続いた後､12月には▲ 19.4%減にまで落ち込みました｡しかし､2002年に入る

と､アジア向けと同様に減少幅は大きく縮小しました｡しかし､アジア向けとは異なり

その後急速に増加に転じることはなく､わずかな減少で推移しています｡

西欧向けも同様に､2001年 4月以降減少が続き､12月に最大の落ち込みを示しました｡

その後2002年に入ると､減少幅の縮小がみられましたが､5月には15カ月ぶりに前年同

期比で増加に転じています｡

以上のように､振幅の強弱はありますが､どの地域向けも基本的に同じパターンであ

るといえます｡これは､2001年以降､世界の景気循環が同時化していることを示してい

ることによると考えられます｡もちろん､こうした世界で同時化した循環の根元にはア

メリカ経済の景気循環があります｡したがって､日本の輸出が2002年に入って急回復に

向かった背景には､まず､アメリカ経済の回復があると考えられます｡そして､アメリ

カ向けの輸出の持ち直しは､アメリカ経済に依存するアジア経済を持ち直させ､アジア

地域からのとくに電気機械の需要の拡大をもたらし､それが日本の輸出の急回復をも

たらす大きな要田になったものと考えられます｡

国内経済への波及はまだ限定的

さて､それでは､このような輸出の拡大は､生産や投資に波及し､景気の好循環を呼

び起こすことにつながっていっているでしょうか｡そこで､まず､鉱工業生産を季節調

整済指数でみると､輸出の回復と歩調を合わせるように2002年に入って持ち直してい

ることがわかります (図表Ⅰ-2-6)｡このことから､輸出の影響を直接的に受けるかたち

で回復に向かっているといえます｡さらに､業種別の生産の動きをみると､輸出の動向

に符合するように､輸送機械は2001年も大きな落ち込みを示すことなく推移した一方

で､電気機械は2001年に大幅な落ち込みを示し､11月には既往最高に比べ､▲31.1%低

い97.4ポイントまで落ち込みました｡しかし､これも輸出と符合するように､2002年に
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図表 Ⅰ-2-5地域別輸出通関額
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年
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比
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%
)
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調
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(注)財務省 ｢通関統計｣｡

図表 Ⅰ-2-6業種別生産指数及び輸出数量指数
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(注)経済産業省 ｢鉱工業生産指数｣及び財務省 ｢貿易統計｣｡
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入ると状況は一変し､とくに電気機械の持ち直しは顕著です｡ただし､足下で頭打ちに

なっており､持ち直しに一服感がみられます｡このように､業種別にみた生産のパタ-

ンは､輸出のパターンとほぼ完全に一致しているとまで言ってよく､今回の景気の底入

れがもっぱら輸出に起因するものであることを裏付けるものといえます｡しかし､逆に

いえば､内需関連の繊維は依然低迷していることにみられるように､輸出の生産-の波

及は､輸出関連に限定されているとみることもできます｡

さて､次に､こうした輸出を起因とする生産の増加が､投資までつながっていってい

るでしょうか｡そこで､業種別 (国内民需)の機械受注の動向を前年同期比でみると､

2001年に半導体製造装置を中心に大幅な減少を示した電気機械が､2002年に入ってその

減少幅をやや縮小させていることがわかります (図表Ⅰ-2-7)｡これは､輸出から生産に

波及した動きが設備投資まで波及してきたことを示しているといえます｡したがって､

輸出の回復を起因とする動きは緩やかに電気機械の設備投資にも反映されてきている

といえます｡しかし､機械受注全体 (船舶･電力除く民需)はようや く下げ止まりつつある

ところであり､電気機械の緩やかな回復はあっても､全体としてみると､依然設備投資

の状況は弱いと言わざるを得ないでしょう｡

設備投資に十分に結びつかない背景には､国内需要が自律的に盛 り上がらないこと

があげられます｡足下の需要増に対応して既存設備を使い増産しますが､設備投資は

現在の生産設備の過不足感と設備の将来の需要に左右されるものであり､足下の需要

だけでなくより長期の需要見通しに基づいて行なわれます｡したがって､足下の輸出の

増加だけでなく､より長期的に自律的な経済の回復が見込まれることが設備投資の回

復の前提になるといえます｡また､現在のように､生産設備の過剰感が強いなかではな

かなか足下の需要の増加は設備投資の増加には結びつきそうにもありません｡したがっ

て､逆にいえば､多くの企業は､輸出頼みの現状が長続きせず､自律的回復には結びつ

かないのではという将来に対する慎重な姿勢を崩していないことを表わしているとも

いえます｡

(2) 依然自律的回復を示さない国内民問需要

以上のように､今回景気が底入れしたといっても､国内民間需要は盛 り上がっていま

せん｡それではなぜ民需が盛 り上がらないのでしょうか｡とくに､GDPの6割を占める
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図表 Ⅰ-2-7業種別機械受注(前年同期比)

前年同
期

比

(%

)

前
年
同
期
比

(
%

)

♂ ィ♂ tq,3 ㌔ b,♂ ィ♂ ♂ ♂ b,♂ ィ♂

民需(除く船舶.電力). - - .鉄鋼業

… 榊 はi電気機械 自動車

(注)内閣府 ｢機械受注統計｣｡2002年7-9月の計数は見通し.

図表 Ⅰ-2-8 所得と消費(sNA統計)
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(注)内閣府 ｢国民経済計算｣｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

家計消費は90年代以降基本的に低迷を続けてきました｡家計消費が自律的な盛 り上が

りを取 り戻さなければ経済全体の自律的な回復も困難です｡そこで､家計消費の動向に

ついて､より詳しくみていくこととします｡

収入の伸び悩みが消費を抑制

家計消費の動向は､統計によって若干の差がありますが､総じてみると2001年以降

ほぼ横ばいか減少気味で推移しています｡まず､GDP統計により前年同期比でみると､

実質家計消費支出は2000年 1- 3月期に高い伸びを示し､2000年後半にマイナスとなっ

た後は､緩やかな増勢が続いていることがわかります｡また､家計調査でみると､勤労

者の実質消費支出は1998年以降▲ 1%程度の減少で推移しています｡勤労者世帯の平均

消費性向は､70%強の水準を一進一退で推移しています｡

このように平均消費性向がはば横ばいですので､低迷する家計消費の主要な背景と

して､家計の所得の伸びが低いことを指摘できます｡まず､GDP統計でみると､2000年

4- 6月期から2001年 4- 6月期の間は前年同期比で2%程度の伸びを示しましたが､

その後急速に伸びは低下し､2001年 10- 12月期以降は減少しています (図表ト2-8)｡ま

た､厚生労働省 ｢毎月勤労統計｣の実質賃金 (現金給与総額･従業員5人以上)をみても､ほ

ぼ同じような傾向を示しています (図表卜2-9)｡さらに､｢家計調査｣により勤労者の実

質収入をみると､2000年以降は実質消費以上に減少が続いています (図表ト2-9)｡ただ

し､2002年 1- 3月期には非常に高い伸びを示した後､4- 6月期は再び減少に転じまし

た｡,

こうした所得の動向を企業側の統計からみると､2000年以降人件費はほぼ横ばいで推

移しており､所得の伸び悩みが裏付けられています (図表Ⅰ-2-10)｡いったん2001年4-

6月期にやや増加しましたが､それ以降は再び増加幅はほぼゼロに近 く､2002年に入っ

てからは減少しています｡このように､家計の収入の源泉である企業の人件費が抑制さ

れていることからも､家計の収入が伸び悩んでいることがわかります｡

このように､細かく見ると統計によって若干異なった動きを示しているものの､総じ

てみれば､2001年以降家計の収入は横ばいかややマイナスで推移しているといえます｡

家計の消費の源泉は収入ですので､消費を低迷させている要田の一つとして､所得の伸

び悩みがあるといえます｡
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第 2章 景気底入れをどう評価するか

図表 Ⅰ-2-9所得と消費(毎月勤労統計及び家計調査)
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家計調査 .実質収入 (勤労者世帯)

-- 家計調査 .実質消費支出 (勤労者世帯)

(注)厚生労働省 ｢毎月勤労統計｣及び総務省統計局 ｢家計調査｣｡

図表 Ⅰ-2-10 経常利益と人件費の増加幅
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景気拡大期

- - ･ 一美質人件費 (前年同期差)

実質経常利益 (前年同期差)

- 実質経常利益と実質人件費の和 (前年同期差)

(注)財務省 ｢法人企業統計季報｣､内閣府 ｢国民経済計算｣｡法人企業統計季報の値をGDPデフレーターにより実質化｡
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額

将来への不安が消費を抑制

ただし､足下の所得の動きだけで消費が低迷していることをすべて説明できたとは

いえないでしょう｡平均消費性向がなぜ上昇しないのかも問題です｡例えば､統計に

よっても異なりますが､収入が高まった時期においても消費は低迷を続けており､短期

的にみれば必ずしも両者は一致した動きを示しているわけではありません｡つまり､

人々は､短期的な収入の変動にのみにしたがって消費を決定しているわけではないと

いえます｡

それでは､家計の消費はどのように決まるのでしょうか｡経済学では､家計は､遠い

将来までの収入や資産価値を見通した うえで､その使 う金額を現在と将来に配分する

ことによって現在の消費を決定していると考えています｡貯蓄や借金という手段を使

えば､現時点の収入だけでなく､将来の収入も勘案したうえで､現在の消費を調整する

ことができるからです｡したがって､現在消費の低迷が続いているということは､現在

の所得が低いという点ももちろんですが､それ以上に､将来の所得の見通しが悪いこと

も大きな要因となっていると考えられます｡つまり､もし人々がたんに一時的に収入が

減少しただけだと考えるならば､将来再び高い収入を期待できるので､その一時的な期

間は貯蓄を取 り崩したり､借金をしてしのごうとするでしょう｡

一方､もし人々が収入の減少は将来にわたって長期に及ぶと考えるならば､できるだ

け消費を抑制して将来に備えることとなるでしょう｡こうした見方に立つと､消費低迷

の大きな原因の一つとして､将来の日本経済に関する見通しが悲観的なものとなって

いることを指摘できます｡人々は､日本経済には雇用不安や社会保障不安などの将来

不安が存在しているとみているのです｡つまり､将来高い成長は見込めない､より直接

的には､結果として将来の雇用不安や低い賃金､ひいては低い収入の予想につながり､

それが消費を抑制しているのではないかと考えられます｡
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第 3章 止まらないデフレ

第3章 止まらないデフレ

景気が底入れを示しても､物価の下落が止まりません｡財やサービスの価格の下落

が続いていることは､基本的には大きな需要不足 (大きなデフレ･ギャップ)を反映してい

るものと考えられます｡こうした状況が続 くことは､不良債権の重圧をいっそう重くし

ており､こうした面からも経済に対して大きな悪影響を及ぼしているものといえます｡

さらに､消費者物価や卸売物価のような財やサービスの価格の下落だけでなく､株価や

地価のような資産の価格の下落も依然続いており､そのことが状況をいっそう困難な

ものとしています｡財やサービスの価格と資産価格は性格が異なるため､必ずしも両

者を同一には論じられませんが､この資産デフレも財やサービスのデフレと同様に経

済に大きな影響を与えている点では共通しています｡そこで､まず､財やサービスの価

格の下落がなぜ続 くのか検討したうえで､資産価格の下落について考えてみることと

します｡

(1) デフレ･ギャップによるデフレ

依然止まらないデフレ

まず､財やサービスの価格の下落についてみてみましょう.卸売物価指数を前年同

月比でみてみると､より早い時期の90年代初めから10年以上にわたって下落基調で推

移しています (図表Ⅰ-3-1)｡この間､ITブームが盛 り上がった2000年に一瞬プラスに転

じた時期もありましたが､その後す ぐにマイナスに戻 り､2001年以降､前年同月比▲

1%強のペースで下落しています｡次に､消費者物価指数を前年同月比でみると､1998

年以降下落を続け､2001年以降は▲1%程度の下落を続けています (図表卜3-2)｡その内

訳をみると､財の価格低下がより激しく▲ 2%に近い下落を示しています｡さらに､人

件費が大宗を占めるサービスの価格も最近までは低下幅が小さいものの下落を続けて

いました｡これは､人件費の伸び､すなわち賃金が伸びていないことも反映しているも

のといえます｡さらに､日本経済全体の価格動向を最も整合的に示していると考えられ

ているGDPデフレーターをみても､1994年から前年同月比で下落に転じ､1999年以降総
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じて▲ 1- 2%程度の下落が続いています (図表卜3-3)｡

このように､いずれの指標を見ても､近年､物価の下落の持続すなわちデフレとなっ

ていることを示しています｡卸売物価指数に代表されるような財の価格は､90年代当初

から下落を続け､本来下が りにくいサービスの価格も90年代末には下落するように

なったといえます｡こうした動きを総合的にみるGDPデフレーターにしたがえば､全

体としてみると､90年代半ばから日本はデフレに陥っているといえます｡

デフレギャップによる物価下落

それではなぜデフレとなったままなのでしょうか｡標準的なインフレーションの理

論によれば､短期的に物価を変化させる要因としては､需要と供給が一致しない需給

車ヤップの存在が大きな要因として考えられています｡つまり､需要過剰となると､イ

ンフレ率が高まり､逆に需要不足になると､インフレ率が低 くなるものと考えられてい

ます｡さて､バブルの終蔦以降90年代から現在までの日本経済は､基本的に潜在的な供

給力に比べて需要が非常に不足している状態が続いています｡したがって､90年代以降

物価を下落させ続けている大きな要因の一つ としては､需要不足が広がったままと

なっていることが指摘できましょう｡一方で､需要不足を縮小させる施策としては､拡

張的な財政政策とともに金融緩和政策がありますが､このうち､財政政策は小泉政権に

よる国債発行 30兆円枠の制約から非常に緊縮的なものになっています｡物価の下落は

貨幣的な現象との指摘もあり､金融緩和政策の推移とその効果をみていくことにしま

す｡

金利による金融政策の効果

金融政策では､操作変数として名目短期金利を中心とする金利 (公定歩合やコールレ-

t)に着目するものとベ-スマネーを中心とする貨幣供給量に着目するものと二つあり

ます｡しかし､同時にこっの目標を両立することはできません｡まず､日本銀行は名目

短期金利を引き下げてきました｡99年には名 目短期金利をゼロという下限まで引き下

げましたので､今度は民間企業の資金のアベイラビリティを改善するために貨幣供給

量を増やそうとしてベースマネーを増やす量的緩和政策に移っています｡それらについ

て順にみてみましょう｡

日本銀行をはじめ世界の中央銀行は､主として名目短期金利を市場を通じて上げ下
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図表 Ⅰ-3-1国内卸売物価及び企業向けサービス価格
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(注)日本銀行資料｡97年4月の消費税率引き上げの影響を調整｡

図表 Ⅰ-3-2消費者物価
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(注)総務省 ｢消費者物価指数｣｡2000年7月より平成12年基準｡それ以前は平成7年基準｡
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げすることによって､物価や生産､消費行動に短期的ながら影響を及ぼしています｡一

般的に､名目短期金利を引き上げれば､短期的な効果として､物価の上昇は鈍くなり経

済活動は沈静化し､引き下げれば物価の上昇は強まり経済活動は活発化します｡そこで､

名目短期金利がどのように推移してきたかをみてみると､まず､80年代のバブル後半の

時期には､異常な地価の高騰を沈静化することを主目的として3-4%程度から8%にま

で急激に引き上げられました (図表ト3-4)｡その後91年にバブルの終蔦が明らかになり､

景気後退に陥ったことを受けて､今度は急速に名目短期金利は引き下げられ､92年には

4%程度､94年には2%程度にまで引き下げられました｡その後､経済の低迷が長引くな

かで､よりいっそうの金融緩和をめざす観点から､95年末には0.4%と､ほぼゼロ金利

といえるところまで引き下げられました｡さらに､99年にいたって0.1%未満と完全に

ゼロ金利の水準にまで引き下げられ､2000年の一時期を除き現在に至っています｡名目

金利は基本的にマイナスになれないので､ゼロ金利はいわば物理的な限界です｡

しかし､実物経済に影響を与えるのは､実貞金利です｡名目金利はゼロになっている

にもかかわらず､物価が下落しているため､97年から99年まではゼロ近傍で推移して

いた実質金利は､2000年に入り逆に上昇し､2001年以降 1%前後で高止まりしています｡

このように高止まっている実質金利の面から､消費や投資が抑制されています｡

量的緩和の効果

さて､このように､名目短期金利がゼロ%となっているために､金融政策の最も重要

な操作手段である名目短期金利が使えない状況となっています｡こうした状況を受けて､

貨幣供給量が注目を集めるようになりました｡このため､金融の量的緩和が進められま

した｡そこで､この量的緩和の効果をみるために､物価と貨幣供給量の関係をみてみま

す (図表卜3-5)｡代表的な貨幣供給量の指標であるM2+CDと物価の関係をみると､90

年代前半には両者とも低い伸びであったことがわかります｡しかし90年代半ば以降は､

1999年､2000年の増加率は低 くなっていますが､貨幣供給量は相対的に高い伸びを示す

一方で､物価は下落を続けています.こめように､80年代以降を総じてみると､短期的

には必ずしも両者の間に強い相関関係は観察されていません｡もちろん長期的には両者

の間に密接な関係があることは世界各国で実証されています｡ここでみられたように､

短期的にみれば､必ずしも両者の間に強い因果関係は観測されていません｡

さらに､貨幣供給量に関しては､金融当局がコントロールできるのは､日銀が直接供
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図表 Ⅰ-3-3GDPデフレーター
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(注)内閣府 ｢国民経済計算｣｡97年4月消費税引き上げ調整済み｡

図表 Ⅰ-3-4 名目短期金利と実質短期金利

9
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4
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)
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ぜ ぜ sbsb耳 耳 ぜ ぎ ざ ぎ ざ ず ㈱ ぜ ず 納 ぜ sbsb耳 耳 郎 轡 ぜ ㈱

(注)日本銀行資料及び総務省 ｢消費者物価指数｣｡コールレート有担保翌日物｡
実質短期金利-名目短期金利一消費者物価指数前年同期比｡ただし､消費税率引き上げの影響を除去｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

給するベースマネーです｡貨幣供給量とベ-スマネーの関係をみるために､貨幣供給

量をベースマネーで割った信用乗数をみてみます (図表Ⅰ-3-6)｡信用乗数をみると､90

年代には一貫して低下しており､その低下は金融の量的緩和を強めた2000年後半以降

強まっていることがわかります｡金融政策当局はベースマネーを潤沢に供給している

ものの､それが貨幣供給量全体を増加させる効果は弱まっているといえます｡つまり､

信用創造メカニズムがうまく機能していないことを示しています｡

そこで､貨幣の流通速度をみると､90年代前半においては､80年代のトレンドが変

わって流通速度の低下が止まりましたが､90年代後半以降は80年代のトレンドと同様

に低下をしています (図表Ⅰ-3-7)｡80年代前半のように成長率が低下している時期に流

通速度が低下していました｡90年代後半以降の流通速度の低下は長期停滞にともなっ

た期待成長率の低下を示唆している可能性があります｡

さらに､量的緩和は､日本銀行が潤沢にマネーを供給すると､民間金融機関が日銀の

当座預金に置く資金が必要以上に多くなります (図表Ⅰ-3-8)｡いわゆる超過準備の増加

です｡この当座預金には金利がつかないので､このまま置いておくよりもリスクをとっ

てでも債券や株式の購入､貸出の増加を期待する ｢ポ-トフォリオ･リバランス効果｣を

ねらうことになります｡しかしながら､民間金融機関は不良債権問題が大きく影響して

国債のような安全資産を選択するなどリスクをとる意欲が小さくなっています｡現に､

預金取扱金融機関の国債 ･財融債の保有残高を日本銀行の ｢資金循環表｣でみると､2001

年 3月末に120.7兆円あったのが､2002年 6月末に149.2兆円に増加しています (図表卜

3-9)｡加えて､株式の価格変動 リスクや民間企業の信用 リスクも現に大きくなっていま

す｡このように､リスクが高くなっていることを背景に､民間金融機関はリスクを避け､

日銀の当座預金に必要以上の資金を放置しています｡量的緩和を行なっても､例えば

財政政策や信用補完などの他の政策が行なわれないこともあり､実際に貸出を通じた

貨幣供給量が増えているとは言いがたい状況です｡

最初に述べたように､デフレとなっている根源的な要因として､供給に比べて需要が

少ないというデフレ･ギャップが持続していることが問題です｡したがって､デフレの

解消のためには､金融政策だけではなく､やはり､需要を喚起する政策が非常に重要に

なるといえます｡
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図表 ユー3-5貨幣供給量と物価
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(注)内閣府 ｢国民経済計算｣及び日本銀行資料｡

図表 Ⅰ-3-6信用乗数
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(注)日本銀行資料｡信用乗数-M2十CD/マネタリーベース
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第 3章 止まらないデフレ

図表Ⅰ-3-9預金取り扱い金融機関が保有する国債･財投債残高

㌔ ㌔ ♂ ♂ ㌔ ㌔ ㌔㌔㌔♂♂ ♂ ㌔ ㌔ ♂ ㌔ ㌔ ♂ ♂

(注)日本銀行 ｢資金循環勘定｣｡末残ベース｡

(2) 悲観的見通しから下がる資産価格

デフレは､株価や地価のような資産価格の低下においてよりいっそ う深刻となって

います｡もちろん､財やサービスの価格の下落と資産価格の下落では､意味合いが異な

るため同一に考えるわけにはいかず､基本的に区別して考える必要があるでしょう｡

資産価格の下落は､主として企業や家計のバランスシートの悪化を通じて､経済に大き

な影響を与えている可能性があるため､資産のデフレについても検討してみることと

します｡

激しい資産デフレ

まず地価の動向をみると､バブルが弾けた 1991年をピークとして下がり続けており､

2002年には､商業地ではバブル以前の1985年の約7割に､住宅地でもほぼ1985年と同じ

水準にまで下がっています (図表Ⅰ-3-10)｡こうした傾向は東京圏でも同様ですが､80年

代後半のバブル期の値上がりがより激しかったことから､その価格下落もいっそう厳

しいものとなっています｡このように下落が続いたことから､1985年を 1とした指数で

みた場合､地価の指数は名目GDPの指数を大きく下回るようになっています｡株価も

｢ 1



第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

同様に大幅に下落をしています｡東証株価指数 (TOPIX)でみると､バブルがピークで

あった 1989年末に指数は3,000近 くまで達した後､1990年に入ってから急落し､92年に

は指数は 1,500近辺とピーク時の半分にまで下落しました (図表ト3-ll)｡その後は､本

格的な回復軌道に戻ることはなく､最近ではピーク時の3分の1程度の水準を中心に､

一進一退で推移しています｡資産価格の下落は､地価や株価に限らず他の資産にも及

んでいます｡十分に的確な統計がないため､正確な下落幅はわかりませんが､ゴルフ会

員権その他さまざまな資産の価格も大幅に下落しているとみられます0

こうした資産価格の下落は､どのような影響を経済に及ぼしているでしょうか｡まず､

資産価格の大幅な下落は､資産の大幅な評価損を生んでいることを指摘できます｡｢国

民経済計算｣によると､80年代後半には､株､土地ともに､毎年 GDPの半分に匹敵する

評価益が発生していました (図表ト3-12)｡しかし､バブルがほじけた後は､一転して大

幅な評価損の発生が続いています｡とくに､90年代初頭の2- 3年の間に､土地と株式

のそれぞれで名目GDPの1年分に相当する評価損が発生しています｡その後も､はば毎

年 GDPの1-2割程度の評価損を出し続けています｡こうした評価損は､80年代後半に

借 り入れをして土地や株式に投資した両建て取引を行なった経済主体が多ければ､土

地や株式などの資産の方が大きく目減 りする一方で､借金の方が減らないため､長期間

にわたるバランスシート調整 (正味資産の縮小)を余儀なくされ､悪影響は非常に大きな

ものとなっています｡

将来への悲観的な見通しが背景

それではなぜ資産価格が下がっているのでしょうか｡その理由を考える際には､資産

価格がどのように決まるのか考える必要があります｡標準的な考え方では､資産価格

は､資産を持っていることにより得られる将来の収益に対する期待と金利を基に形成

されると考えられています｡したがって､資産価格を決定する重要な要素の一つは将来

の収益だといえます｡将来の資産からの収益が高いものと予想されれば､その資産の

価格は上昇することとなります★2｡そこで､資産収益率の推移をみてみますと く図表卜

3-13)､バブル期には6%程度であったものが､バブルがほじけた90年代初頭に4%程

★ 2 なお､収益は名目値なので､将来物価が下がり続けると予想すれば､資産価格も低下することとなり
ます｡しかし､将来の収益を割 り引く将来の名目金利も､将来の物価下落を念頭に､同様に低下すると予想
されるとすると､両者の効果が打ち消しあって資産価格は変化しません｡しかし､現在のように名目金利が
下限に達しており､下がる余地がないときには､物価低下は資産価格の低下をもたらします｡また､将来予
想される物価の変化ではなく､足下の物価の変化については､その変化分だけ資産価格も変化します｡

㍉ 2 …
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図表 Ⅰ-3-10 株価(TOPIX)の推移

##;崇SqSb導電芸蒔き:Sg;崇Iq拭 qSg;qSg誓-弓墓苑墓苑墓苑沖 惑嬢 Sq汝 撃弓Sb弓Qを;墓苑崇襲IqSg;qSgSを～SS導電SSh宅sS#SsS#"q

(注)東京証券取引所資料｡

図表 Ⅰ-3-11市街地地価
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(注)内閣府 ｢国民経済計算｣及び(財)日本不動産研究所 ｢市街地価格指数｣｡
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図表 ト3-12土地と株価の評価損益(対GDP比)

(
対
名
目

G
D
P
比
､
%

)

ぜsb耳ぜぎざぎざず耳sbぜ耳ぜぜ～bQQ(暦年)

(注)内閣府 ｢国民経済計算｣国民資産調整勘定より｡90年までは68SNA､それ以降は93SNA｡

図表 Ⅰ-3-13TOPIXと資産収益率(ROA)

sbd3%芸IqSEd墓58IqSEdS芸弓SSS毎pbEGiSdSHS弓芸芸弓bPh芸等'qSdiS芸IbSEdeS芸等'q諒 等SECSA芸等SEd35芸等SECSS芸等SEdSSS弓SSEdSAS弓SSS宅bPq霊宝'qEd忘芸名bS:d'q

(注)資産収益率(ROA)は､財務省 ｢法人企業統計調査｣より以下の式で作成｡
ROA=〔(営業利益+受取利息等)/総資産期初期未平均〕*4*100
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度に大きく低下した後､その低い水準のままで推移していることがわかります｡さらに､

こうした動きは株価の動きとよく符合していることもわかります｡このため､資産価格

が低迷している要因の一つに資産収益率の低下があることがうかがえます★3｡

ただし､留意しなければならないのは､資産価格を規定しているものは､現時点での

値ではなく､将来の予測される値である点です｡これは､資産収益率についても同様で､

問題になるのは､過去や現在の資産収益率ではなく､将来予想される資産収益率です｡

したがって､将来の資産収益率の予想がどのようになっているかが重要なポイントで

あるといえます｡つまり､90年代にそれぞれの時点における足下の資産収益率が低かっ

たというだけでは十分な説明ではなく､90年代に人々の将来の資産収益率の予想値も低

かったかどうかも確認する必要があります｡

しかし､人々の将来の資産収益率の予測を､データとして直接的に観測することは不

可能です｡そこで､将来の収益と将来の需要の成長率予測は相関しているとの仮定に

立って､将来の需要予測のアンケー ト結果から類推してみることとします (図表I-3-

14)｡それによると､近年将来の期待成長率は非常に低 くなっていることがわかります｡

これは､人々は､近年の低い資産収益率が､将来においても続 くと予想していることを

示唆しています｡つまり､90年代において､人々は､現在たまたま一時的に成長率が低

くなり､資産収益率も低 くなっていると考えているわけではなく､将来長期にわたって

低い経済成長が続き､資産収益率も低いままであると悲観的に将来をみていることを

示しています｡

さて､資産価格からみると､90年代初めから､人々は将来の低い経済成長､ひいては

将来の低い資産価値を予見していた可能性があります｡それは､実際に90年代初めに

人々が予想した通 りに､90年代から実質 GDPは低い成長を続けているからです｡ここ

で1980年代のトレンドのまま推移した場合と､実際の実質 GDPを比較してみると､そ

の逸失額の大きさは毎年実質GDPの3-4割に達する額に達していることがわかります

(図表Ⅰ-3-15).大変ナイーブな分析ながら､日本経済の価値は､人々が資産価格の下落

を通じて予見したように､目減 りしてきたとみることもできるかもしれません｡

こうした見方に立てば､資産価格の低迷の背景には､将来の日本経済に対する悲観的

★3なお､資産価格と株価の因果関係としては､資産価格の下落が逆資産効果を与え､需要を低迷させ､
それが収益率を低く抑えているという解釈も成り立ちます｡ただし､こうした逆資産効果はあくまでも一時
的な効果を持つものと考えられます｡
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な見方があった可能性があります｡先に述べたように､資産価格は､人々の期待が非常

に合理的ならば将来の経済を予測し評価したものだからです｡しかしながら､人々の期

待は足下のトレンドの延長に過ぎないこともあります｡次の10年の展開はまた別の方

向になってくることも否めません｡したがって､政府としてできることは､資産価格が

下落している背景を探るためには､何が将来を悲観的にしているのか､すなわち､何が

将来の低い経済水準の予想をもたらしているかを浮き彫 りにする必要がまずあります｡

このうえで､この低水準の均衡から脱出して､明るい将来を描けるような条件整備を行

なうことが肝要と考えます｡

(3) 混迷する不良債権処理政策

不良債権問題は､地価を中心とする資産価格の下落に加え､デフレの進行によりいっ

そう深刻になっています｡また､不良債権問題自身が将来の不安材料にさえなっていま

す｡不良債権問題を中心とした金融システムの不安定性は､資金仲介機能の不全をと

もない､経済の長期停滞の大きな根源の一つであるため､金融シテテムの危機的な現状

についてみていくこととします｡

一向に減る様子がうかがえない不良債権

2002年3月末現在､全国銀行の不良債権額 (金融再生法ベース★4)は43.2兆円と､融資先

の業況悪化に加え､金融庁の特別検査により資産査定を厳格に行なったことで､前年度

末に比べ 9.6兆円増加しています｡一方､不良債権処理額を不良債権処分損の数字でみ

ると､2001年度は9.7兆円と前年度比ベ3.6兆円増やしており､92年度以降の累計は81.5

兆円になっています｡このように､毎年巨額の不良債権を処理しているにもかかわらず､

金融庁や業界のアナウンスメントとは裏腹に実際には処理の峠の兆しがうかがえず､

不良債権は一向に減る様子も見えません｡業況悪化のため不良債権が処理額以上に増

加していることが問題です｡実際､日本銀行も ｢わが国の不良債権問題は､バブル崩壊

の後始末だけでなく､産業構造の転換 ･調整圧力の増大にともない新たに発生する不良

債権の処理という性格が加わりつつある｣★5といっています｡

★4金融再生法ベースの不良債権は､破産更生債権及びこれらに準ずる債権､危険債権､要管理債権の合計.

★ 5 日本銀行 ｢金融システムの安定に向けた日本銀行の新たな取り組みについて｣(2002年 9月 18日).

ド



第 3章 止まらないデフレ

図表 Ⅰ-3-14予想業界実質需要成長率
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(注)内閣府 ｢平成13年度企業行動に関するアンケート調査｣(平成14年1月調査)0

図表 Ⅰ-3-15 実質GDPの逸矢幅
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(注)内閣府｢国民経済計算｣｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

銀行の脆弱な収益構造

では､なぜ抜本的に不良債権の処理を行ない､銀行システムの安定化を行なえないの

でしょうか｡これをみるために､銀行の収益構造をみることにしましょう｡銀行収益の

コアである貸出利ざや自体は1.5- 1.6%程度で推移しています｡しかし､人件費等の経

費率や実現信用経費率を考慮した実質的な貸出利ざやは､すでに92年度からマイナス

で赤字となっています (図表ト3-16)｡このように､本業の最大の柱である貸出業務だけ

では､カバーできない状況になっています｡銀行としては､その不足分を手数料収入の

ような役務取引からの利益に加え､不動産や持合株式等の不稼動資産の売 り切 りなど

で得るしかありません｡このため､銀行は不良債権を処理する十分な経営体力を持って

いません｡したがって､銀行は経営不安を起こさないよう業務純益の範囲内で､不良債

権の処理を行なっているという見方が有力です｡そればかりか､あまり資産査定を厳格

化すると､処理しなければいけない不良債権額が増えてしまうので､査定をなるべく甘

めにしようとするインセンティブが銀行にあり､実態としても査定を基準のなかで甘

めにしているのではないかとの見方さえあります｡

実質的な自己資本不足

一方､銀行の自己資本の質にも問題があるとの指摘もあります｡コアとなる自己資本

(TierI)のなかに繰延税金資産の算入が認められています｡繰延税金資産は､実際に

払った法人税等が多すぎたために将来において税金の還付が受けられる金額のことで

す｡実際に銀行業界では､融資先企業の経営に不安が出たため､法人税等を払って貸倒

引当金を積んで､実際に融資先が倒産した場合､その法人税等は還付されます｡このよ

うな税金の予想還付額を繰延税金資産に繰 り入れています｡しかし､今後 5年で法人税

等を払 うような利益をあげなければ､これが幻となって消えてしまいます.オーバ-バ

ンキングで貸出利ざやをなかなか拡大できず､巨額の不良債権処理を行わなければな

らない銀行に､これからの利益計上を期待できるでしょうか｡

2002年 3月末現在､コアとなる自己資本のうち､繰延税金資産は41.5%も占めていま

す｡国際業務を営む銀行のTiefIの自己資本比率は5.76%ありますが､保守的に考えて

これを除 くと3.36%にしかなりません｡補完的な自己資本 (TierⅡ)は､¶etIと同じ額

までしか認められないので､自己資本比率の総計は6.72%となり､国際業務を行なう銀

行に求められている8%の水準に達することもできません｡こればかりか潜在的な不良
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図表 Ⅰ-3-16全国銀行の収益構造
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(注)金融庁 ｢不良債権の状況等｣及び全国銀行協会 ｢全国銀行財務諸表分析｣｡
実現信用経費率-不良債権処分損÷貸出金平残

債権の処分損が顕在化すれば､債務超過にさえなるとの見方もあるくらいです｡このよ

うに､日本の銀行は実質的に自己資本が不足している危機的な状況にあるといえます｡

実際に､定期預金から普通預金へ､あるいは中小金融機関から大手健全行へ大量の資

金シフトが生じています｡これらを考慮して､2003年 4月に予定されていたペイオフの

完全解禁 (預金などの払戻保証額を元本1,000万円とその利息までに縮小する措置)は､2年延期

の運びとなっています｡

また､日本銀行は9月に主要行の保有株式購入の方針を表明しました｡通常､通貨の

番人として中央銀行は､国債､優良企業の手形など安全確実な金融資産をバックとして

紙幣を発行しています｡このため､中央銀行が株式のような価格変動 リスクが大きい金

融資産を購入するのは通常の金融政策手段ではありません｡日本銀行に異例で劇薬的

な方針を表明させたものは何だったのでしょうか｡

2004年9月中間決算から金融機関はnerIを超える株式を保有することができなくな

り､株式市場で売 り圧力が高まり､株価下落がまた自己資本を減少させるなどの悪循環

の状況にありました｡9月上旬に株価が19年ぶりの安い水準となり､日本銀行は金融シ

ステムに並々ならぬ危機感を抱いたためと思われます｡逆にいうと､日本銀行が民間

｢ 1
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

銀行に対して一種の公的資金を注入するようなものであり､タブーを冒していわば ｢金

融システムの非常事態宣言｣をしたようなものとも解釈できます｡

本来は､同様の機能を持つ政府設置の銀行等保有株式買取機構を抜本的に機能強化

すべきであり､不良債権処理の側面援助に過ぎません｡保有株式の買取を受けた銀行

が株式保有 リスクの低下に見合 う分だけ不良債権を処理しないとこれまでのたんなる

株価支持政策 (PKO)と変わらないものといえます｡不良債権の処理を政策的に進める

のであれば､資本注入の基準や条件を明確にし､政府が主体となって進めるべきでしょ

う｡その時には､不良債権処理がデフレと不況を深刻化し､さらに不良債権を生み出す

悪循環を断ち切ることが必要です｡そのためには､金融政策とともに､財政出動で景気

の下支えを行ないながら不良債権の発生を極力食い止めるとともに､整理回収機構に

よる不良債権の購入価格の見直しを図るなどして不良債権処理を強靭に進めてい くこ

とが不可欠です｡
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第 4 章 長 期 に 及 ぶ 厳 しい 雇 用 環 境

バブル崩壊以降､完全失業率は､景気回復期においてもあまり改善せず､次々と大台

を塗 り替えつつ､過去最高水準を更新してきました｡これは､一つには､ここ数年の景

気の低迷により､雇用調整や倒産が増加し､労働需要自体が不足していること､二つに

は､年齢､産業､職業等のミスマッチが拡大したことや若年層を中心として就業意識が

変化してきたこと等を背景に､労働の需要と供給が結びつきにくくなったことが原因

です｡とくに､この間､若年者の失業者が増加するとともに､長期失業者の割合も大幅

に高まっていることが大きな特徴となっています｡

2001年後半以降は､非自発的失業者が大幅に増加し､2002年に入ってからも､完全失

業率は5%半ばの過去最高水準で推移しています｡新規求人や雇用過剰感等の面で､一

時的な景気回復を反映するような動きがみられますが､9月以降における株価急落の企

業経営-の影響等もあり､雇用･失業情勢はいっそう厳しさを増す可能性があります｡

ここでは､最近の失業動向とその背景を概観するとともに､今後の雇用対策や賃金 ･

労働時間の動向をみることとします｡

(1) 過去最意の失業状態

過去最高水準で推移する完全失業率

総務省統計局 ｢労働力調査｣によると､完全失業率は､バブル崩壊以降､大きく上昇

してきており､大変厳しいものとなっています｡2001年平均では､過去最高の5.0%と

なりました｡男女別には､男性が5.2%と過去最高を更新し､女性も過去最高の4.7%と

なりました｡

完全失業率 (季節調整値)は､景気が悪化するなかで､2001年7月に初めて5%台となっ

た後も上昇を続け､12月には過去最高の5.5%となりました｡2002年に入ってからは､

やや低下し､その後､横ばい傾向で推移し､5月から8月まで4カ月連続して5.4%と

なっています (図表ト4-1)｡最近の完全失業率は､98年から女性よりも男性の方が高く

なっており､2002年 1- 8月平均で､男性5.5%､女性 5.1%となっています｡これは､企
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

業の労働需要が常用の一般労働者からパー トタイム労働者等に変化しているなかで､

厳しい雇用調整が行なわれたことを示すものです｡

非自発的離職失業者が大幅に増加

完全失業者数は､2001年平均で340万人､前年差20万人増とこれも過去最高を更新し

ました｡求職理由別にみると､自発的離職失業者が大幅に増加し､118万人となり､非

自発的離職失業者も､10- 12月期には大幅な増加となり､106万人となりました｡また､

学卒未就職者が 17万人､その他 (新たに職探しをはじめた者)が 85万人となっています｡

2001年 11月以降､非自発的離職失業者が自発的離職失業者を上回りました｡

2002年の動きをみると､自発的離職失業者は減少傾向に転じる一方で､非自発的離職

失業者は引き続き大幅に増加しています (図表Ⅰ-4-2)｡このような動きは､2001年後半

から､景気の悪化を反映した雇用削減と倒産等の影響により､非自発的離職失業者が大

幅に増加したものといえます｡

若年層､男性60歳台前半層で10%を超える失業率

年齢別に完全失業率をみると､2001年平均では男女 15- 29歳層､男性 60- 64歳層

で高く､男女 15- 19歳層､男性 60- 64歳層では10%を上回っています (図表Ⅰ-4-3)0

このような若年層の高失業は､最近の厳しい新規学卒者の動向にみられるように､労働

需要の不足が主たる原田と考えられますが､就業意識の変化なども背景として考えら

れます｡また､高齢者の高失業は､高齢化が進むなかで､就業意欲があっても､企業に

おいて一定年齢以上の高齢者-の需要が不足していることが背景として考えられます｡

このように､年齢別の失業構造自体はそれほど変わっていませんが､若年層や高年齢

層で失業率が大きく上昇してきたことに加え､非自発的離職失業者が男性の45- 54歳

層でも増加し､リストラの影響が中年層にも及んできており､30- 59歳層も含め全体

として悪化していることは注意すべきです｡2002年に入ってからは､男性若年層､男女

中年層で､引き続き上昇傾向にあります｡

若年の失業については､入職時点での就職環境がその後の離職率にも影響している

と指摘されています｡すなわち､就職した時点で景気が悪 く不本意な就職となった場合

には､数年後の景気回復時に離職して新たな就職先を探すということですが､バブル崩

壊以降の景気循環をみると､景気回復といっても､それほどの回復は見込めず､離職し

~52 ;
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図表 Ⅰ-4-1完全失業率と求人倍率の推移(季節調整値)

完全失業率

有効求人倍率

㊥{6,
㊥㊨Jt6･

車重/6,
09令令∧
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資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣､厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣｡

図表 Ⅰ-4-2求職理由別完全失業者数

㊥ ♂ ♂ ♂ (午)

(単位:万人)

午.期.月 総 数 非 自発 自発的 学 卒未就職 前年差 その他前年差 的離職 前年差 離 職 前年差 前年差

1998年 279 49 85 31 101 6 15 3 68 9

1999年. 317 38 102 17 109 8 17 2 77 9

2000年 320 3 102 0 109 0 18 1 80 3

2001年 340 20 106 4 118 9 17 -1 85 5

2001Ⅲ 341 29 104 5 120 14 17 1 87 5

2001Ⅳ 346 39 121 25 112 10 13 -2 87 5

2002Ⅰ 360 34 149 51 112 - 2 19 1 75 -9

2002Ⅱ 372 27 156 54 114 -ll 24 4 74 -8

7月 352 22 142 43 119 5 18 0 69 -17

8月 361 25 146 43 129 9 17 0 65 -15

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣｡

た後に再就職できずにそのまま失業者として滞留する､あるいは転職を繰 り返すなど

の影響が心配されます｡このように構造的に転職を繰 り返すと､継続就業を通じて職業

能力 ･熟練というものが形成されず､本人ばかりか､長期的にも社会全体にとって大き

な損失につながります｡労働面では､失業の長期化と将来の失業の増加につながって

しまいます｡
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失業者の3割が長期失業者

最近の失業の特徴として､失業の長期化が大きくクロ-ズアップされています｡総

務省統計局 ｢労働力調査詳細調査｣(2002年4-6月平均)により､失業期間1年以上の長期

失業者をみると､108万人となっており､失業者に占める割合も30.7%と大きく高まっ

ています (図表Ⅰ-4-4)｡長期失業者数はこの10年間で4倍にも増加しています｡長期失

業者の割合は､年齢別には､34歳以下の若年層､55歳以上の高年層で高 くなっており､

産業別には､建設業､製造業で高 くなっています｡

厚生労働省 ｢平成 14年版労働経済白書｣では､産業､職業別に長期失業率を試算して

おり､産業別には､転職入職率の低い製造業で高く､転職入職率の高い建設業､サービ

ス業では低 くなっています｡職業別には､専門的 ･技術的職業で低 くなっています｡し

たがって､製造業の生産工程で働 く労働者などは､いったん離職すると失業状態が長期

化しやすいといえます｡

失業期間が長期化している背景としては､主として景気の停滞により､高齢者の長期

失業が増加していることがあります｡とくに､企業側の求人に実態として年齢制限があ

ることもいっそう拍車をかけているといえるでしょう｡失業の長期化は､就労意欲の

低下や職業能力の低下を招き､失業期間の長期化自体が長期化の要因になっている可

能性もあります｡

長期失業者の就職活動等についてみると､公共職業安定所や就職情報誌を活用した

就職活動を行なう者の割合が低下しています｡自分と希望の合 う職業を見つけること

は大変ですが､就職する意欲をなくしている結果とみれば心配ですし､心理的な影響も

少なからずあると思われます｡失業の早期の段階でマッチングしていくこと､個別事

情に応じたカウンセリングを充実させることが重要です｡

需要不足失業率は大きく上昇､構造的暮摩擦的失業率は長期的に上昇

失業率の伝統的な分析手法に､構造的 ･摩擦的失業率､需要不足失業率の推計があり

ます｡この分析については､経済の変動自体が構造的な失業の部分にも影響を与えうる

こと､推計時期の問題等から､推計値にはある程度幅をもって理解する必要があるで

しょう｡最近､この点に関し､どのような把握のあり方が望ましいのかという議論もあ

ります｡
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15-1920-2425-2930-3435-3940-4445-4950-5455-5960-64 65-

女 性

15-1920-2425-2930-3435-3940-4445-4950-5455-5960-64 65-

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣｡

図表 Ⅰ-4-4失業期間別完全失業者の割合

(歳)

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

2002年1-3月

2002年4-6月

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

83か月未満13-6か月未満E36か月～1年未満E)1年以上

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査詳細調査｣(2002年)｡
(注)2001年2月以前のデータは､総務省統計局 ｢労働力調査特別調査｣(各年2月)0
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こうした限界も理解した うえで､｢平成 14年版労働経済白書｣の試算により､その推

移をみてみると､構造的･摩擦的失業率は､バブル崩壊以降大きく上昇傾向にあります｡

また､需要不足失業率は､2001年には景気の悪化のなかで大幅に上昇しています｡この

試算では､4%程度が構造的 ･摩擦的失業､残 りの1%超が需要不足失業ということにな

ります｡しかしながら､景気の低迷による失業の長期化自体が失業率を押し上げること

もありますので､需要不足に起因する失業の存在を過小に評価すべきではなく､かなり

大きいと考えるべきでしょう｡最近の研究では､構造的･摩擦的失業率は､2%半ばから

3%半ばという推計もあります｡

ところで､構造的な失業率上昇の背景としては､年齢､産業､職業等のミスマッチの

拡大や非正規労働者の割合の上昇､若年層を中心とする就業意識の変化等が考えられ

ます｡年齢間のミスマッチはいうまでもなく高水準ですし､サービス業や専門的技術

的職業では求人が多 くても充足率は低 くなっています｡低成長や失業の長期化もミス

マッチ要因の一つといえるでしょう｡

実際､日本労働研究機構 ｢失業構造の実態調査｣(1999年)等でみると､企業､求職者と

も､年齢や賃金等労働条件､職業能力･技術 ･経験､仕事内容､やる気･人柄といった面

でミスマッチがあります｡

こうした ミスマッチはどの部分で生じているのかについて､｢平成 14年版労働経済白

書｣では､公共職業安定所のデータである､就職率･充足率の分析､年齢･職業間のミス

マッチ指標を計算し､バブル崩壊以降､とくに公共職業安定所におけるミスマッチが拡

大しているとはいえないとの分析をしています｡

それでは､公共職業安定所を利用しない層で ミスマッチが拡大しているということ

になります｡実際､自発的に離職した者や新たに非労働力から求職した者等は､公共職

業安定所を利用する割合が小さいこと､これまでに若年失業者や 1年を超える長期失業

者が増加してきたことを述べましたが､これらの層は仮に失業給付を受け取っていた

としてもすでに終了していること等も考えられることから､公共職業安定所の利用が

減って､このような層も含めミスマッチが拡大しているのではないでしょうか｡

なお､総務省統計局 ｢就業希望状況調査｣(2002年4･5月平均)によると､前職のあった

完全失業者244万人のうち､｢受給資格を満たしていないその他｣の失業保険を受給して

いない者が､若年層､パー トタイム労働者やアルバイトを中心に90万人も存在してい

ます｡

ド
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図表 Ⅰ-4-5事業所の新設(新規企業､事業拡大)､既存､
廃止別従業者の増減寄与度(年平均伸び率)

1969-72 72-75 75-58 78-81 81-86 86-91 9卜96 96-99 99-2001 (午)

屯 田新設事業所寄与(雇用創出率)広空冨ヨ新設事業所(新規企業寄与)

広E3EI新設事業所(事業拡大寄与) ㌔匹 =ヨ既存事業所寄与

資料出所 :総務省統計局 ｢事業所･企業統計調査｣より推計｡

(注)

1)試算方法は､厚生労働省 ｢平成10年版労働白書｣を参考とした｡

2)新設事業所の寄与は､1981年以降については､新規企業と事業拡大に分けている｡

新規企業とは､新設事業所のうち､単独事業所及び本所･本社･本店事業所｡

事業拡大とは､新設事業所のうち､支所･支社･支店事業所｡
3)1996年までの新規企業寄与､事業拡大寄与は､｢平成11年版労働白書｣の結果を用いた｡
4)増減率には､改廃時期不詳の事業所を含む｡

雇用者数は大幅に減少

雇用者数の動きをみると､2001年平均で5,369万人､前年差13万人増と､2年連続して

増加となりましたが､景気悪化を反映して､2001年後半以降大幅な減少となりました｡

そのなかで､とくに常用雇用については､4年連続で減少しています｡2002年に入って

も､雇用者数は大幅な減少を続けていますが､7月以降､減少幅はやや縮小しています｡

男女別には､男性で､2001年 10- 12月期以降､大幅な減少となっています｡女性は

2001年平均では28万人増となりましたが､2002年入ってからは減少傾向となっていま

すO

産業別にみると､サービス業では堅調に増加が続いているなかで､建設業､製造業は

大きく減少しています｡2001年 10- 12月期以降､運輸･通信業､卸売･小売業､飲食店

でも減少傾向になっています｡また企業規模別には､500人以上の大企業で大幅に減少

｢ 1
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しており､2002年4-6月期以降は､500人未満の企業でも増加幅は縮小してきています｡

このように､雇用者数は､2002年に入って減少傾向の度合をやや強めており､この面

でも企業の雇用削減の動きが広がっていると考えられます｡

新規企業による雇用創出寄与は減少

雇用創出について､新設事業所､既存事業所､廃止事業所に分けて､企業の従業員の

増減をみると､2001年の総務省統計局 ｢事業所･企業統計調査｣では､新設事業所の寄与

は､99年より小さくなっています｡ただ､既存事業所の雇用が増加に転じたため､全体

としては雇用が増加しました｡このように､新設事業所による雇用創出は､90年代以降､

やや小さくなっており､全体としての雇用の増減には､既存事業所の雇用の増減の影響

が大きくなっています (図表ト4-5)｡しかも､製造業の開業率は低迷しています｡

したがって､引き続き､新規企業の成長を促進する政策努力とともに､既存企業の雇

用をなるべ く失業を経ないかたちで別の既存企業に円滑に移動させていくことが重要

です｡

(2) 失業増加の背景とその影響

高水準にある雇用過剰感と厳しい雇用調整

これまでみてきたような失業の増加､雇用の減少の背景には､景気の低迷により雇用

過剰感が高まるなかで､雇用調整が厳しさを増したことが大きく影響しています｡

日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣の企業の雇用過剰感は､2001年に急速に高ま

りました (図表ト4-6)｡企業規模別には､大企業の雇用過剰感が高い水準となっていま

す｡また､厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣の雇用調整実施事業所割合も上昇しました

(図表ト4-7)｡なお､2002年に入ってから､景気の一時的な持ち直しの動きを反映して､

いずれの割合もやや低下しています｡9月以降の株価急落の影響は､今後､注視してい

かなければなりません｡

雇用調整の方法をみると､残業規制､配置転換等の割合が高くなっていますが､希望

退職の募集や解雇の実施割合は､水準自体は低いですがやや高くなってきています (図

表ト4-8).これは､景気が悪化するなかで､ゼネコン､電機メーカー､流通業を中心に

リストラが実施されるなど厳しい雇用調整が多くなったことを示しています｡2002年

‥58 …
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(%ポイント)

-10

-20

-30

-40

-50

-60

図表 Ⅰ-4-6雇用人員判断DIの推移(全国企業)

壷哀蔀

～WWW-.製造業

ぜ ダ ♂ ぜ ♂ ぜ ぜ せ ず ぜ ぜ す ず ず ♂ ♂ ぜ ♂ ♂ ず ♂ ♂ ♂ (午)

資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣｡

(注)雇用人員判断D.Ⅰ.-｢過剰｣とする企業割合-｢不足｣とする企業割合

図表 Ⅰ-4-7雇用調整実施事業所割合の推移

産業計

ぜ す ず ぜ ♂ ♂ ぜ せ ず ぜ ず ダ♂ ず ♂ ♂ ♂ 耳 ず ぜ ♂ ♂ ♂ 年̀'

資料出所 :厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣｡
(注)2002年7-9月期は実績見込み｡
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に入ると､やや改善の傾向がみられますが､株価急落に対応するためのデフレ対策に実

効が伴わなければ､年後半以降の景気の腰折れ状況如何によっては､さらに悪化の方向

になることが懸念されます｡

厚生労働省 ｢産業労働事情調査｣でみても､不況の長期化や雇用過剰感の高まりから､

1,000人以上の大企業を中心に､希望退職の募集･解雇という直接的な人員削減を行なっ

た企業割合は高まっています｡また､企業の採用方針は､正規労働者の採用を縮小する

方向にあり､パート･派遣労働者等非正規労働者の採用は拡大する方向にあります｡

それでは､経済全体でみて､雇用調整に対する態度が変化してきているのでしょうか｡

｢平成 14年版労働経済白書｣では､生産の変化率に対する雇用の変化率等雇用調整速度

を計測していますが､大きな変化はみられていないと分析しています｡すなわち､生産

変動に対して企業の雇用調整が敏感になったというよりも､生産の変動そのものが大

きかったことが影響しているとしています｡すなわち､経済成長の落ち込みが著しいこ

とが直接影響しているのです｡ただ､企業における雇用調整に対する態度の変化につい

ては､十分注視していく必要があるでしょう｡

人員削減により士気の低下と労働時間の増加

こうした人員削減の影響について､日本労働研究機構 ｢事業の再構築と雇用に関する

調査｣(2002年)によりみてみると､｢生産性の向上｣というプラス面もありますが､｢従業

員の士気の低下｣が過半数､｢従業員の労働時間の増加｣が4割､｢優秀な人材の流出｣が

3割を超えており､全体としてマイナス面をあげる企業が多くなっています (図表ト4-

9)｡したがって､従業員の士気に影響が出るよう安易なリストラ･人員の削減は避ける

ことが望まれますし､何が効果的な企業戦略なのかについて労働組合との十分な話し

合いが重要となるでしょう｡

仕事や失業に対する不安の高まり

このような厳しい雇用 ･失業情勢のなかで人員削減 ･失業がますます身近なものとな

り､雇用不安も高いものになっています｡(財)連合総合生活開発研究所 ｢勤労者の仕事

と暮らしについてのアンケート調査｣(2002年4月)によると､最近 1年間に人員削減､事

業部門縮小､採用抑制､残業規制､配置転換､賃金カットなどの不況 ･雇用対策が勤め

先で実施されたかについては､過半数を超えており､1年前と比べてわずかながら上昇

60 I:
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図表 Ⅰ-4-8雇用調整の方法(事業所割合)

I - -

〆 令㊥ 攣 令㊥ づ耳 も㊥餅も㊥く炉 も㊥ 餅 も
一一●- 希望退職の募集.解雇

♯ 臨時.季節.パートタイム労働者の再契約停止.解雇

寸 -残業規制

資料出所 :厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣｡

図表 Ⅰ-4-9人員削減の影響
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資料出所 :日本労働研究機構 ｢事業再構築と雇用に関する調査(企業調査)｣(2002年)0
(注)人員削減の実施状況として､ ｢実施した｣､ ｢実施中｣､ ｢今後実施｣ のいずれかを回

答した企業を100%とした構成比である｡
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しています｡そのなかで､残業規制と賃金カットが 1年前と比べ増加しました｡自分自

身または家族､親類､知人､友人で失業を経験した人がいると答えた者も4割弱でやや

増加しています｡また､勤め先での仕事の不安や労働条件低下への不安を感じる者は､

1年前に比べやや減少したものの､6割を超えています｡失業に対する不安も5人に1人

が感じています｡

こうした不安感の増大に対応するためにも､企業の内外において､勤労者の心のケア

の重要性が増しています｡

失業は消費の減少や技能の低下をもたらす

失業は最大の経済的 ･社会的なコストです｡失業とは､労働力が十分に活用されてい

ないとい うことであり､経済の生産 (成長)を低 くし､経済的損失が生じるものです｡マ

クロ需要面では､直接的に所得の減少､消費の減少をもたらします｡雇用不安を通じて

消費態度にも抑制的にはたらき消費の減少をもたらします｡国民経済のなかで投資よ

りも消費の役割は大きくなっていますので､この意味でも失業がもたらす経済的ロス

は非常に大きなものです｡さらに､税収や社会保険料収入の減少と失業給付の増大もあ

ります｡

また､失業や転職は､継続就業のなかで培われる職業能力や技能の形成を中断するも

のであり､その期間が長ければ長いはど再就職後も多くの場合､以前と同様に仕事をす

ることはむずかしく､損失が発生します｡とくに､中高年齢層に対しては､就職意欲自

体をなくしてしまうなど､心の問題-の影響も少なからずあります｡

賃金の増加する転職者は全体の3分の1

｢平成 14年版労働経済白書｣では､離職期間が短 く､賃金が増加した場合を転職の成

功と仮定して分析しています｡これによると､賃金の増加は転職者の3分の1に過ぎま

せん｡専門的な職業知識 ･技能 ･能力を持っている者はその能力を生かせる前職と同じ

ような仕事を選択することにより､転職は成功しやすいのですが､中高年者の転職は総

じて成功しにくいという結果が得られています｡

｢労働力調査詳細調査｣(2002年 4- 6月平均)でみても､転職者で収入が増えた者は､

29.9%となっており､年齢が高くなるほど収入減の割合が高くなっています｡
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労働力率は引き続き低下

労働力の供給面である労働力率の動きについては､2001年平均で62.0%Oと0.4ポイン

ト低下しました｡男女別には､男性の低下幅の方が大きくなりました｡これまで一般的

には､景気後退期に女性を中心に就業意欲の減退効果が上回ることから､労働力率が低

下する傾向にあり､労働市場から退出することで失業者を顕在化させず､全体として失

業率の上昇を緩和する効果があるといえます｡しかし､近年､女性の就業意欲が基調と

して高まっており､労働力率の低下幅も縮小している一方､男性の24歳以下の若年層

を中心に低下幅が大きくなっています｡これは若年の高失業が就業意欲に影響を与えて

いるものと考えられ､望ましい方向とはいえません｡

(3) 非自発的離職求職者が増加し求人倍率は低水準で推移

非自発的離職求職者等新規求職者が大幅に増加 一

厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣で､公共職業安定所の求人､求職の状況をみると､

2001年平均では､新規求人が 1.5%増､新規求職が5.0%増となりました (図表Ⅰ-4-10)0

新規求職者については､2001年 10- 12月期以降､非自発的離職求職者､離職者以外

の求職者 (専業主婦､就業時間が短い等により被保険者に該当しない者､在職者等)とも引き続

き大幅に増加しています (図表ト4-ll)｡非自発的離職求職者の増加は､景気悪化に伴

う企業のリストラ･雇用削減が活発化したことを示しています｡

新規求人は減少傾向から増加の動きも

新規求人は､2001年平均ではやや増加しましたが､2001年を通じて減少傾向で推移し

ました｡産業別にみると､電気機器等製造業で大幅に減少し､建設業でも減少しました｡

一方､サービス業では景気後退のなかでも増加しています｡

2002年に入ってからは､2001年 10- 12月期以降やや減少したサービス業で4- 6月

期に増加に転じたこと､製造業で7月から増加に転じたことから､全体として対前年比

減少幅は縮小し､7月からは増加に転じてきています｡

新規求人は､景気動向に敏感に反応しやすい指標ですので､2002年前半の一時的な景

気の持ち直しを受けて､増加に転じるなどの動きがありますが､9月以降の株価の動向

等景気の先行きには不安感が増大し､求人需要は下方に修正されることが懸念され､今
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図表 Ⅰ-4-10新規求人･求職の推移(季節調整値)
(人)
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∴ --.新規求職

㊥㊥ 夢 や ㊥ ㊥ ㊥ 令 車 中㊥ 車 重 や ㊥ ㊥ 車 卦 ㊥㊥♂♂♂ (午)

資料出所 :厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣｡

図表 Ⅰ-4-日 新規求職者の動向(対前年比)
(単位:%)

午.期.月 新規求職者計 自発的離職 非自発的離職 離職者以外

2000年 ▲0.2 2.6 ▲6.4 1.8

2001年 5.0 5.1 10.1 4.3

2001年Ⅲ 5.0 0.7 10.3 4.6

_Ⅳ 14.8 4.3 33.7 16.1

2002年 Ⅰ 13.1 ▲5.7 16.9 18.5

Ⅱ 13.0 ▲4.2 21.6 16.7

7月 18.8 9.8 17.1 22.2

資料出所 :厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣､｢雇用保険事業統計｣｡

後の動きには注意が必要です｡

求人倍率は低水準で推移

こうした求人 ･求職の動向を反映して､求人倍率は､2001年を通じて低下を続けまし

た｡2002年に入ってからは､1-2月を底にやや上昇し､その後､横ばい傾向となってい

ますが､依然として低水準で推移しています｡8月の新規求人倍率は0･98倍､有効求人
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倍率は0.54倍となっています (前出図表Ⅰ-4-1)0

高卒の求人は大変厳しくしわ寄せ

以上のような大変厳しい雇用 ･失業情勢を受けて､採用の入口である新規学卒の求人

は､依然として厳しい状況が続いており､最近の特徴としては､大卒に比べ､高卒でよ

り厳しい傾向となっています｡

2002年 3月卒では､高卒で､就職率､求人倍率とも過去最低を更新しました｡卒業者

に占める無業者の割合も依然高い水準になっています｡来春の2003年 3月卒でも､7月

末現在の厚生労働省職業安定局調べでは､求人倍率は0.50倍と前年を0.11ポイントも大

きく下回っています｡昨年にも増して最悪の採用活動のスタートとなりました｡

調査時期が早いものの､リクルートリサーチ調べの大卒の求人倍率は､2003年 3月卒

1.30倍と前年を0.09ポイント下回っています｡

高卒の求人が厳しい背景には､景気の低迷が続 くなかで､中長期的にも産業構造の高

度化等に対応して､技能の程度が低い労働力への需要が大きく冷え込み､企業環境の変

化への対応力や基礎的能力が優れる高学歴者へ採用がシフトしてきていることか考え

られます｡

(4) 望まれる雇用創出･セーフティネット対策

厳しい雇用･失業情勢に対して､政府の産業構造改革･雇用対策本部は2001年 9月20

日､｢雇用の受け皿整備｣､｢雇用のミスマッチ解消｣､｢セーフティネットの整備｣を課

題とした総合雇用対策を決定しました｡これらは補正予算により実施されるとともに､

｢雇用対策臨時特例法｣により必要な措置が講じられてきました｡しかし､残念ながら失

業の増加を実際に食い止めるものとはなりませんでした｡

また､2002年 7月 18日､雇用政策研究会 (厚生労働省職業安定局長か参集した学識経験者

による研究会)は､完全失業率が5%台になるなど､依然として厳しい状況のなかで､経

済の集中調整期間にあたる今後 2- 3年を見据えた雇用対策のあり方等について､報告

を取りまとめました｡9月以降の株価急落に対応した政府の総合デフレ対策に少しでも

盛 り込まれ､雇用対策が拡充される必要があります｡不良債権処理等をいたずらに急

ぐのではなく､雇用のセーフティネットの拡充が不可欠であり､マクロ需要対策も望ま
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れます｡ここでは､ワークシェアリングも含め､当面の雇用対策についていくつか整理

してみましょう｡

安心感の持てる適度な成長率の確保

まず､何よりも重要なことは､デフレを何としても食い止め､景気の着実な回復を図

り､適度な成長経路にわが国経済を戻すとともに､株価や地価に代表される先行き不透

明感 ･不安感を払拭し､企業の期待成長率が上向き､安心感を持てるようにすることが

必要です｡

前述のように需要不足失業率は高水準になってきており､失業率の低下には雇用の

ミスマッチ対策だけではなく､マクロ需要対策が不可欠なことを示しています｡雇用

の最大のセーフティネットは適度の経済成長により雇用の安定を図ることです｡雇用

のセーフティネットを含むデフレ･需要拡大対策が必要であり､不安感を増すような対

策は国民の求めるところではありません｡また､これまでも述べたように､失業の経済

的 ･社会的コスト､従業員の士気の低下等安易なリストラによる企業経営へのマイナス

面を考慮する必要があります｡企業も期待成長が上向かなければ､本格的に雇用なか

でも常用雇用を増やそうとはしません｡いかなる理由であれ失業は､すでにみたように

景気の長期低迷､不透明感の拡大等の下で､長期化 ･滞留化し､構造化してきていると

いえるのです｡

しかも､新規雇用創出にもいわば呼び水がい ります｡景気低迷下では､雇用創出と

いっても掛け声倒れに終わる可能性もあります｡景気拡大期の方が雇用創出は活発で

あり､不況 ･デフレ下の規制緩和だけでは限界があり困難です｡実際､現状では､雇用

者数が減少しており､既存企業のリス トう による雇用削減の方が新規企業の雇用創出

を上回っているといえます｡しかも､需要が引っ張るかたちの方が労働移動が円滑に進

み､労働力需給が引き締まっている方が雇用のミスマッチも縮小します｡

新規･既存企業､公共部門における雇用創出の促進も重要

新規企業による雇用創出や廃業による雇用喪失は､既存企業の雇用の増減よりもか

なり大きくなっていますので､中長期的には､新規開業による雇用創出を高めていくべ

きものと考えられます｡しかしながら､すでにみたように､90年代における新規企業に

よる雇用創出は80年代に比べやや下回っています｡
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したがって､真に雇用創出に効果の大きい規制改革や新規開業に必要な資金の継続

的な供給等により､挑戦する意欲の高い企業の雇用創出努力を支援するとともに､既存

企業の新規分野-の進出促進や既存企業の雇用をなるべ く失業を経ないかたちで別の

既存企業に円滑に移動させていくことも重要です｡開業率と経済成長率との関係をみ

ても景気拡大期に雇用が創出されており､雇用の創出のためには､マクロの需要拡大策

がぜひとも必要です｡

また､現在のような高失業という緊急時においては､民間部門だけでは､雇用創出は

不十分であり､社会福祉､環境等の公共的なサービス部門をはじめとして､地方自治体

等による雇用 ･就業の場の創出が不可欠でしょう｡このような機会を通じてより安定的

な雇用へつなげるための支援や､新分野等の企業進出に雇用面の援助策をセットする

など､地方自治体等の役割もますます高まっています｡

雇用のセーフティネットの整備･拡充

また､離職者のセーフティネットの整備 ･拡充という観点から､雇用保険制度につい

ても､長期失業の増加やパートタイム労働者の実態に応じて､その給付と負担のあり方

について､国民的コンセンサスを得つつ検討を進めることが重要です｡徹底した政策

評価により､失業給付以外の助成金制度を見直し､困窮する長期失業者や非自発的失業

者に対してどの程度の給付期間 ･水準とするのか､再就職の促進が図られるよう､納得

するメニューを国民に提示した うえで､パー トタイム労働者等-の適用の拡大等や負

担のあり方について､検討することが望まれます｡

さらに､現在のような高失業の下では､勤労者の視点に立って､採用から雇用終了に

至るまでの職業生活にかかわるルールを確立していくべきです｡とくに一､解雇に関する

条件の明確化等の法制面の整備や､企業再建､営業譲渡に関わる労働組合の関与､賃金

債権の保護の強化が必要です｡

長期失業者に対する就職支援と学校から職業への円滑な橋渡し

今後の雇用対策としては､当面､規制改革等による雇用創出も重要ですが､それと同

時に長期失業者や若年失業者への対応を強化するべきです｡すなわち､失業の発生原因

とそれを長期化させている要田を取 り除 くことが重要です｡

具体的な長期失業者への対応としては､求職者の就職困難度､就職意欲の度合に応じ
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た支援が重要です｡場合によっては個別のケースに応じた集中的な相談支援､カウン

セリングの充実が必要です｡

中高年齢者の場合には､効果的な職業訓練等による能力再開発のはか､採用時の年齢

制限を実態としてなくしていくことが求められます｡希望に応じて､場合によっては､

派遣労働という形態も活用していくことも考えられます｡なお､失業者家計について､

住宅ローンや教育費等の負担を軽減する措置の検討･拡充も求められます｡

若年者の場合には､若年時に十分な職業能力開発機会が得られないと､本人ばかりか

社会全体にとっても損失です｡したがって､職業能力の付与､紹介予定派遣 (派遣就業終

了後に派遣先に職業紹介することを予定してする労働者派遣)の活用を通じて､少しでも早期

に再就職を支援することが必要です｡また､高校の進路指導のなかで､職を得られない

ということが人生にとっていかに大きな影響があるのかということにかんがみ､働 く

ということに力点を置いて､職場見学会やインターンシップの拡大､先輩の職業経験を

伝えるような機会を大幅に増やすべきでしょう｡このような若年対策の拡充には､新た

な財源も含め大幅な投入が必要でしょう｡

雇用に関する情報の一体的･積極的な提供

さらに､できる限り情報面の不足を解消し､官民両サイドからの職業紹介 ･求人情報

提供機能を高めることが望まれます.この面では､インターネットを通じて官民の求人

情報を一覧検索できる ｢仕事情報ネット｣及びハローワークのインターネットサービス

の拡充と利用促進等をはじめ､官民合わせた就職支援機関についての情報を提供し､労

働市場全体における役割を高めていくことが求められます｡転職については､知人等

の人的ネットワークの重要性も指摘されるところですが､就職支援機関を利用する者

の割合を高めていくという目標も有効でしょう｡

また､労働者が自らの能力や適性を的確に把握できるように､キャリアコンサルタン

ト等による相談 ･評価機能を充実させることも重要であり､企業の人事労務管理のなか

でも職務経験や達成した仕事等を把握していくことが必要でしょう｡

さらに､転職の実態をみると､専門的な能力を有する場合は転職は成功するといえま

すが､賃金の増加は転職者の3分の1に過ぎず､中高年者は成功しにくいという結果が

得られていますので､自発的に転職する場合は､本人自身が離職する前に､転職先の情

報について事前に十分検討しておくことが必要ですし､そのためにも､官民の求人情報
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は内容の充実を図りつつ､インターネットを通じて提供されることが望ましいでしょ

う｡

継続的な人材育成が必要

人材育成-の投資は､経済基盤の発展になくてほならないものです｡人材育成を重

視する企業は､長期的に発展しています｡また､これまでみたように､必ずしも転職は

うまくいっていませんので､離職後のセーフティネットの整備よりも､なるべく失業を

出さないということがより必要なセーフティネットといえるでしょう｡この意味で､労

使が常に労働者個人の能力を高め､企業ないしグループや関係企業のなかで能力が発

揮できるようにすることが重要です｡

また､職業生活の節目節目の研修等のなかで､今後のキャリア形成と職業能力の現段

階での達成度等について､企業側の期待と本人の現状認識を話し合い､企業環境の変化

のなかでどのような能力が必要なのか､今後はどのようにスキルアップしていくのか､

その考え方を双方で確認しておくことが重要です｡こうした自己啓発や計画的な能力開

発に対する支援等はきわめて重要であり､その結果､外部でも通用する能力が身につけ

ば大変望ましいことです｡

ただ､現実には､失業者が大幅に増加しています｡長期失業に陥ることなく円滑に再

就職できるようにするためには､効果的に再就職につながる能力開発のメニューの開

発､委託訓練の拡充あるいは民間の職業能力開発機関や再就職支援機関を十分に活用

していくことが必要です｡

ワークシェアリングの具体化について早期検討が必要

ワークシェアリングについては､厳しい雇用情勢のなかで労使の取 り組み機運が革

まり､2002年3月､政労使の間で基本的な考え方 (5原則)が合意されました｡そのなかで

は多様就業型ワークシェアリングについて､短時間労働者等の働き方に見合った公正

な処遇のあり方及びその推進方策､緊急対応型ワークシェアリングに対する政府の財

政的支援等について､引き続き検討することになっています｡

前出の ｢勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート調査｣(2002年4月)によると､

ワークシェア1)ングに関心のある者が過半数を超えており､類型別には雇用維持型 (緊

急避難型)､雇用維持型 (中高年対策型)､雇用創出型 (時短により失業者に雇用機会を提供)
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については賛成とする者が6割となっています｡多様就業対応型 (正社員の勤務の仕方を

多様化)虹っいては賛成が8割を超えています｡

このように､ワークシェアリングは､勤労者の多くが望む制度であり､雇用の維持 ･

創出､多様な就業機会と働き方の提供等､その意義は大きく､労使が積極的に社会的な

合意形成に取 り組み､政府が支援していくことが不可欠です｡現在の高失業の下では､

当面､雇用の維持 ･創出につなげることが最も重要です｡既存の政府支援策を活用して

いくとともに､今後の政労使のさらなるコンセンサスづ くりと企業内におけるパー ト

タイム労働者等の公正 ･均衡処遇や労働時間と賃金とのバランスをどのように考えてい

くかなど､具体的な取 り組みに向けての検討が急がれます｡

その際､最も重要なことは､雇用形態の多様化が質の低下ではなく､労働者サイドか

らみて望ましいかたちで広がっていくことであり､働きに応じた公正な処遇のあり方

を労使で確立するとともに､今後は､ライフステージに応じて勤務形態等を柔軟に転換

できる制度も重要となるでしょう｡このことによって､わが国のライフ･ワーク･バラン

スを望ましい方向に変えていかなければなりません｡そのためにも､短時間 ･有期契約

労働者等の公正な働き方を促進しうるルールづくりが必要でしょう｡

就業率も政策ターゲットに

就業率の向上は､近年､国際的にも雇用戦略の目標として注目を浴びています｡就業

率を高めるということは､限られた労働資源を有効活用し就業促進を図ることであり､

経済の成長力を高めること､多くの人々が生産に貢献し社会全体を支えていくこと､そ

して成長の成果を共有することにつながるものです｡就業率をみると､2001年平均では

68.8%となり､1998年以降低下傾向で推移しています｡これは､男性の就業率がこの間2

ポイント程度低下していることが影響しています｡今後の政策ターゲットとして､就

業率をなるべ く落とさず､長期的に引き上げていくという視点も重要となるでしょう｡

(5) 減少した貸金と労働時問

名目賃金､実質賃金ともに減少

厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣の現金給与総額 (事業所規模5人以上)は､2001年には､

景気の後退を受け､前年比 1.1%減と減少に転じ､所定内給与が0.4%減､所定外給与が
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4.1%減､特別給与が2.9%減となりました｡実質賃金も0.4%減となりました｡2002年に

入っても現金給与総額は減少傾向をかなり強めています｡これは､所定外給与が 8月に

は増加に転じたものの､過去最低の春季賃上げ率 (厚生労働省の主要企業で1.66%)となっ

たことをはじめ､夏季賞与等の特別給与でも大きく減少しているためです｡

パートタイム労働者の構成比の高まりによる押し下げ効果があるにしても､｢勤労者

の仕事と暮らしについてのアンケート調査｣(2002年 4月)によると､賃金カットが増えて

おり､また､｢現在勤め先で起きている､または起こりうる状況の変化｣をみても､賃金

低下もありうる賃金制度の導入が4割を超え､しかも前年に比べ高まっています｡この

ようなことをあわせて考えると､前述の雇用調整に加えて､厳しい賃金調整がダブルで

なされたといえます｡厚生労働省 ｢賃金引上げ等の実態に関する調査｣によると､企業

業績の悪化から2001年において賃金の改定を行なわなかった企業割合も21.3%と過去

最高となりました｡

さらに､8月の地域別最低賃金の引き上げもほとんど行なわれず､国家公務員の人事

院勧告が勧告どおり実施されれば､中小企業をはじめ多くの勤労者の賃金面にも今後

さらに大きな影響が出てくるでしょう｡このことは､消費を引き下げ､経済全体をさら

に停滞させる懸念があります｡

減少に転じた総労働時間

総実労働時間 (事業所規模5人以上)は､2001年には､前年比 0.8%減と減少に転じまし

た｡これは､所定内労働時間が0.6%減､景気の後退を受け所定外労働時間3.6%減とい

ずれも減少したためです｡年間総実労働時間は1,836時間となっています｡2002年に

入ってからも､総実労働時間は引き続き減少傾向となっています｡ただ､7月以降､所

定外労働時間が増加に転じる動きがみられています｡

年間労働時間 1,800時間に向けて今後のさらなる時間短縮については､いわば恒常的

に存在する所定外労働時間の削減､有給休暇の取得促進などが課題となります｡とくに､

所定外労働時間の適正化に向けての監督指導を強化すべきでしょう｡

高まる労働の負荷

全体としては､労働時間の短縮も進んできていますが､企業のリストラが進展するな

かで､労働者の労働負荷は高まっています｡｢労働力調査｣でみると､週60時間以上従業
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

者の割合は､90年代後半以降上昇していますし､30歳代以下の労働者層の労働時間も増

加する傾向にあります｡また､前述したように､人員削減に伴 う影響をみても従業員の

労働時間の増大をあげる企業が多くなっています｡総務省統計局 ｢社会生活基本調査｣

(2001年)でも､男性で1日11時間以上の仕事をしている者の割合は96年に比べ高まって

います｡つまり､一方では失業者が増大し､他方では若年者を中心に職を得ている人は

長時間労働を強いられているという実態がみられるわけです｡

最近では､自殺者が増加する傾向がみられたり､基準の緩和によるところが大きいの

ですが､脳 ･心疾患の労災認定もかなり多 くなっており､勤労者の心身の健康問題も心

配されます｡こうしたしわ寄せを回避するためには､収益に貢献している仕事は何か

しっかり見きわめ､これまでの仕事の進め方自体を見直して､1日､年間あるいは一生

を通じて､時間を仕事のみならず家庭生活も含めた諸活動に有効に配分していくとい

う｢時間勘定｣(タイム･バジェット)という考え方を導入していく必要があるでしょう｡
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第5章 アメリカ経済は再び強い成長を示せるか

･第 5章 ア メ リカ 経 済 は 再 び 強 い 成 長 を 示 せ る か

アメリカ経済は､2001年 9月の同時多発テロの影響を脱し､2002年初にかけて回復を

示してきました｡このことから､心配された同時多発テロの悪影響は限定的なものにと

どまったものとみられます｡しかし､90年代の ｢バブル｣の後遺症からは抜け出してい

ないとの見方が根強 くあります｡さらに､次々と明らかにされた企業会計の不正が､

個々の企業の会計-の不信の問題にとどまらず､アメリカ経済の過去の実績全般に対

する不信､ひいては今後のアメリカ経済の先行きに対する懸念をももたらしています｡

このように､2002年初の回復をもって､必ずしも単純に2002年後半以降の見通しについ

て楽観視できない状況となっています｡ここでは､まず､同時多発テロの影響を確認し

つつ､2002年初に回復に至った過程をみてみます｡そのうえで､アメリカ経済の内包す

る脆弱性を検討してみます｡

(1) 一時的であった同時多発テロの影響

アメリカ経済は､2000年末から明確に変調を示しはじめ､2001年中は調整局面が続き

ました｡実質GDPを前期比年率でみると､90年代には4-5%の成長を続けていたもの

が､2001年 1-3月期から7-9月期までマイナス成長にまで落ち込みました (図表Ⅰ-

5-1)｡しかし､その後急速な立ち直りをみせ､2001年 10- 12月期には2.7%､2002年 1

- 3月期には5.0%､4- 6月期には1.1%の伸びにまで回復しました｡GDP成長率に対

する各需要項目の寄与度をみると､民間総資本形成の寄与度は､2000年 7- 9月期から

2001年中までマイナスの寄与度を続けた後､2002年に入ってからプラス寄与となってい

ます｡一方で､民間最終消費は､1990年代後半の2%程度の寄与度よりは低いものの､

2001年以降均してみると2%を若干下回る程度の寄与度を保っています｡このように､

2000年末からの調整局面においては､消費､投資需要ともに弱くなったものの､相対的

に投資需要の減少が大きな要因としてはたらいていたといえます｡

この間のGDPデフレーターを前年同期比でみると､2001年 4- 6月期にかけて2.6%

にまで高まった後､急速に上昇率が鈍化しており､2002年4-6月期には1.0%まで落ち
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

込んでいます (図表卜5-2)｡これはIT革命による生産性上昇でこのところ潜在成長率が

高まり､.需要不足が拡大していることが背景として考えられます｡今後需要が減退し

て需要不足がさらに拡大すれば､GDPデフレーターが下落に転ずるなどデフレに陥る

可能性さえあります｡

さて､2001年においては､こうした基調としての景気減速の動きとともに､9月 11日

の同時多発テロの発生が大きなショックを与えました｡同時多発テロの発生当初は､

その心理的な衝撃の大きさから､アメリカ経済に対しても非常に大きな悪影響を及ぼ

すのではないかと心配されました｡実際に､その影響はどの程度のものであったの､生

産の動きからその影響の大きさを探ってみます｡

まず､押さえておく点は､最初に述べたように､2001年 9月の同時多発テロ以前から

すでに景気は後退局面に入っていたことです｡鉱工業生産を前年同月比でみると､同

時テロの約 1年前からその伸び率を低下させてきており､2001年に入ってからは減少に

転じています (図表Ⅰ-5-3)｡こうした減少傾向は､9月の同時テロの後でも基本的に変化

していません｡たしかに8月には前年同月比で､▲4.5%の減少であったものが､9月に

は▲6.0%､10月には▲ 6.0%､11月には▲6.2%の減少とわずかに減少幅が広がりました

が､減少幅はこの間傾向的に拡大を続けていたため､このわずかな変化がすべて同時テ

ロの影響であったかどうかは判別することはむずかしいといえます｡その後､減少幅が

縮小し､2002年 6月に17カ月ぶりに前年同月比でプラスに転じました｡

この間の動きを品目別に前年同月比でより詳しくみてみます｡まず､企業設備の生産

は､2000年末から急速に伸び率を単調に低下させ､2001年 9月には▲ ll.2%の減少とな

りました｡ただし､9月にとりわけ大きく減少幅が拡大したわけではなく､それまでの

低下のテンポに変化はみられません｡むしろ､9月以降減少のテンポは緩 くなり､lュ月

以降は､減少幅が縮小に向かっています｡こうした動きは､情報処理及び関連機器の生

産でも同様です｡

次に､一般の消費財をみると､2000年半ばからほぼ単調に緩やかに伸び率が低下を続

け､2000年末からは減少に転じました｡しかし､9月以降は同時テロにもかかわらずむ

しろ減少幅は縮小に向かい､2002年に入ってからは増加に転じました｡さらに､自動車

の生産をみると､2000年半ばから減少に転じていましたが､2001年初頭を底に減少幅は

縮小に向かいました｡そして､同時テロ後の11月からは､むしろ大きな増加を示してい

ます｡11月以降の増加は､一つは循環的に増加に転じたという面を指摘できます｡しか

｢ 1
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図表 Ⅰ-5-1アメリカの実質GDP
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(注)アメリカ商務省資料｡

図表 Ⅰ-5-2アメリカのGDPデフレータ
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第 5章 アメリカ経済は再び強い成長を示せるか

し､それと同時に､同時テロに対応した連邦準備制度理事会による金利の引き下げ効果

や､ゼロ金利ローンによる販売促進も大きな効果を持ったのではないかと思われます｡

こうした動きを､前年同月比ではなく､2001年 9月を1とした指数でみると､同時テ

ロ以降､一般消費財ははば横ばいで推移しているなか､情報処理及び関連機器は減少幅

が縮小しており､自動車関連の生産は好調であることがわかります (図表Ⅰ-5-4)｡一方

で､足下でこそ若干減少幅が縮小していますが､企業設備の生産の減少は続いています｡

以上をまとめると､まず､同時多発テロは､景気後退がまさに進んでいる最中に発生

したもので､2001年第4四半期の低い生産が､景気循環の波によるものなのか､同時テ

ロの影響なのかは判別が困難であることを指摘できます｡ただし､前年同期比で9月に

大きな基調の断層がないことを考えると､基本的に通常の景気循環の動きが基調と

なっており､同時多発テロの影響は大きくなかったとみることもできます｡これは､企

業設備の生産が依然減少を続けていることからもうかがえます｡つまり､企業設備の生

産は､90年代の ｢バブル｣崩壊後の企業心理の萎縮により企業設備の生産が低下してい

るという､より大きな波に支配されているといえます｡

(2) 政策効果が大きい2002年初の景気回復

以上のように､同時多発テロの生産に対する直接的な影響はそれほど大きくなく､

2002年に入ってから景気は回復に向かいました｡こうした回復の背景にどのような要因

があったのでしょうか｡2001年以降の特徴は､設備投資の大幅な落ち込みを示している

一方で､消費が堅調に推移していることです｡また､企業設備投資が振るわないなか､

家計による住宅投資は依然活発です｡このように家計部門の需要が堅調である背景とし

て､大幅な金利の引き下げが大きな要田の一つであると考えられます0

そこで､金利の動向についてみてみると､2000年末からの景気後退を受けて､名目短

期金利は大幅に引き下げられ､2000年の6%超から2002年には1.7%程度と近年見られな

い非常に低い水準となりました (図表Ⅰ-5-5)｡これにともない実質短期金利も､2000年

の3%程度から0%～ 1%と非常に低い水準に低下しました｡さらに､これにともない名

目長期金利 (10年物国債流通利回り)は､2000年の6%程度から2002年には5%程度とやや

低下しました.また､住宅金融の金利であるモーゲージ･レートは､超長期の固定金刺

であるため低下幅は若干小さいですが､2000年の8%強から2002年 8月には6.29%まで

｢ 1



第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

図表 Ⅰ-5-5アメリカの主要金利
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フェデラル.ファンド.レート 一 一 一 10年国債利回り

榊榊剛日脚榊州脚剛鵬モーゲージレート 実質金利 (フェデラル.ラアンド.レート)

(注)アメリカ連邦準備委員会､労働省資料｡実質金利は消費者物価上昇率で実質化｡

図表 Ⅰ-5-6アメリカの住宅投資と設備投資
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下がっています｡他方､足下のインフレ率をもとに実質化して実質長期金利 (10年物国

債流通利回り)をみると､2001年には2000年と同じ2%程度と90年代の4%程度より低い

水準で推移しました｡ただし､2002年においてはインフレ率が低下していることからむ

しろ上昇しており､4%程度となっています★6｡

このような金利の低下は､とくにローンによる購入が高い比重を占める住宅投資や

耐久消費財の消費の追い風となっていることが考えられます｡そこで､住宅投資の状況

をみると､2000年半ば以降企業の設備投資が減少を続けるなかで､住宅投資は緩やかに

増加を続けていることがわかります (図表ト5-6)｡住宅投資の増加幅は､企業の設備投

資の減少幅を補 うほどではないですが､景気の下支えとして大きな役割を果たしてい

ることはいえます｡

また､実質個人消費をみると､2001年 10- 12月期､2002年 1- 3月期の耐久消費財

の伸びが際だって大きいことがわかります (図表Ⅰ-5-7)｡この耐久財のなかでもとくに

自動車及び同部品の高い伸びが目立ちます (図表Ⅰ-5-8)｡こうしたことから､消費が相

対的に堅調に推移し､2002年に入って景気回復に結びついていった要因の一つに､金利

の低下があるものと考えられます｡

ただし､実質長期金利の動向からみると､2001年には2000年来の金利低下の効果が

あったと考えられるものの､2002年に入って実質長期金利が上昇していることから､

2002年半ば以降には金融政策の効果が次第に限定的なものになってしまう可能性があ

ります｡また､この他ストック調整など金利の低下ではカバーしきれない別の要素も設

備投資の足かせの要因として想定できます｡

(3) 脆弱性を抱えるアメリカ経済

大きな変化を見せた企業部門

消費が堅調ななかで､設備投資が落ち込んだままです｡これはなぜなのでしょうか｡

企業の投資行動に変調が起きている可能性があります｡そこで､経済主体別の貯蓄投資

差額をみてみることにより､90年代以降の企業の行動がどう変化してきたのかみてみま

★6ただし､長期の実質金利を計算する場合には､足下ではなく将来のインフレ率の予測を用いるべきな
ので､人々が実際には高い将来のインフレ率を予想しているのであれば､実質長期金利はもっと低くなって
いる可能性もあります｡
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図表 Ⅰ-5-7アメリカの実質個人消費

三 幸 葺 等

(注)アメリカ商務省資料｡

図表 Ⅰ-5-8アメリカの実質個人消費(耐久財)

季
節
調
整
済
前
期
比

(
%

)

芭･･_'･.'･_'･'･_'･.'･_'･'･.'･.'･.'･'･_'･.'･.'･'･.'･.'･.'･'･.'･.'･.'･'･.'･.'･.'･'･.'･.'･.'･_'･.'･.''､;I_'･.''､''､;I_'7

･∴ ･∴ ･二 ･.:･.1:･/.･∴ ●･/.:･∴ :////･/:/::･.::/:'･:･:･..ゝ･÷･J･///////●●

(注)アメリカ商務省資料｡
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第5章 アメリカ経済は再び強い成長を示せるか

図表 Ⅰ-5-9アメリカの貯蓄投資差額

季
節

調
整済
年
率

(
1
0
億

ド
ル
)

s毎 ,bh轟 き媒 sb'tsb,qbj ぜ s"'等 ,bhs毎 ,bh媒 ～bQQ'～bQQ'Lh～bbJ～bQ+Lt～bQ"'

(注)アメリカ商務省資料｡

す (図表ト5-9)｡企業部門をみると､とくに90年代後半に大きく投資超過額が拡大を続

けたことがわかります.これは､90年代後半に非常に活発に行なわれたIT関連を中心と

する設備投資への強い意欲を反映しています｡一方､家計部門をみると､90年代は一貫

して貯蓄超過額が減少を続け､とくに90年代末には大きく減少し､通常は想定Lがた

い投資超過にすらなっていたことがわかります｡これは過剰ともいえる旺盛な消費意欲

に基づくものといえます｡このような企業と家計の両部門からの旺盛な資金需要は､政

府の財政収支黒字と､海外からの大量の資金流入によって賄われました｡

さて､こうした動きは2001年9月の同時多発テロ後､どのように変化したでしょうか｡

まず､企業部門は､投資超過幅が大幅に減少し､胡確に基調が変化したことがわかりま

す｡ただし､注意すべき点は､投資超過幅が縮小に向かったのは､2001年 9月の同時テ

ロより前の2001年4- 6月期からであったことです｡したかって､企業部門の投資超過

幅の縮小は､同時テロという一時的な現象によるものではないといえます｡一方､家計

部門は､大きな振幅をみせていることがわかります｡このため､基調が変化したのかど

うかはまだ判然としません｡また､景気後退に対応した積極的な財政政策を反映して､
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

図表 Ⅰ-5-10 アメリカへの海外からの資金純流入
0021

甘tv
0WU1

(
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-
億
ド
ル
)

館 耳 ぜ ぎ # 卵 ぜ ぎ ざ ぎ ざ ず ♂ sbs 僻 耳 ぜ ♂ qsbSsbSsbSSBもShtqshSshSSQf～bQ"t～bQ～b
(注)アメリカ商務省資料｡

図表 Ⅰ-5-11アメリカの株価(NYSE株価指数)
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株
価
指

数

㌔ ㌔ ♂ ㌔ ㌔ ♂ ㌔ ㌔ ♂ ♂ ㌔ ㌔ ㌔

(注)日銀｢金融経済統計月報｣､ニューヨーク証券取引所資料より｡
日経平均株価指数は､NYSE総合株価指数と時間軸が10年ずれている｡
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第5章 アメリカ経済は再び強い成長を示せるか

政府部門が2001年 7- 9月期以降赤字に転じていることがわかります｡一方､海外から

の資金流入は､すでに2001年に入ってから緩やかな減少を続けていましたが､減少幅

はわずかであり､また 2002年に入って再び増加に転じ､2002年 4- 6月期は4,950億 ド

ルと既往最高の資金流入を記録しています｡

もう少し詳 しく資金流入の状況を国際収支統計でみると､同時多発テロのあった

2001年7-9月期に大きく減少したものの､10- 12月期は大きく増加し､その後一進一

退の動きをしています (図表ト5-10)｡これは､世界のなかで資金の運用先としては依然

相対的にアメリカが有利であることを示していると考えられます｡

悲観的な見方に転じた企業部門

このように､とくに大きな行動の変化がみられるのが企業部門であることが､改めて

確認されました｡それでは､企業部門が急に設備投資を抑制するようになった理由は何

なのでしょうか｡まず､指摘できることは積み上がった設備投資に対する過剰感がある

ことです｡先にみたように､90年代後半に非常に積極的な設備投資が行なわれました｡

これが過剰感をもたらして企業の投資行動を抑制していることが考えられます｡しかし､

仮に将来も高い経済成長が続き､旺盛な消費意欲に基づ く需要の拡大が見込まれるな

らば､たとえ過去に積極的な設備投資を行なっていたとしても､それを過剰であるとは

考えないはずです｡したがって､問題は､多 くの企業が､過去想定したほどには今後高

い成長が見込めないというように､より将来に対し悲観的な見方に立つようになった

ことではないかと思われます｡このことは､90年代の株価の急上昇がストップし､2002

年に入って下落に転じていることからもうかがえます (図表ト5-ll)｡とくにIT関連を

中心とするハイテク企業が多いNASDAQは2001年以降大幅な下落を示しています (図

表 Ⅰ-5-12)0

このように悲観的な見方に転じているのは､おそらく消費者においても起きている

ものと思われます｡その理由の一つとして､まず､投資に比較すれば相対的消費は堅調

ですが､90年代と比べれば､かなり伸びが低下している点を指摘できます｡このことは､

各種の消費者態度 (信頼感)指数か､2000年のピークからやや低下した水準で推移してい

ることからもわかります (図表ト5-13)｡さらに､先にみたように最近の消費のかなりの

部分が金利引き下げという政策効果によるもので､実質金利の上昇が示唆するように､

その効果も出尽 くしてきていると考えられるからです｡
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第 5章 アメリカ経済は再び強い成長を示せるか

図表 Ⅰ-5-14アメリカの住宅価格

指
数

(19
9

5年

=
1
0
0

)

sQt等PSSOssOsmtPsNIPSSOssOssOssOsblesbtQsbSsbtP9.%9hSsbSsSOsASsAtQ～S&苺 QtP～bbSO～S&S～bQ～tP

(注)アメリカ住宅 ･都市開発省 ｢住宅価格指数｣｡

他方､住宅価格は上昇を続けており､いわばバブルの状況にあります｡アメリカの住

宅価格は､北東部やカルフォルニアを中心に上昇しており､直近 (全国べ-ス)は95年と

比べると50%弱も高騰しています (図表Ⅰ-5-14)｡この間の名 目GDP上昇率の40%と比

べると､約 10%程度住宅価格の上昇率が高 くなっています｡消費者マインドの低下が

このように膨らんだ住宅バブルの崩壊につながる可能性が否定できません｡住宅価格

バブルがいちたん崩壊すれば､これまでの保有株式の評価損と相まって､家計純資産が

大きく減少し､バランスシー ト調整を通じて消費を減らす逆資産効果が深刻化する危

険性があります｡

企業会計不信でいっそう揺らぐアメリカ経済への自信

人々のアメリカ経済の将来に対する悲観的な見方は､エソロンやワールドコムをは

じめとする企業会計への不信感の高まりによっていっそ う増幅される可能性がありま

す｡90年代のアメリカ経済の繁栄を象徴した大企業の決算が粉飾されたものであった

ことは､たんに会計制度の不備の問題にとどまらず､90年代のアメリカ経済の繁栄自体

が見せかけのものであったのではないかという疑念を人々に想起させたためです｡この

疑念は､株価の上昇を根幹とするアメリカ資本主義のあり方､ひいては将来のアメリカ

経済の行 く末に対する自信を揺るがせ､将来に対する悲観的な見方を強める可能性が
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

あります｡しかも､この問題が深刻なことは､問題の本質が ｢信頼｣という､一度失わ

れるとその回復に非常に長い時間を要する点です｡つまり､企業会計不信の問題が､長

くアメリカ経済への信頼を低下させ､長期的にアメリカ経済の足を引っ張 り続ける可

能性を持っており､深刻な影響を及ぼす可能性があります｡

(4) 世界で同時化する景気変動

2000年以降の世界経済の特徴の一つは､2001年における景気後退と2002年の回復と

いうアメ1)カ経済と同じパターンがアジアでもヨーロッパでも同時に進行したことで

す｡これはいうまでもなく､世界最大の経済であるアメリカ経済の動向に世界各国の経

済が敏感に反応した結果であると考えられます｡さらに､2000年までは､世界経済が､

その成長の多 くを､アメリカの非常に強い需要に依存していたことを示しているとも

いえます｡このため､世界の景気循環が同時化する現象が現われました｡

この傾向は､アジアにおいてとくに顕著です｡これは､アジア経済が､アメリカ-の

輸出に大きく依存していることを反映しているといえます｡日本は､直接アメリカか

らも影響を受けると同時に､間接的にアジア-の輸出を通じた影響も受けています｡と

くに､IT関連の電気機械製品の部品類の生産は､アジア諸国の強い分野であり､そのこ

とが､ITバブルとその破裂を起因とするアメリカ経済の変動の影響がより増幅したかた

ちでアジア諸国に及んだと考えることができます｡
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第 6章 必 要 な 経 済 政 策

2002年に景気が底入れしたことで､2001年にみられた危機感は一瞬薄らいだ感があり

ます｡しかし､これまでみてきたように､この景気底入れは､アメリカ経済の回復を背

景とした純輸出にもっぱら依存したもので､90年代からの長期低迷という本質的な問題

は何ら解決されていません｡そして､頼みのアメリカ経済も､脆弱性を抱え､その先行

きは不透明です｡失業率は2002年 5月には5.4%まで上昇し､それ以降その高い水準で

推移しています｡依然としてデフレ状況下で不良債権が重圧となっています｡したがっ

て､一時的な景気底入れに安心することなく､現在日本経済の最大の問題であるデフレ

を克服するために財政及び金融政策双方によるデフレ対策を強力に実施していくこと

により､わが国経済を本格的な成長軌道に乗せるよう努めることが重要です｡

小泉政権では､構造改革を経済政策の柱に据えています｡中長期的観点から､経済の

効率性を高める構造改革が必要であることは誰もが否定できないことです｡しかし､そ

の構造改革の内容は､短期と中長期の構造改革が雑然としたままで､必ずしも現在喫緊

の課題であるデフレ克服による経済の長期低迷からの脱却に焦点を絞ったものではな

いように思われます｡あえていえば､そのなかで､経済の長期低迷からの脱却の観点か

らの改革としては､不良債権の早期処理と､財政再建のための国債発行 30兆円枠が該

当するかもしれません｡しかし､不良債権処理のための政策の内容に関しては､多くの

市場関係者はその内容や金融庁の姿勢を非常に批判的にみています｡そしてデフレを克

服することなしに不良債権問題が解決できるのかについても答えていません｡また､国

債発行30兆円枠は､財政再建にあまりにも比重を置きすぎた政策と言わざるを得ませ

ん｡景気回復は財政再建の必要条件といえます｡

それでは､どのようなマクロ経済政策 (財政･金融のポ1)シーミックス)が必要なので

しょうか｡まず金融政策に関しては､デフレからの脱却か最優先課題であり､そのため

の政策を最大限実施していくことが重要です｡先にみたように､金融政策の手段とし

ては､通常行なわれる金利操作は､名目短期金利はゼロ金利となっているため限界に達

しています.また､マネタ1)-ベースを通じた貨幣供給量の操作は当面効果が限られて

います｡しかし､国債買切オペの効果は時間がかかるとも考えられ､今後の効果に期待
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できます｡したがって､現在の政策をさらに量を拡大して継続し､バランスシ-トを通

じて資産価格に影響を与え､正味資産を改善し､投資や消費を増加させることが必要で

す｡いま一つ残された方法としては､インフレ目標の設定が主張されています｡これら

の方法にも､もちろん批判はあり､実施してみないと効果がわからない面があるのも事

実です｡しかし､各般の手段を総合的に試みることです｡とくに90年代からの長期低迷

から脱却のためには､残された金融政策の手段の一つとして､とくに消費者物価2%程

皮 (上下1%程度の幅)を､期間2- 3年で達成することを目標とした金融政策を試みてみ

ることが望ましいでしょう｡

現在日本銀行は､2001年3月から､｢消費者物価指数 (除く生鮮食品)の前年比上昇率が

安定的にゼロ%以上となるまで続ける｣という目標で ｢量的緩和｣･政策を行なっていま

す｡そして日銀当座預金という ｢量｣を主たる操作目標とする金融市場調整方式がとら

れています｡その目標数値を順次引き上げています (9月末現在 10- 15兆円程度の目標)0

これはインフレターゲットの変形といえます｡問題は､目標としての消費者物価変化

率のゼロ%と量的操作目標との関係が不明なことです｡もし､目標が達成されなければ､

量的操作 目標を順次引き上げていくのでしょうか｡いま一つの問題はいつまでに消費者

物価変化率のゼロ%目標を達成しようとしているのかが不明な点です｡したがって､上

述したような､明確なインフレタ-ゲット政策を導入した方が効果が大きいように思

われます｡金融システム安定化を目標としたものとはいえ､主要行の保有株式購入に

踏み切れるのであれば､デフレ克服のためにインフレタ-ゲット政策を明示的に導入

した方が有効でしょう｡

財政政策に関しては､先にみたように､日本経済は需要が少ないとい うデフレ･

ギャップの状態が続いていることから､積極的に実施していくことが重要です｡貯蓄

投資差額をみると､企業部門 (非金融法人企業+金融法人)は､バブル期には大幅な投資超

過でしたが､過剰債務の返済を背景に､バブルがほじけた後は一転し､とくに90年代

半ば以降は貯蓄超過に転じています (図表卜6-1)｡家計部門は､本質的に貯蓄超過です

から､常に貯蓄超過となっています｡したがって､90年代以降は､家計部門､企業部門

の両方で生じる貯蓄超過を､海外-投資するか､政府が公共投資で投資するか減税で政

府貯蓄を減らすようにしなければならなくなっています｡

海外-の投資は､経常収支黒字と表裏一体の関係があるため､アメリカをはじめとし

て世界経済が活況を呈していない状況下では､なかなか増やせません｡日本銀行が外
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第6章 必要な経済政策

図表 Ⅰ-6-1 日本の制度部門別貯蓄投資差額の対名目GDP比

ぜぎぎぜSsbぜ#ぎざぎざ耳ず♂sbsb耳ぜぜ～QqQ(暦年)

厨非金融法人企業 ･-回金融機関 [コ-般政府 ｢家計 □海外

(注)内閣府 ｢国民経済計算年報｣｡1990年までは68SNA､1991年以降は93SNA｡

図表 Ⅰ-6-2歳入歳出の対国民所得及びGDP比
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ざ ざ S" ざ ざ Sb sb ぎ ざ ぎ ざ ぎ ぎ ぜ g sb ぜ 耳 ぎ ざ ぎ ざ 耳 ず 耳 Sb sb 耳 ぜ ぜ ～bQQ ♂ ♂ (年度)

由 国税の対国民所得比 睡 国の公債発行額の対国民所得比

･･一- 地方税の対国民所得比 公的固定資本形成の対GDP比

(注)内閣府 ｢国民経済計算｣及び財務省資料｡税に関する項目の2001年度は実績見込み､2002年度は見通し｡
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第 Ⅰ部 自立的回復に至らない景気

国為替市場に介入し円安にする方法も指摘されていますが､同様の理由で限界があり

そうです｡したがって､この膨大な貯蓄超過は､政府部門が投資するか､貯蓄を縮小さ

せる以外に方法はないことになります｡

さもなければ､現在のように経済は名目成長率がマイナスという縮小均衡に向かう

確率が大です｡こうしたマクロ的な貯蓄投資差額を念頭に置くと､企業部門がその活動

を萎縮させている状況においては､政府が国債発行によって民間部門にだぶつ く貯蓄

を吸収し､公的な投資に回すか民間消費や住宅投資を刺激する減税を行なうことが重

要です｡現在においても､このような状態に変化がみられない以上､国債の発行による

積極的な財政政策による景気下支えの必要性はいささかも減じていません｡現在のよ

うな異常事態では､これは､量的緩和政策で長期国債を吸収していく政策とセットで行

なわざるを得ないでしょう｡そのためにも､インフレ目標が重要になってきます｡

さらにいえば､現在､公共投資の比率は言われるほど大きいわけではありません｡む

しろ､そのGDPに占める比率は90年代半ば以降一貫して低下しており､すでにバブル

期と同じ非常に低い水準になっています (図表ト6-2)｡問題の一つは､名目GDPが縮

小しているために税収の比率が落ち込んでいることです｡したがって､いたずらに公共

投資を減少させることは､決して好ましいことではありません｡ただし､もちろん､そ

の内容については､従来のようなたんなる選挙目当ての地方開発事業や産業発展のた

めのインフラ整備から､長期にわたる発展基盤を確立するための研究開発投資や､バリ

ア71)-化など高齢化社会に対応したソフトな投資にシフトさせると同時に､民間需

要を誘発し真に次世代笹役に立つもの-と不断に見直していくことが絶対に必要です.

加えて､その実施方法をより透明で効率的なものに常に見直していく必要があります｡

それこそが財政構造改革といえます｡

最後に､現在不良債権処理政策が大きな問題となっています｡現在破産状態にある

かあるいは再建不能と判断される企業を整理するのはやむをえないでしょう｡しかし､

流動性不足で問題となっている企業､とくに中小企業をどのように救済するかがポイ

ントです｡不良債権処理を促進する政策は､短期的にはデフレを悪化させることとな

ります｡前述したように､不良債権処理が景気を悪化させ､さらに不良債権を生み出す

ことをできるだけ防止しなければなりません｡デフレを克服できなければ､不良債権問

題も解決困難です｡不良債権処理は本来銀行が自主的に進めるべきものです｡したがっ

て､不良債権処理を金融制度全体のシステミックリスクの観点から政府の政策として
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第6章 必要な経済政策

促進するのであれば､以下のことが必要でしょう｡

(1)不良債権処理の促進がどのくらいの期間でデフレと停滞からの脱却及び日本経済

再生にどのように役立つのかを明示し､資本注入の基準と条件及び銀行の責任を明確

にすること｡

(2)不良債権処理の短期的影響を緩和するためのさらなるマクロ経済政策面からの補

整策を行なうこと｡

(3)その期間中に増大すると予想される失業者に対して失業給付期間の延長や再就職

支援など十分な雇用対策を行なうこと｡

なお､現在必要とされている雇用政策については､第4章で述べた通 りです｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

第 1章 中 国 の 経 済 発 展 と そ の 日 本 経 済 へ の 影 響

日本経済がバブル崩壊後､長期的な低迷からなかなか脱却できない一方で､中国経済

は1991年以降 10年以上にわたって実質 7%以上の高い経済成長を続け､｢世界の工場｣

として発展をみせはじめています｡その背景には､日本を含め欧米先進国､アジア

NIEsからの旺盛な直接投資も寄与しています｡こうした中国への生産拠点の移転の増

加は日本国内ではいわゆる産業の ｢空洞化｣の懸念を強め､また中国からの輸入が急増

するなかで近年では ｢中国脅威論｣も生じています｡そこでこの章では､中国経済の発

展についてその現状と問題点を把握するとともに､その日本経済や東アジア経済全体

に及ぼす影響を分析し､こうしたなかで今後の日本の経済 ･産業の進むべき方向につい

て考察してみます｡

(1) 中国経済の現状と問題点

中国の経済成長の特徴

1978年の改革開放以後1995年までの中国の1人あたり実質経済成長率は6.0%であり､

日本の2.70/Oはもとより､シンガポール5.7%､香港 4.9%､タイ5.9%､マレーシア4.4%

も上回T3ています★1. 95年以降もアジア経済通貨危機の98年についても7%台の経済成

長を維持するなど高い経済成長を続けています｡

1991年以降の中国経済のマクロ的な特徴をみると､①実質GDPの1991-2001年の年

平均成長率は9.9%に達しますが､97年以降の年平均成長率は7.6%であること､②93-

95年には前年比10-20%のインフレがみられましたが､98､99年と消費者物価指数がマ

イナスになるなど近年はデフレ的な様相になっていること､③家計消費の増加率はイ

ンフレの影響もあって90年代前半は前年比 20%上 (名目)となっていましたが､97年以

降は物価の安定とともに一桁の増加率となっていること､④固定資本形成も90年代前

半は名目では前年比で20-50%台の増加率に達していたものが､96- 99年は一桁の増

★ 1 AngusMaddison,一一ChineseEconomicPerformanceintheLongRun一一,ODCD(1998)による.
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表Ⅱ-1-1 産業別実質GDPの構成比

l■■ニー 第1次産業

..∠:声● 第2次産業

.∠7
.LT

∠フ
∠7･･D ･∠7●

.∠7
.a

∠7

■

.∠7

∠7●
一∠フ

∠7･･∠7∠7

∠7･∠7一

1978798081 8283848586878889 909192939495 969798 99

(注) 1)第1次産業 :農林水産業､第2次産業 :鉱工業､建設業､電気 ･ガス事業､

第3次産業 :商業､運輸通信業､金融 ･保険業､サービス業､その他｡

2)1990年価格による構成比｡

(資料) 国家統計局 (編) 『中国統計摘要2000』14-15､17-18ページ｡

(出所) 南亮進 ･牧野文夫編 『中国経済入門』日本評論社､2001年1月｡

加､2000- 2001年は 10- 12%台の増加となっていること､⑤貿易収支は93年に赤字

だったはかは､94年の人民元の切 り下げもあり､黒字が続いており､97､98年は400億

ドル台､99年以降は200億 ドル台の黒字であること､⑥中央 ･地方を合わせた財政収支

は赤字が続いていますが､98年以降赤字幅が大きくなっていること､⑦国有企業改革等

によるリストラによって失業者が増加傾向にあり､2002年の政府見通しでは失業者 600

万人超､都市部登録失業率 4.5%程度となっていること､などがあげられます｡

また､1991- 2001年の産業別GDPの実質成長率をみると､第1次産業は3.8%､第2次

産業 13.0%(うち工業13.3%､建築業10.2%)､第3次産業8.9%となっており､工業の成長が

大きくなっています｡ただし､98年以降は工業でも9.1%と90年代前半と比べると成長

率はやや低 くなっています｡

この結果､産業構造 (産業別実質GDPの構成比)の変化をみますと､1990年代以降､第 1

次産業の割合が低下を続ける一方､第2次産業の割合の上昇が続いています｡90年代前

半は第3次産業の比率も若干低下しています (図表Ⅱ-卜1)｡また､1人あた りGDPが同レ

ベルの国と比べて第 2次産業の割合が高 く､第 1次､第 3次産業の比率が低いのが特徴
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

となっています｡

経済成長の要因

こうした中国の経済成長の要因について､供給面からみると､コリンズとボースワー

スの研究★2によれば､中国の場合はクルーグマンの ｢幻のアジア経済｣論★3に反 し､

TFP(全要素生産性)の成長率 (計測期間 :1984- 94年)は4.6%と他の東アジア諸国に比べて

高 く､経済成長率に対する寄与率も58%に達しています｡この背景､とくに工業の生産

性成長要因としては､利潤が政府に吸い上げられることなく､企業内に留保されて再投

資され､新たな技術革新に結びついたこと､ボーナスの支払いが従業員の志気を高めた

ことなど､経済改革が確実に中国工業の生産性を向上させたことにあるといわれてい

ます｡また､新興の郷鋲企業､外資との合弁企業､私営企業といった伝統的企業に比べ

て生産効率の高い非国有企業のウェイトが高まったことも経済全体の生産性を高めま

した｡

さらに､近年の中国経済発展の重要な要田として､改革開放による国際貿易の伸長と

外資の導入があります｡改革開放による貿易の再開のあと､とくに80年代後半からの

沿岸地区経済発展戦略によって輸出入が急速に増加しました｡89年の天安門事件によ

る西側の経済制裁のため輸出入は一時大幅に減少しましたが､92年からの経済ブーム､

94年の人民元切下げによって､輸出は再び増加しました｡97年のアジア経済危機の影

響で輸出は一時低迷しましたが､99年にはアジア経済の回復と政府の輸出振興策で輸出

入は増加しています｡この結果､1980- 99年の年平均成長率は輸出25.8%､輸入24.8%

で名 目経済成長率 16.5%をかなり上回っています｡

中国経済の場合､1980-99年の20年間において､輸出増加率と経済成長率の間には

正の相関があり､輸出増加率の高い時期には経済成長率も高くなっており､輸出主導型

経済成長がみてとれます｡また､この間貿易依存度 (輸出入合計のGDPに対する比率)も高

まっており､70年代末では11%程度であったものが､80年代では25%を超え､99年には

37%となっています｡地域別にみると､輸出依存度と経済成長率の間に正の相関がみら

れ､輸出依存度の高い地域の経済成長率が高 くなっています (図表Ⅱ-1-2)｡このように､

★ 2 SusanM.ConinSandBarryP.Bosworth,"Economi cGrowth inEastAsia:Accum uladonversusAssimilation一一,

BrookingsPapersonEconomicAc血ity,February,1996,pp157-158Crables6,7)･
★ 3 ポール･クルーグマンは ｢幻のアジア経済｣という論文 (1994)で､東アジアの経済成長は主として労働
力､資本の増加によるもので技術進歩の役割は小さく､持続的成長には限界があることを指摘しました｡
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表 Ⅱ-1-2 輸出依存度と経済成長率との関係 (1980-99年)

(%)

経
済
成
長
率

輸出依存度

(注 ) 1)経済成長率は1980-85､86-90､9ト 95､96-99年の各期間における

最終年と開始年のGDP成長率を平均 した数字､輸出依存度は1980､85､

90､95､99年の平均値｡すべて名目値を用いた計算である｡

2)輸出依存度-輸出額÷GDP｡

(資料) 国家統計局 『改革開放17年的中国地域経済』中国続計出版社､1996年､

165､214ページ､ 『中国統計摘要2000』20､143ページ｡

(出所) 図表 Ⅲ-1-1に同じ｡

アジア NIEsだけでなく､大国である中国も輸出主導型経済発展に成功したことがうか

がえます｡

こうした輸出の伸長の背景には､外国資金の導入､技術移転､輸出促進を､外国企業

の合弁によって達成しようとした貿易推進策があります｡すなわち､1979年､広東省､

福建省に対する外資導入の自主権付与､1980年広東省深洲､珠頭､油頭､福建省慶門の

4つの経済特区の設置､1984年沿岸 14都市を沿岸開放都市に指定､1985年珠江デルタ､

長江デルタ､南三角地区の41市 ･県を沿岸経済開放区に指定､1986年外資企業法の制

定★4､1988年沿岸地区経済発展戦略★5の実施､1990年上海浦東開発区の決定､1992年重

慶､武漢など長江流域の6都市､14の国境都市の対外開放､経済技術開発区の設置など

です｡1999年には西部開発計画が本格的にスタートし､対外開放は沿岸地域から内陸部

にも及ぼされることとなりました｡

為替政策も大きく変化し､計画経済期の公定為替レート制度から1980年に公定 レ-

★4これによって､製品の輸出義務はあるものの､外国企業の単独投資には地域の制限がなくなりました｡
★5資本と原料の調達､および製品市場を海外に求め､海外の委託加工によって外資を稼ぐなどの戦略｡
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トと市場 レートの共存する二重為替レ-ト制の採用､1994年二重レート制の一本化と人

民元の対米 ドル為替レートの引き下げ (5.7元から8.6元-)が行なわれました｡

また､加工貿易の発展が中国の国際貿易発展の大きな特徴となっており､そのなかで

外資系企業の役割が増大しています｡中国での加工貿易は､関税なしで国外から原材

料や部品などを輸入し､国内で加工 ･組立して国外向けに輸出するものです｡具体的に

は､①外国企業が原料を持ち込み､中国企業が加工する､②外国企業が指定したデザイ

ン･仕様に基づき中国企業が生産を行なう､③外国企業が部品を持ち込み､中国企業が

組み立てる､といった3つのケースがあります｡こうした加工貿易の輸出は1980年には

10%でしたが､1999年には65%に達しています｡加工貿易の発展は､それに伴って多く

の外資が導入され､技術移転も進み､中国の経済成長､企業の管理､技術進歩に大きく

貢献しました｡輸出総額に占める外資系企業の輸出は1985年の1.1%から2000年には輸

出全体の48%以上を占めています｡

このように､中国の対外開放政策は政府の優遇 ･奨励政策を中心とし､その意味で保

護主義的でしたが､WrO加盟に向け､優遇政策は徐々に廃止され､貿易自由化が進め

られてきました｡2001年 wrO加盟によって､さらに､関税率引き下げ､非関税措置と

補助金の撤廃､規制緩和等が実施される必要があります (図表Ⅱ-1-3)0

wro加盟の中国経済への影響

WTO加盟は､中国の国際貿易､経済成長を促進する一方､農業や自動車､石油､冶

金などの工業､とくに国有企業には大きな影響をもたらすとみられます｡

中国経済への影響を､メリット､デメリットに分けて整理すると､以下のようになる

でしょう★6｡

メリットとしては､①GDP成長率の上昇 (約1%)､②輸出入の増加 (2000年の4,500億ド

ルから2005年の6,500億ドル-)､③外国直接投資の増加 (年間400億ドル台から600億ドル台

(2005年)-)､④国内改革促進の効果､⑤恒久的最恵国待遇の取得､⑥貿易紛争の公平な

解決､⑥国民消費選択の多様化などです｡

一方､デメリットとしては､①農産物市場開放による農村､農家への打撃､②外資と

の競争激化でとくに国有企業に打撃､③関税率引き下げによるデフレ圧力､④倒産企業

★ 6 三井物産戦略研究所中国経済センター作成資料によります.
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表 Ⅱ-ト3 中国政府のWTOに対する公約

①平均関税率

･全品目(7,151品目)の平均関税率を98年の
17.5%から10年までに9.8%に引き下げ

･農産品(977品目)の平均関税率を98年の
22.7%から10年までに 15.0%に引き下げ

･鉱工業品(6174品目)の平均関税率を98年
の16.6%から10年までに8.9%に引き下げ

②非関税措置と補助金の撤廃
･2005年までに輸出入に関する割当枠と数量
制限など非関税措置を撤廃

･加盟時に補助金協定 3条(禁止補助金)に該
当するすべての補助金を撤廃

③農業分野
･農産物の平均関税率を04年までに 17%へ､
10年までに 15.0%へ引き下げ､肉類､加工食
品など86品目の平均関税率は現行の平均
30.8%から04年までに 14.5%へ引き下げ

･2005年までに小麦､トウモロコシ､コメ､綿
花など農産物の輸入割当制度を廃止

･国内助成(補助金)の上限は生産総額の5%
(荏:先進国5%､途上国 10%)

④自動車
･2006年 7月までに乗用車の完成車輸入関税
率は25%-､部品は 10%に引き下げ

･2006年までに外資の出資比率に関する規制
を撤廃

･2005年までに輸入割当制度を廃止
･外資系企業の自動車ローン業務を認める

⑤通 信
･インターネットなど付加価値通信は加盟後

2年以内に外資の出資比率を50%まで認め､
地域制限を撤廃

･移動体通信およびデ-タ情報サ-ビスは､
加盟後 3年以内に外資の出資比率を49%ま
で認め､地域制限を撤廃

･国内および国際通信は加盟後 6年以内に外
資の出資比率を49%まで認め､地域制限を
撤廃

⑥銀 行
･外銀の中国元業務をwro加盟後 2年以内
に対企業､5年以内に対個人で認める

･2006年までに中国元業務の地域制限を撤廃
⑦保 険

･加盟時､外資系損保会社の出資比率を51%
まで認め2年後に出資比率制限を撤廃､3年
後に地域制限を撤廃

･加盟時､外資系生保会社の出資比率を50%
まで認め､3年後に地域制限を撤廃､個人向
け健康保険､団体保険､年金保険を認可

⑧ハイテク
･2005年までにIT由連製品の関税率をゼロ
にする

⑨流 通
･卸売 と小売は加盟後 3年以内に地域･出資
比率の制限を撤廃｡ただし､特定品目を扱 う
30店舗以上のチェーンストアーについては
外資比率 50%までの出資制限あり

(出所)連合総研経済社会研究委員会(2002年7月3日)
沈才彬氏報告資料｡

図表 Ⅱ-1-4 中国地域別1人当たりGDP (2000年)
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(資料)『中国統計年鑑』2001年｡

(出所)沈才彬 『チャイナ ･ショック』 日本能率協会マネジメントセンター､2002年｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

の増加や雇用の悪化､⑤金融 リスクの増大､⑥社会的不安要素の増大などです｡

また､外国企業-の影響としては､①中国の直接輸入制限の撤廃と関税率引き下げに

よる対中輸出の増加､②外資規制緩和による対中投資の増加､③中国-のWTOルール

適用による対中ビジネス環境の改善､④中国企業の競争､外国企業同士の競争激化､⑤

世界経済の新たな撹乱要素となる可能性の増大などがあげられます｡

中国経済の抱える課題

中国経済はめざましい経済発展の影の部分として､地域格差の拡大､失業率の増大､

金融機関の不良債権､国有企業の赤字､官僚の腐敗､自然環境の悪化といった問題を抱

えています｡これらの問題と関連して中国政府は国有企業改革､金融システム改革､行

財政改革を三大改革として推し進めようとしています｡以下では､中国経済の主要な

課題と改革の状況についてみていきましょう｡

地域格差の拡大

前述のように対外開放は沿岸部からはじまり､これらの地域を中心に外資流入によ

る急速な工業化が進む一方､内陸部は取 り残されたため､地域間格差が拡大しました｡

中国を東部 (沿岸部)､中部､西部に分けて人口1人あたりGDP(2000年)をみると､東部

地域の上海市ではドル換算で4,172ドルに達する一方､もっとも低い西部地域の貴州で

は321ドルと13倍の格差がみられます (図表Ⅱ-ト4)｡経済発展の過程で工業の成長は農

業の成長を上回るため､どの国でも都市と農村の格差が拡大し､農村から都市への人口

移動圧力が高まりますが､中国の場合､特殊な戸籍制度が緩和されてきているとはいえ

人口の都市集中を抑制する効果をもったことも都市 ･農村間格差拡大傾向を強めること

になったとみられます｡所得分布においても不平等化が進んでいます01人 1日あたり

1ドル以下の所得の貧困層が1995年でも22%とASEANやパキスタンに比べても高い水

準にあります｡このように､｢先富論｣(能力あるものから先に豊かになれ)という政策に

よって､経済成長の始動には成功したものの､地域間､産業間､職種間などあらゆる分

野で格差が発生しました｡こうした格差は平等と効率の共存のむずかしさを示しており､

中国ではまだ ｢クズネッツ仮説｣★7の後半段階に到達していないとみられています｡

★7米国の経済学者クズネッツは西欧諸国の歴史研究から､工業化の初期には工業化によって不平等が拡
大するが､工業化がある段階を過ぎると逆に平等化が進むという経験法則を見出しました｡

loo ≡



第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

深刻化する失業問題

1993年以降中国の都市部の失業者 (レイオフを含む)は約600万人から2000年には1,700

万人まで急速に増加し､1950年の建国以来の水準になっています｡雇用問題の深刻化の

背景としては､第 1に､生産年齢人口が増加する時期にあるとともに､女性の労働参加

率も高いことです｡第2に､中国は大規模な産業構造調整の段階にあることです｡農業

部門が雇用を創出できず､大量の余剰労働力を抱えていること､製造業の雇用吸収力が

低下していること､これには供給過剰気味の経済のなかで伝統産業の企業での倒産､閉

鎖等が増加していることや技術革新で効率性が高まり､大量の余剰人員を生み出して

いることも関係しています｡第3に､市場経済への移行において国有企業の雇用総人口

に占める割合が急速に低下していますが､非国有企業で国有企業からの失業者を十分

吸収しきれていないことです｡

こうしたことの結果､90年代は高い経済成長にもかかわらず､失業が増大しており､

経済成長に対する雇用弾力性は0.1程度にまで低下しています｡

このため､少資本･多労働力型の技術開発､インフラの整備 (雇用吸収としてのインフラ

建設､社会保険制度や雇用情報ネットワークなどソフトのインフラ整備)など雇用重視の発展

戦略が求められています｡

国有企業改革

改革前の国有企業は ｢生産単位 (工場)｣｢生活単位｣｢行政･政治単位｣という三つの

特徴をもっていたため､経済効率は非常に低いものでした｡1978年からはじまった国有

企業改革は漸進的 (試行錯誤的)に進められました｡

1979年に企業自主権の拡大により､国有企業が利潤の一定割合を留保､使用できるよ

うになり､企業の経営者や従業員のインセンティブを高めました｡その後､1986年末頃

から国有企業の所有と経営を分離することを目的とする請負経営責任制が導入されま

した｡この制度のもとで企業と政府は生産量､利潤､投資､賃金などに関する双方の権

利と義務を明確に定め､政府は企業の日常活動には介入しないこととなりました (契約

期間は3- 5年)｡経営自主権を大幅に拡大するこの制度は大中型国有企業を中心に急逮

に普及し､1988年には大中型国有企業の9割以上がこの制度を採用しました｡しかし､

1980年代後半のインフレ沈静化のための金融引き締め策のなかで多 くの企業が契約を

達成できず､政府が企業の負担を最終的に負担せざるを得ませんでした｡これは国有企
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

業が独自の財産をもたないため経営責任をとることができなかったためです｡

1993年 11月に政府は国有企業に対して現代企業制度の導入を決定しました｡これは

国有企業に法人財産所有権を与えることによって､経営自主権を持たせ経営責任を明

確にするためです (株式会社制度の導入)｡この制度のもとでは､政府は出資者として権

利を行使します｡具体的企業形態としては ｢公司 (日本では会社)｣制度が採用されまし

た｡1994年以降､このような現代企業制度の実験企業として､中央政府は大中型企業

100社､地方政府はさらに2,000社以上を指定しました｡1995年､政府は ｢大を掴み､小

を手放す｣方針を打ち出して､小型国有企業に対して､売却､リース､請負､吸収合併

などのかたちで企業の財産権､または経営権を従業員または経営者に移すようにしま

した｡

1990年代に入って､現代企業制度の導入とあわせ､国有企業の生活保障機能に対する

改革も本格化しました｡社宅の従業員-の売却､病院､商店､映画館等の独立､社会保

障制度の整備などが進められました｡一方､行政 ･政治機能に対する改革は､企業の行

政上の位置付けが以前はどの重要性を失い､企業や経営者の社会的地位は高まってき

たものの､他の改革に比べると遅れています｡

国有企業改革の成果と課題

国有企業改革の結果､国有企業の実質総生産高は1978-98年の20年間で年平均6.9%

の成長を示し､総要素生産性も上昇しました｡しかし､資本利潤率は競争の激化でかな

り低下し､非国有企業の成長で工業生産高に占める国有企業の比率は1970年代末の

70%台から1990年代末には30%以下にまで低下しています｡非国有企業の成長は､1980

年代は農村にある郷鋲企業の発展が中心でしたが､90年代は三資企業と私企業に変わり

ました｡三資企業とは中国企業と外資との間でつくられた合弁企業 ･合作企業､および

外資単独出資企業のことです｡こうした非国有企業の発展は国有企業の余剰人員の受け

皿となる一方､非国有企業の発展には直接的､間接的に国有企業の経営資源の利用が貢

献したとみられています｡

国有企業改革の課題としては､国有企業改革によるインセンティブ機構の改善と企

業自主権の拡大が生産性を向上させる一方､外部から企業を監視することをむずかし

くし､経営者や従業員など企業のインサイダーによる国家の所有権に対する侵害行為

が広く見られることです｡これは国有企業の場合､企業が赤字を計上しても結局は財政
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

あるいは金融機関などによる事後的な補填で破産を免れることから､モラルハザー ド

が生じるためです｡このため､コーポレートガバナンスを有効に機能させる仕組みが必

要であり､民営化を含め所有権の分散化を図ること､株式市場への上場､および公平か

つ競争的な市場体系の構築などが指摘されています｡

このほか､国有企業の資金調達の改善と債務のリストラ､経営のリストラと産業構造

調整が国有企業改革の課題となっています｡

中国の金融システム改革

中国の金融システム改革の問題は､一般の途上国が直面している金融市場での取引

の自由化をいかに円滑に行なうかだけでなく､計画経済期に破壊された金融市場をど

うつ くり直すかにあります｡中国では計画経済から市場経済への移行の過程で資金循

環が大きく変化しました｡計画経済期に政府に集中していた資金の流れは､改革開放

後､家計から企業へと変化しました｡80年代以降家計の貯蓄超過幅は大きく拡大し､そ

の資金を企業等の投資超過部門に移す金融仲介機能が必要となりました｡中国の金融

仲介は金融機関を通じた間接金融が中心となりました｡直接金融を支える金融市場と

金融サービスが未熟であったためです★8｡ 2000年以降､株式市場､国債市場はかなりの

規模となってきましたが､企業の外部資金調達に占める直接金融の割合は低いもので

す｡この間接金融依存の体制が以下で述べるような問題を引き起こしており､金融シス

テム改革､資本市場育成が進められています｡

間接金融の中核をなす商業銀行のうち､四大国有商業銀行以外の銀行は1995年の商

業銀行法施行の際､信用枠管理から解放され､自主的に資産と負債を管理する資産負債

率管理が認められました｡一方､国有企業を主な貸出先とする四大国有商業銀行は､財

務内容が悪化し不良債権問題を抱えることとなりました｡1996年にはようやく国有商

業銀行にも資金負債管理が認められ､資産運用の自主権を得ました｡その結果､銀行の

貸出管理は厳格になってきており､優良顧客をめぐる銀行間の競争も激しくなってい

ます｡不良債権問題に対しては銀行の資本不足を解消するため､政府も公的資本の注

入 (1998年)､金融資産管理公司への不良債権の委譲 (2000年)を進めています｡

一方､国有企業の抱える大きな問題の一つは過小資本であり､株式発行 ･増資による

★ 8 そもそも計画経済期には金融市場は成立しませんでした｡
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資金調達が重要な方法 となったことから､証券市場の発展は国有企業改革を支援する

性格が強いものでした｡国有企業改革が進展した 1995- 97年前半､証券業界は上場企

業の急激な拡大 (95年 200社あまりから97年 700社あまり-)や投資家の拡大 (同じく500万

人から1,000万人あまり-)によって黄金期を迎えました｡しかし､このように証券市場が

過熱するなかで､違法な取引が蔓延し､金融機関の破綻も続きました｡このため､政府

は分業管理 (銀行､証券､保険など業態の壁を設け管理する方法)を徹底し､まず､銀行業務

と証券業務とが実質的に分離されました｡99年には証券法が施行され､証券管理体制

ができあがりました｡その後､証券会社自身による再編が大きく進んでいます｡株式市

場改革の課題としては､機関投資家の育成､海外からの資金導入､市場経済化の推進な

どが指摘されています｡

今後WTO加盟にともない中国金融市場はいっそうの対外開放が求められ､外国金融

機関の進出が加速し､競争の激化が予想されます｡そのため国有企業の経営改善ととも

に､金融機関の不良債権処理､国際競争力の向上､健全な金融システムの確立など金融

改革が最優先の課題となっています｡

行財政改革

財政の赤字が続 くなかで財政の改革は何度となく試みられてきました｡1980年代に

は中央 ･地方の財政を一元的に管理するシステムを改める財政請負制を実施しました｡

1994年からは財政請負制に代わるシステムとして､租税を中央､地方､中央地方共通の

三種類に分類して徴収する ｢分税制｣を導入しました｡しかし､これらの成果は芳しい

ものではありませんでした｡財政請負制の実施は､地方政府に安定した財源を確保し

ましたが､それにより経済過熱の要因となる開発を各地で招 く一方､中央の財政収入は

高成長のわりには伸び悩みました｡分税制の実施により中央政府の財政基盤はいくぶ

ん強化されたものの､86年から続 く財政赤字に有効な対策を打てませんでした｡

三大改革の一つに位置付けられた 1998年の行財政改革では､行財政機構の人員削減

による支出の抑制が主要な方針として掲げられました｡人員削減以外の財政削減策と

しては､｢費改税｣と密輸取締 りの強化があります｡｢費改税｣とは行政機関がさまざま

な名目で徴収する費用を見直し､合理的でない費用は廃止するとともに､一部は税金化

する措置です｡密輸取締 り強化は関税収入増加のほか､低価格の密輸品との競争に苦

しむ国有企業に対する支援の意味もあります｡この行財政改革の成果として人員削減は
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進みましたが､財政健全化は依然と･して未解決です｡

今後も国有企業改革の進展にともなう社会保障関連支出の増加が避けられず､また､

西部大開発という巨額の資金を必要とするプロジェクトもスター トしており､財政健

全化はますます困難な課題となっています｡

(2) 中国経済発展の日本経済-の影響

中国経済の発展による日本経済およびアジア経済-の影響をまず中国の貿易構造､

直接投資の特徴､次いで中国､日本､アジアの貿易関係､直接投資の状況とその変化の

面からみてみましょう｡

中国の貿易構造の特徴

中国経済は国際比較でみれば､労働が非常に豊富な一方､耕地や資本は比較的希少で

す｡このため-クシヤーオリーン理論からいうと中国は労働集約的な財に比較優位を

もっており､農産物や資本集約的な財には比較優位をもっていないこととなります｡

現実には､理論の予測どおり､アパレル､雑貨その他軽工業品など労働集約的財にきわ

めて強い競争力をもつ一方､資本過小なわりには輸送機械､素材等の資本集約的な財の

輸入が少なく､比較的技術集約的とみられる電子機器については純輸出国です｡これは､

歴史的に､冷戟下の計画経済における重化学工業化政策とともに､改革開放以降も比較

優位のない重化学工業や一部機械工業や農業を保護する政策を維持してきたことや近

年の積極的な外資導入の効果です｡ただ､前述のようにWTO加盟により､自動車の関

税などきわめて高かった一部の関税も引き下げや農業補助金等の縮小が必要となるた

め､今後中国でも重化学工業や農業において非常に大きな産業調整を引き起こす可能

性があります｡

また､中国は対世界では家電､通信機器､パソコンを含む事務用 ･情報処理機器等に

おいて比較優位をもっていますが､対日本では機械類全体では比較劣位 (輸入超過)であ

り､ラジオ､家電､テレビ等一部品目で競争力をもっています｡これは日中間で労働集

約的な組立工程を中国に移管するといった工程間分業が行なわれていることを反映し

ています｡電気 ･電子機器については､ほとんどの品目において日中間では双方向貿易

が行なわれており､今後中国の技術力が向上していくと､急速に電子 ･電気機器輸出等

二 ~



第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

において日中間で競合が強まる可能性は否定できません★9｡

中国製造業における外資系企業の役割

技術知識や資本を集約的に投入するとみられる電子 ･通信機器などにおける中国の競

争力の強さには､外国企業の対内直接投資が重要な役割を果たしています｡外資系企

莱 (香港 ･台湾を含む企業で､外国企業の出資比率が25%以上)の付加価値ベースのシェアを

みると､電子 ･電話通信機器 (65.4%)､計測用 ･事務用機器 (49.4%)などハイテク関連機

器や文化･体育･教育用品 (59.5%)､皮革･毛皮･羽毛製品 (54.6%)､衣服 (48.4%)などの軽

工業といった中国が強い競争力をもつ産業で高 くなっています｡地域別にみても成長

のめざましい沿岸部､とくに上海､福建､広東などで外資系のシェアが約 5割に達して

います｡このように中国の輸出の伸長を背景とした経済発展には外資系企業の対内直接

投資が支えていることがうかがえます｡

次に､外資系企業の雇用 ･生産面の大きさとそのうちの日系企業の割合をみると､雇

用面では､香港･台湾系が310万人､その他外資332万人で､うち日系は57万人､生産高

では､香港･台湾系 13.8兆円､その他外資 16.8兆円うち日系2.9兆円 (1985- 2000年)と雇

用面､生産面とも1割未満､香港 ･台湾系を除 くと17%強となっています (図表Ⅱ-ト5)0

これは日系企業の東南アジアにおけるシェアに比べると比較的小さく､他の投資国と

比べて､中国では日本はむしろ出遅れているともみられます (日本企業の海外生産全体に

対する中国における生産の比率も5%にすぎません)0

なお､中国における他の外資系企業と比較した日系企業の特徴は､生産活動が電気機

械､自動車関連に集中していること､米国企業が現地市場向けの生産中心なのに対し､

日本企業は輸出向け中心の生産であることです｡

日本､中国､アジアの貿易関係の変化

ここでは貿易大国として登場してきた中国の動向を中心に､中国､日本､他の東アジ

ア等の貿易動向を 1990年と2000年の貿易マトリックスによってみてみましょう (図表

Ⅱ-ト6)0

★9 日本経済新聞 (2002年 8月13日､朝刊)によれば､2002年予想べ-スでは､DVDプレーヤーでも中国
が世界シェアの5割超 (日本8%弱)､携帯電話でも3割弱 (日本13%)などとハイテク製品分野でもここ2-
3年で急速に中国がシェアを拡大しており､その背景には日米欧企業から委託されたEMS企業の生産拡大が
あると述べています｡
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表Ⅱ-ト5 日系製造業現地法人の地域別売上高動向(1985-2000年度)

雇用(万人) 生産高(兆円)

香港.台湾系 310 13.8

それ以外の外資系 332 16.8

(注)日系以外の生産高は2000年のレート100円-7.686元で円換算した｡

外資系生産高は銅工業･電力･ガス･水道業のみの値｡

日系の生産高は製造業のみの売上高｡

日系の雇用は東洋経済新報社 『海外進出企業総覧:2001』

日系以外のデータは中国統計年鑑｡

資料出所 :財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣第1章より｡

図表Ⅱ一卜6世界貿易に占める各国･地域の貿易シェア(%)

1990年

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中 国

日 本 0.00 2.53 1.69 0.66 0.18 2.96 -1.74 8.50

東アジア 1.79 3.90 2.36 0.8.5 0.68 3.02 1.93 12.31

NⅠEs 0.89 2.24 0.91 0.69 0.63 2.33 1.32 7.90

ASEAN4 0.62 0.73 0.58 0.ll 0.05 0.52 0.42 2.55

中 国 0.27 0.93 0.88 0.05 0.00 0.17 0.19 1.86

NAFTA 1.69 1.87 1.34 0.35 0.18 6.69 3.48 16.16

EU 0.91 1.59 0.97 0.41 0.22 3.63 29.12 44.ll

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中 国

日 本 0.00 3.07 1.86 0.72 0.49 2.47 1.24 7.59

東アジア 2.26 7.08 3.85 1.49 1.74 4.56 2.75 19.00

NⅠEs 0.89 4.12 1.51 1.04 1.57 2.44 1.45 10.27

ASEAN4 0.69 1.60 1.13 0.30 0.17 1.00 0.65 4.37

中 国 0.68 1.36 1.21 0.15 0.00 1.12 0.65 4.36

NAFTA 1.15 2.19 1.42 0.47 0.30 10.39 2.88 18.92

EU 0.65 1.72 0.98 0.35 0.38 3.89 21.57 35.48

世 界 5.40 16.19 9.20 3.38 3.61 24.70 35.16 100.00

(注)ジェトロ資料による集計｡

資料出所 :務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣第3章より｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

世界輸出に占める日本の輸出は､1990年の8.5%から2000年には7.6%に低下し､世界

輸入に占める日本の割合も90年の6.1%から2000年には5.4%に低下しています｡一方､

中国をはじめ東アジアはこの間シェアを大きく伸ばしています｡すなわち､東アジア全

体★10では世界輸出に占める輸出のシェアが90年 12.3%から2000年には19%に､うち中

国は90年の 1.9%から4.4%に､輸入のシェアは東アジア全体で90年 11.4%から2000年

に16.2%､中国は90年 1.5%から2000年 3.6%に大きく上昇しています｡

次に日本と東アジア､および東アジア諸国間の貿易をみると､世界貿易に占める日本

の東アジアへの輸出と日本の東アジアからの輸入のシェアは､1990年から2000年にか

けて輸出シェアは2.5%から3.1%へ､輸入シェアは 1.8%から2.3%へと上昇しました｡

一方､中国から東アジア諸国 (日本は除く)への輸出シェアは0.9%から1.4%-､中国の

東アジア (日本を除く)からの輸入シェアは0.7%から1.7%に上昇しています｡

また､他の地域との貿易に関しては､日本と東アジア諸国とでは様相が異なり､世界

輸出に占める日本からNAm への輸出のシェアは90年の3.0%から2000年には2.5%

に低下 していますが､東アジアからNAm への輸出は90年の3.0%から2000年には

4.6%に上昇しています｡とくに中国は90年の0.17%から2000年の1.12%へ大きく伸びて

います (EUに対する輸出の世界輸出に占める割合でも､日本からの輸出シェアは低下､東アジア､

とくに中国からの輸出シェアは上昇)0

このように 1990年から2000年にかけては､世界貿易の面では経済成長の著しかった

東アジア､とくに中国は世界各地域との貿易を大きく伸ばしたのに対し､日本について

は7,ジアとの貿易は大きく伸びていますが､他地域 との貿易の伸びは世界平均の伸び

よりも小さいものでした｡

次に､日本 と東アジア間､および日中間の貿易面での相互依存の変化とその日本経済

へのインパクトをみてみましょう (図表Ⅱ-ト7)0

日本の輸出に占める東アジアのシェアは1990年の30%から2000年には40%に上昇し､

そのうち中国のシェアは90年 2.1%から6.4%へ急上昇しています｡また､日本の輸入に

占める東アジアのシェアは90年の29%から2000年には42%に上昇し､そのうち中国の

シェアは90年の4.4%から2000年には 12.6%に急上昇しています｡

一方､東アジアの輸出に占める日本のシェアは､90年の15%から2000年には12%に

★ 10 この章で東アジアとは､アジアNIEs(韓国､台湾､シンガポール､香港)､ASEAN4(マレーシア､タイ､
インドネシア､フィリピン)､中国です (中国と東アジアの貿易というような場合の東アジアは中国を除く)0
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表Ⅱ-ト7① 各国･地域の輸出先構成(%)
1990年

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中 国

日 本 0.00 29.80 19.93 7.73 2.14 34.81 20.41 100.00

東アジア 14.-53 31.70 19.20 6.93 5.56 24.57 15.71 100.00

NⅠEs ll.33 28.33 ll.56 8.77 8.00 29.48 16.75 100.00

ASEAN4 24.34 28.79 22.54 4.18 2.07 20.47 16.63 100.00

中 国 14.65 50.01 47.10 2.91 0.00 9.33 9.99 100.00

NAFTA 10.47 ll.57 8.27 2.17 1.13 41.39 21.52 100.00

EU 2.07 3.61 2.19 0.92 0.49 8.24 66.02 100.00

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中.国

日 本 0.00 40.4g 24.53 9.54 6.41 32.56 16.31 100.00

東アジア ll.92 37.28 20.25 7.86 9.16 23.99 14.48 100.00

NⅠEs 8.70 10.ll 14.68 10.17 15.26 23.77 14.10 100.00
ASEAN4 15.82 36.75 25.85 6.95 3.96 22.84 14.91 100.00

中 国 15.59 31.12 27.78 3.34 0.00 25.6年 14.93 100.00

NAFTA 6.07 ll.59 7.51 2.51 1.57 /54.9′2 15.21 100.00

EU 1.84 4.83 2.77 0.98 1.08 10.95 60.79 100.00

図表Ⅱ-ト7② 各国･地域の輸入元構成(%)
1990年

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中 国

日 本 0.00 22⊥18 22.85 25.7◆1 12.53 15.47 3.97 8.50

束アジア 29.14 34.15 31.86 33.37 47.19 15.81 4.42 12.31

NⅠEs 14.58 19.58 12.31 27.08 43.56 12.17 3.02 7.90

ASEAN4 10.12 6.43 7.76 4.i7 3.64 2.73 0.97 2.55

中 国 4.44 8.14 ll.80 2.12 0.00 0.91 0.42 1.86

NAFTA 27.56 16.37 18.01 13.73 12.62 34.96 7.95 16.16

EU 14.89 13.95 13.05 15.95 15.03 18.99 66.55 44.ll

日 本 東アジア NAFTA EU 世 界

NⅠEs ASEAN4 中 国

日 本 0.00 18.98 20.24 21.44 13.46 10.00 3.52 7.59

東アジア 41.93 43.75 41.83 44.25 48.19 18.45 7.82 19.00

NⅠEs 16.56 25.46 16.40 30.94 43.年0 9.89 4.12 10.27

ASEAN4 12.79 9.91 12.27 8.99 4.79 4.04 1.85 4.37

中 国 12.58 8.38 13.17 4T32 0.00 4.53 1.85 4.36

NAFTA 21.27 13.55 15.45 14.06 8.23 42.07 8.18 18.92

EU 12.12 10.60 10.70 10.34 10.57 15.73 61.34 35.48

(注)図表Ⅱ-ト6に同じ｡

資料出所 :図表Ⅱ-卜6に同じ｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

図表Ⅱ-ト8在アジア日系子会社の活動(10億円)

子会社所在地 アジア 東アジア NⅠEs ASEAN4 中 国

日本からの輸入 1,549 na 1,050 462 na

売 上 14,334 na 11,049 3,138 na

日本-の輸出 2,904 na 2,686 212 na

日本との貿易収支 1,355 na 1,636 -250 na

1992年仕入高 7,817 na 5,437 2,218 na

日本からの輸入 1,642 na 1,047 542 na

売 上 15,556 na 10,810 4,350= na

日本-の輸出 1,955 na 1,478' 419 na

日本との貿易収支 313 na 431 -123 na

1995年仕入高 14,559 14,376 8,959 4,822 595

日本からの輸入 3,281 3,232 1,756 1,259 217

売 上 24,579 24,207 15,202 8,032 973

日本-の輸出 2,931 2,929 1,759 945 225

日本との貿易収支 -350 -303 3 -314 8

1998年仕入高 23,152 22,717 15,099 5,506 2,112

日本からの輸入 8,339 8,3.30 5,959 1,770 601

売 上 29,135 28,356 17,878 7,615 2,863

日本-の輸出 6,474 6,299 3,711 1,965 623

日本との貿易収支 -1,865 -2,031 -2,248 195 22

資料 :経済産業省 『我が国企業の海外事業活動』第4､5､6､7回｡

出所 :図表Ⅱ-1-6に同じ｡

低下し､また東アジアの輸入に占める日本のシェアは90年の22%から19%に低下して

います｡

中国については輸出に占める日本のシェアは90年の15%から2000年には16%に､輸入

に占める日本のシェアは90年の12.5%から2000年には13.5%にわずかに上昇しています｡

このように90年代東アジアが成長を続ける一方､日本経済は低迷するなかで､貿易

面では日本における東アジア､とくに中国のシェアは大きく高まりましたが､東アジア

における日本の重要性は低下し､中国においては日本のシェアは少し高まっています｡

ただ､日本経済全体との関連でアジアとの貿易をみると､日本のGDPに占める輸出の

割合は1割程度と小さく､東アジアへの輸出に依存する部分は2000年でもGDPの3-

4%､中国への輸出は0.6%程度､GDPに占める輸入の割合も日本の場合 7%程度と小さ

く､東アジアからの輸入はGDPの3%程度､中国からの輸入は0.9%程度です｡

直接投資を通じた日本と東アジアとの関係の変化

1990年代の世界各国からの東アジア-の直接投資は97年のアジア通貨危機の発生ま
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

で年率24%で大きく増加しました｡アジア通貨危機の際に大きく減少し､その後回復し

てきたものの98年以降のEU､北米への直接投資の急激な伸びと比べると対照的に低迷

しています｡ただ､ASEAN4-の投資が急激に減少したのに対し､中国-の投資は危機

前の水準を維持しています｡

次に日本からの直接投資について東アジアを中心にみてみましょう｡日本からの直

接投資は1980年後半から急速に拡大しましたが､90年代に入 りバブル崩壊とともに低

下しました｡東アジアへの直接投資は90年代半ばから後半にかけて拡大しましたが､

アジア通貨危機の影響を受けてASEAN4向けが急減したのをはじめ､NIEs､中国向けも

98年以降低迷しました｡こうして東アジア諸国への直接投資に占める日本のシェアは

1990年に比べ､90年代末はかなり低下しました｡

直接投資を通じた関係はその年々のフローだけでなく､多国籍企業の海外子会社の

活動を通じた影響も重要です｡日本企業の在アジア子企業の活動をみると (図表Ⅱ-ト8)､

在アジア子会社の日本との貿易については､1989年､92年では日本からの中間財の輸入

より製品の日本への輸出が大きいものでした (日本側の入超)が､95年､98年では日本か

らの輸入が日本-の輸出を上回っています (日本側の出超)｡ただ､中国については95､

98年とも日本からの中間財の輸入が日本への製品の輸出をわずかに下回っています｡

このように､現在のところは中間財のはか機械 ･設備などの資本財を含めればなおさ

ら､日系企業の子会社の活動はアジア全体では日本の貿易収支の黒字を拡大する方向

にあります｡ただ､全世界-の直接投資の日本の貿易収支に与える影響についての98

年通商産業省試算では90年代はじめはプラスでしたが､その後プラス幅が縮小し､90

年代半ばになるとマイナスとなっています｡これらからみると､アジアに対する直接投

資において､日系企業海外子会社はこれまでは調達における日本への依存が大きかっ

たことから日本の貿易収支を黒字化する影響をもたらしていましたが､将来的には赤

字化する影響をもたらす可能性も大きいとみられます｡

東アジアの経済成長の日本経済への影響

｢国際産業連関表｣の逆行列表を用いた分析★11で東アジア諸国の最終需要が 10%増加

したときの日本の経済成長に与える影響をみると､東アジア諸国の経済全体が 10%成

★ 11 財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣第 3章･浦田論文により
ます｡
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長した場合､1995年時点で日本のGDPを0.257%上昇させます｡中国の10%成長は日本

経済を0.054%押し上げる効果をもちます｡ただ､この分析では価格変化は明示的にと

らえられず､為替レートへの影響は分析できませんので､マクロ経済モデルによって東

アジア諸国の成長の日本経済-の影響をみますと､東アジア諸国の成長で日本の輸出

が伸び､為替レートが円高方向に動 くとする日経センターモデル (1998)では､台湾の

1%成長で日本のGDPは0.016%､韓国の1%の成長では0.010%増加するという結果と

なっています (中国については分析なし)0

このように東アジア諸国の経済発展の影響はマクロ的にみると､輸出の拡大を通じ

た為替 レー トの変化を考慮してもそれほど大きくはありませんが､日本の経済成長率

を高める効果をもつと考えられます｡

中国をはじめとする東アジア経済の発展と日本の｢産業空洞化｣

90年代の東アジアの経済発展と日本経済の低迷のなかで日本における ｢産業空洞化｣

の問題が懸念されていますが､すでにみてきたように､東アジアの経済発展はマクロ的

には日本の純輸出を増加させ､今のところ成長にプラスの効果をもたらしています｡し

かし､日本の製造業のアジァ諸国-の直接投資によって､生産拠点の移転が進むと､国

内で他の産業が成長してこなければ､いわゆる ｢空洞化｣の懸念が生じます｡とくに中

国については労働力が豊富で賃金が上昇しないこと､近年ではDVD､半導体などハイ

テク分野での生産の増加もめざましいことから ｢中国脅威論｣もみられます｡

ここではこうした日本の ｢産業空洞化｣論がどの程度根拠があるのか検討します｡

企業が生産拠点を移転する大きな理由の一つは生産コストの差です01人あたりGDP

では日本は中国の40倍､所得水準の高い上海と比べても9倍であり､賃金水準でも20

- 30倍の差が存在するとみられています｡しかし､例えば中国の自動車産業はなお輸

入競争から高い関税で保護されて存続している状況であり､一方､日本の自動車産業は

日本の最大の輸出産業になっています｡このように賃金水準が高くても競争力があるの

は賃金格差以上に大きな生産性の差があるからです｡中国でも生産性が上昇するとと

もに1人あたりGDPは上昇しており､日本との格差も1995年以降は縮小しています｡

1995年以前中国の高成長にもかかわらず日本との1人あたり所得格差が縮まらなかった

のは､円高が進んだこと､1980年代は元の公定為替レートが過大評価されていたことが

影響しています｡中長期的には中国の賃金は生産性の上昇に対応して上昇していくと
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

図表Ⅱ-ト9 日本の対中国貿易

日本の2001年品目別対中輸出

食料品 その他
0.5% 10.1%

化学製品
12.7%

日本の2001年品目別対中輸入

資料 :日本貿易振興会 『中国経済』2002年4月号､45ページ｡
出所 :村上直樹監修 『中国経済45のキーワード』青春出版社､2002年9月｡

考えられますので★12､賃金や為替 レー トを与件 として空洞化を議論するのは適当では

ありません｡

日本の賃金コスト(ドルベースで見た賃金)が高いのは､非貿易財産業の非効率 (低生産

性)にもかかわらず､輸出産業の国際競争力 (生産性)が高いことを反映しています｡す

なわち､為替 レートが購買力平価より円高になり､国際的にみて国内物価水準､賃金水

準が高 くなります｡非貿易財の生産性が低いことは､高賃金にもかかわらず生活水準

が高 くないことの原田になるはか､産業空洞化の観点からみても貿易財産業を圧迫す

ることとなります｡

産業空洞化への懸念の中心は､工場の海外移転など製造業の縮小です｡製造業の名

目付加価値のGDPに対するシェアは1970年代半ばをピークに低下してきています.こ

のような製造業のシェア低下の背景には､一つには､製造業の生産性が他産業より高 く､

相対価格が低下 していることから､実質的なシェアは低下しなくとも名 目シェアは低

下することがあります.この点からいえば製造業 (-モノづくり)のパフォーマンスがよ

いほど名目シェアが低下することになります｡二つ目には､所得水準の向上につれ､モ

ノよりサービス-の需要が強まる傾向があることです (経済のサービス化の進展).三つ

★ 12 ただし､現在のところ工場労働者の多くは農村からの出稼ぎで3年程度で農村に戻る一方､また新た
な労働者が都市-集まってくるため､賃金水準はほとんど上昇していません｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

目には､最終需要に占める投資の割合の変化があります｡消費に比べて投資の方が製

造業 ｢モノ｣に対する支出シェアが高いため､投資の割合の低下は製造業のシェアを低

くすることになります｡四つ目には､貿易収支との関係です｡日本の場合､財貿易とく

に財輸出のほとんどは製造業製品ですから､財輸出や財貿易の黒字の拡大は製造業の

シェアを高める方向にはたらきます｡以上のような4つの点からは長期的には製造業の

シェアは低下する方向にあるとみられますから､製造業の名 目付加価値シェアが低下

すること自体は懸念すべき ｢産業空洞化｣ということにはなりません0

それでは､貿易､直接投資と｢産業空洞化｣の関係はどうでしょうか｡

前述のように､90年代には日本における東アジアに対する貿易依存度は上昇しています｡

ただ､中国に対しては日本の入超ですが､東アジア全体では日本が依然かなり出超です｡

｢産業空洞化｣との関係でより重要なのは､貿易財産業の国際競争力指数〔-(輸出一輸入)

/(輸出+輸入)〕､あるいは顕示比較優位指数(RCA)､または顕示対称比較優位指数(RCSA)の

動向でしょう★13｡

中国との貿易を品目でみると (図表Ⅱ-1-9)､日本の中国からの輸入はその7割が織経､

食品､鉱物資源､その他工業製品などであり､これらは労働集約的､または土地や天然

資源集約型であり､日本の比較優位の弱い産業です｡中国からの輸入の残 りの3割は機

械機器であり､民生用電子･電気機器､電子･通信機器､精密機器など産業内貿易が進ん

でいる産業分野での輸入です｡これらは労働集約的な組立検査過程などを中国で行なう

工程間分業を反映しています｡

他方､日本から中国-の輸出は電気 ･電子部品など産業内貿易型の産業ないし一般機

樵 (資本財)､鉄鋼､及び自動車などの輸出志向型産業の製品です｡これらの産業は研究

開発投資の生産額に対する比率が高いという特徴があります★14｡このように､これま

でのところは中国との貿易の拡大は日本の製造業の高度化を促す方向で作用してきた

といえます｡

また日中間の貿易からだけでなく､中国､日本の輸出競争力を品目大分類の顕示対称

比較優位指数 (RCSA)でみると★15､中国の場合､比較優位の大きい (RCSAが プラスの値)

★ 13 RCAii-(Xii/∑jGi)/ (∑Xi/∑写xii) ただし､Ⅹijはi国 j製品の輸出額｡
) 1 11

また､RCSAii- (RCAii-1)/ (RCAii+1)

★ 14 財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣第 4章･長岡論文参照｡

★ 15 財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣第 5章･熊谷論文の分析

によります｡
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第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

のは雑貨品､素材型工業製品 (織経など)であり､機械類 ･輸送用機械､食料品などは

1999年では世界を基準にするとわずかに比較劣位 (RCSAがわずかにマイナスの値)､その

他一次産品は比較劣位 (RCSAがかなりマイナスの値)となっています｡

一方､日本の場合､機械類 ･輸送機器のみが比較優位にあり､他は比較劣位となって

います｡とくにRCSAでみると､一次産品が大幅なマイナスで化学製品､素材系工業製

品､雑貨品については小幅なマイナスです｡

以上のことからみると､今後日本の製造業についてその高度化が円滑に進まず､現在

比較優位にある産業の競争力が低下してきた場合には､製造業の ｢空洞化｣が現実化す

ることとなります｡

次に直接投資と ｢空洞化｣の関係を検討してみましょう｡

日本から中国への直接投資をス トックベースでみますと､日系の現地法人は約 2,500

社で約58万人を雇用しています｡2000年の日本国内の雇用者数は5,356万人 (製造業雇用

者は1,205万人)であり､中国への生産移転による雇用の減少は雇用者全体の約 1%､製造

業雇用者に対する比率では4.8%､日本の失業者に対する比率では 18.2%となっていま

す｡

産業別には電気･電子機器が最大で中国での従業員規模が約 19万人､次いで繊維産業

9.4万人､自動車および同部品が4.6万人､食料品が4.5万人と続きます｡タイプ別に分け

ると､①繊維や食料品など日本で国際競争力が弱 く､輸入依存度の高 くなっている産業

では投資の目的は現地市場確保 とい うより現地の労働力など資源利用の比重が高 く

なっています｡②また､電子 ･電気機器産業など産業内貿易の分野でも投資目的は資源

利用が多いですが､最近､中国は製造だけでなくソフトウェアなどの開発拠点としても

注目されるようになっています｡③自動車産業など日本の輸入が小さくもっぱら輸出

を行なっている産業において､輸出競争力があるにもかかわらず現地生産を行なうの

は､中国に非常に高い貿易障壁があるため､市場確保の必要があるからです｡現地市場

確保や資源利用 とい うタイプの直接投資は､こうした産品の輸入価格の低下とそれに

ともなう輸入の拡大で短期的には日本の産業調整の問題を引き起 こす としても交易条

件の改善､および投資収益の回収によって日本経済全体としては利益をもたらします｡

第3の中国側の保護障壁のために企業進出する場合､保護がなかった場合に比べて貿

易利益が低下するのはもちろんですが､企業進出によって投資利益 と中間財の貿易利

益を確保することはできます｡
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第Ⅱ部 安心と活力ある将来のための視点

以上は日本企業の対中直接投資の影響をみましたが､日本企業が国内の ｢空洞化｣を

おそれて､対中直接投資を減らしたとしても欧米企業やアジアの企業がその代わ りに

対中投資を拡大することが予想されます｡そうなれば､日本の製造業は対中投資による

中国での投資利益を得られないうえに､中国からの輸入増大で国内での競争が厳しく

なり､結局国内生産も維持できなくなるおそれがあります｡そうなれば日本の製造業の

｢空洞化｣の影響はいっそう大きくなると考えられます｡

知的財産権保護､技術移転と｢空洞化｣

中国が知的財産権保護は弱いままで製造能力を急速に高めてきたことで､中国内外

で先進国企業に対する知的財産権侵害の問題が生じています｡新技術は国際的な公共

財であり､その費用負担を国際的に効率的に行なうとともに､技術開発のインセンティ

ブを妨げないようにする必要があります｡知的財産権が保護されることが進出企業の

利益にとっても重大であるほか､不公正な模倣による安価な製品の輸入増大は輸入国

の国内産業に影響を与えます｡

一方､中国-の技術移転自体を ｢空洞化｣の促進要因とする見方がありますが､技術

移転によって中国が成長し､中国との貿易が拡大することのメリットを忘れてはなり

ません｡日本からの輸出が拡大すれば日本全体としては ｢空洞化｣に直接つながるとは

かぎりません｡途上国の発展が先進国の技術開発への需要を拡大するケースも考えら

れます｡技術移転が適切な対価で行なわれれば技術移転それ自体を抑制する理由はあ

りません｡重要なのは日本が新たな技術開発とその事業化において引き続きアジア諸

国をリー ドしていくことができるように､その環境を整備することでしょう｡

(3) 中長期的な日本と中国･東アジアとの経済関係の方向

今後の東アジアの国際分業関係の方向

これまでみてきたように90年代以降の東アジア経済全体の変化をみると､中国のめ

ざましい経済発展と日本経済の低迷､アジア通貨経済危機の経験といったなかで､中国

のプレゼンスの拡大と日本の相対的地位の低下がみられるなど､東アジアの国際分業

体系も変化しつつあります｡

伝統的な国際貿易理論によれば､生産要素が移動しにくいことを前提に､国際間の技

116 I;



第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

術 レベルや生産要素賦存のちがいに基づいて国際分業論が展開されてきました｡一般

に所得水準の低い国は､賃金水準も低 く技術水準も低いので､技術的に比較的容易な労

働集約的産業に比較優位をもちます｡一方､所得水準の高い国は技術的にむずかしく

物的資本､人的資本集約的な産業に比較優位をもちます｡いわゆる ｢雁行形態的発展｣

といわれる東アジア諸国の経済発展パターンも基本的には技術水準､生産要素賦存に

根拠をおく考え方で説明されてきました｡

しかし､生産 ･流通ネットワークが深化し､外資系企業が先導する近年の東アジアの

国際分業においては､これらの伝統的な貿易理論ではとらえきれない状況も生じてい

ます｡たとえば､電子･電気機械産業は､産業全体としては物的･人的資本集約的な-イ

テク産業ですが､東アジアでは細かい工程に分けられ､分散立地を通じて国際的な生

産 ･流通ネットワークが構築されています｡こうした分散立地が効果をあげ､効率的な

国際分業が実現するには､ロジスティックスや情報通信分野での技術革新､企業組織の

革新､あるいはホスト国の投資環境整備によって､生産ブロック間を結ぶ輸送､通信､

その他のコーディネーションなどのコストが十分低下することが重要となります.

また､立地の優位性を考える際､もう一つ重要な要素は集積の利益です｡進出先にお

ける産業集積の程度､とりわけ現地における部品調達の可能性が重要となるほか､産業

を支えるインフラの整備や人的資源なども集積地の魅力を高めることになります｡

さらに､伝統的な国際貿易理論では明示的に定式化されていなかった多国籍企業の

存在が国際分業を考えるうえで重要になっています｡多国籍企業の直接投資はたんな

る資本の移動ではなく､資本と同時に技術や経営ノウハウなども移動します｡そのため

各国の技術受容力は引き続き重要ですが､多国籍企業は基本的には自分の技術そのも

のはどこへでももっていくことができます｡このため近年生産拠点の移動速度がどんど

ん速 くなり､プロダクトラインによっては発展段階の異なる国でもほぼ同時に生産が

はじまるようなケースもあります.このほか企業間の取引コストが低下してくると､多

国籍企業が多 くのアクティビティを自らのなかに取 り込むのでなく他企業にまかせた

方がよい部分は外注･委託が進んできます｡

以上のように､今後の東アジアの国際分業は､これまでの ｢雁行形態的発展｣の枠を

超えて､多国籍企業の最適立地や新たな生産 ･流通ネットワークの構築という状況をふ

まえて検討する必要があります｡とりわけ､中国経済は豊富な労働力にもとづく低い賃

金水準と同時に急速な人的資本の蓄積 (技術水準の向上)､および地域的な産業集積の充
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実によって､｢世界の工場｣としての地位をさらに急速に高めていくとともに､所得水

準の向上によって､ますます巨大で重要な市場として登場してくることが予想されま

す｡

この結果､後述のように日本との関係も変化が予想されるはか､東アジア全体の国際

分業関係も変化が生じるでしょう｡たとえば､生産拠点のASEAN4から中国-の移転､

アジアNIEsから中国への直接投資の増加などがいっそう進むことが予想されます｡現

在はASEAN4､アジアNIEsは中国に対し出超となっていること､中国の経済発展は巨

大な輸出市場として期待されることなどから､経済的には日本におけるような ｢中国脅

威論｣はあまりみられませんが､今後中国の経済発展とともに他の東アジア諸国も中国

との競争の激化のなかでその実力が試されることとなるでしょう｡

中国の経済発展と日本経済の進むべき方向

これまでの検討をふまえ､中国の経済発展が日本経済に及ぼす影響を整理し､今後の

日本経済の進むべき方向を考えてみましょう｡

中国の経済発展は､日本との貿易関係､交易条件を変化させ､価格変化にともなう日

本国内の産業構造調整やそれにともなう雇用問題をもたらす要因となります｡こうした

産業構造変化のなかで､しばしば､日本国内の産業基盤の空洞化､脆弱化が危供される

ことにもなります｡中国の産業発展によって､自動車､電気機械など日本がこれまで優

位性を持ってきた産業においても､中国への直接投資や生産移転によって､部品メー

カー､金型メーカーなどの集積がくずれてくるようなことになると､産業全体にも大き

な打撃を与えるでしょう｡

しかし､中国の経済発展の影響をみるとき､特定の地域､産業､企業で起きているミ

クロの現象にとらわれすぎ､それを日本経済全体のマクロ現象にす りかえて議論する

ことは好ましくありません｡すでにみたように中国の経済成長にともなって､中国から

の輸入だけでなく､日本からの対中輸出の伸びも非常に大きくなっています｡また､中

国との関係を過大評価することも問題です｡中国からの輸入は日本の対 GDP比でみれ

ば1%程度であり､日本の繊維産業等は中国から輸入品の急増の前から他の東アジア諸

国等からの輸入増加で競争力を失ってきていました｡日本からの直接投資も中国にお

いては地理的条件等も考慮すれば､むしろ欧米諸国に遅れをとっていると考えられま

す｡
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伝統的な貿易理論によれば､一国経済の海外の産業発展による影響は交易条件を通

じて生じます｡現実に中国の経済発展が日本の交易条件にどのような影響を及ぼして

いるかは実証分析の結果を待たわはなりませんが､これまでのところ中国の経済発展

が日本の交易条件に顕著な悪影響を及ぼしたとはみられておらず､中国と日本の間で

競争上オーバーラップしている分野は比較的小さいことが示されています★16｡

また､新しい貿易理論においては､貿易が拡大するなかで最終財や中間財の種類が拡

大し､そ うした財の多様性の拡大が貿易利益につながります｡現実の日中の貿易関係

をみたときも日中間でさまざまの中間財が取 り引きされ､工程間国際分業が行なわれ

ています｡最終消費財においても中国から低価格品が輸出され､日本から高級品が輸

出されるなどの産業内貿易が行なわれています｡中国経済がさらに発展しても長期的

に現在先進国間で行なわれているような水平分業関係に移行していくことは可能で

しょう｡

このように､中長期的には近隣の大国である中国経済が発展することは､競争は激化

するものの､中国経済が停滞したり混乱したりするより､日本経済の発展にとってプラ

スとなるといえるでしょう｡

一方､当面の問題としては､中国の急激な経済発展にともなう日本国内の産業調整の

問題があります｡繊維製品など低価格の商品が中国から入ってくることは､本来 日本

の交易条件の改善要田で好ましいことです｡しかし､これは国内の完全雇用が維持され

ていることが前提であって､輸入急増によって産地で失業や倒産が深刻化する場合は､

低価格の輸入品が大量に入ってくることが一時的にマクロ的にも経済厚生を低下させ

る可能性があります.このため国際的にも一時的に輸入を制限するセーフガードが認め

られています｡

ただ､中国からの輸入の急増が繊維などの不振の根本原因かどうかは疑わしく､経済

構造変化のなかですでに衰退産業の道を歩んでいたこれらの産業に追加的な打撃を与

えたと考えるべきでしょう｡したがって､排他的な対応を考えるより､国内の円滑な産

業転換や産業再生を考えることの方が重要でしょう｡

また､日本が国際的に比較優位をもっている自動車や電子 ･電気機械産業は､部品

メーカーや金型メーカーなどの裾野産業によって支えられていますが､中国の産業発

★ 16 財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済展望に関する研究会報告書｣(2002年 6月)によります｡
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展によってこうした裾野産業の一部が中国にシフトしてい くことで､日本の産業が長

期的に競争力を維持できなくなる可能性が議論されています｡しかし､現実に電気機器

産業などでは企業が生き残 りのため国境を越えた分業が行なわれてお り､一国内の集

積のメリットを超えたかたちで規模の経済を享受しています｡結局､裾野産業におい

ても競争力ある分野が日本に残 り､競争力を失いつつある分野が中国へシフトしてい

くことになるはずです｡

さらに､そ うした結果､今後の日本のリ-ディング産業は時代とともに変化していく

ことになり､自動車や電気機械産業についてもその生産 している製品の内容や技術は

大きく変化 してい くと考えられます｡重要なのは新たな技術分野や製品を開拓して競

争力を獲得してい くことであり､そ うすれば伝統的な分野が中国にシフトしていって

も日本経済全体が衰退することにはならないと考えられます｡すなわち､中国と競合す

るする分野を無理にテコ入れするより日本が技術進歩や製品開発を速いペースで進め

られるような分野に資源を円滑に配分していくことが重要です｡

これはちょうど1970年代以降､電機､鉄鋼､自動車などの日本の産業発展が､アメリ

カの同種の製造業を脅かしたのと同じです｡アメリカはその後産業構造を大きく変化さ

せ､1990年代には日本との競合の少ない多 くの先端分野を拡大させて経済再生を図りま

した｡以下では､これをふまえて今後 日本の産業の進むべき方向とそのための対応策

について考えてみます｡

日本産業の進むべき方向

中長期的に日本が産業の活力を維持 ･発展させるとともに､雇用の拡大を図っていく

ためには､次のような方向が考えられます｡

第 1は､中長期的に高い産業の国際競争力を維持していくためには､IT､バイオテク

ノロジー､ナノテクノロジーなど先端技術の研究開発を活発化し､それを迅速かつ持続

的に産業にとりいれていくことで､欧米先進国やアジア諸国ではつ くれない新製品､新

事業の創出や品質､生産効率の飛躍的向上につなげることです｡

第 2に､地球環境問題-の対応などこれからますます世界的に対応が必要とされる

(すなわちニーズが高まる)分野について､重点的に研究 ･技術開発､製品開発､事業化を

進めることです｡とくに省資源 ･省エネ技術､環境関連技術はわが国が現在でも進んで

いる分野と考えられ､こうした分野の強化､発展させてい くことです0

1 120 !



第 1章 中国の経済発展とその日本経済への影響

第 3に､少子 ･高齢化など日本国内で対応を迫られ､ニーズの高い分野､すなわち健

康､医療､福祉､教育などの分野について､質の高いサービスや機器を リーズナブルな

価格で供給する体制をつ くってい くことです｡雇用拡大の観点からもこのようなサー

ビス業で高い質の雇用の拡大を図るとともに､そ うしたサービスを支援する機器を開

発する製造業を発展させることです｡また､それら製造業では機器の製造 ･販売だけで

なく､アフターサ-ビスなど関連サービスを付加した り､関連サービスと連携すること

で､雇用拡大や収益の確保を図っていくことです｡

第4に､多様な産業が存在する日本産業の特徴を生かして､異業種交流やネットワー

クを構築するなかで､新しいアイデアやイノベーションを促進し､事業化することで､

新しい生活文化 (ライフスタイル)を生み出していくことです (日本発の生活文化の発信)0

その際､異業種のノウハウをうまく統合した り､調整した りする産業 ･企業の役割も重

要です｡そうした分野において既存の総合商社､大企業､大手銀行などのもつ人材やノ

ウハウが役立つ可能性があります｡

第 5に､リスクの高い先端技術の開発やイノベーションを促進していくためにも､金

融 ･保険などの金融面でのサービスの生産性の向上と信頼の回復が不可欠です｡また､

企業の間接部門の効率を高めるためのビジネス支援サービス業の発展を促すことが雇

用拡大の面からも重要です｡これらサービス業の発展と製造業の発展の好循環がつ くり

だされれば経済全体の持続的発展と産業構造の高度化につながることでしょう｡

以上のように､今後ますます知識や情報が重要となる経済 ･社会において､日本経済

のこれまでの長所を生かすとともに､これまで短所 とみられたことを長所に変えるこ

とで､他国にないものを生み出しつつ比較優位を創造していくことです｡それができれ

ば､経済におけるグローバル競争の激化や中国 ･アジア諸国の台頭を脅威と感じる必要

はなく､世界各国との共存､共栄を図っていくことが可能となるでしょう｡

政策対応の方向

以上のような方向で日本の産業構造を高度化 し､日本経済を再生 してい くための政

策対応の方向としては､以下のような点が重要です｡

第1は､研究開発､技術開発への支援です★17｡長期にわたる基礎研究への取組みのは

★17 日本の研究開発･技術開発の特徴と課題については､連合総研｢1999-2000年度経済情勢報告｣第Ⅱ部
第 1章 (3)を参照｡
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か､産官学の連携強化とそれを可能にする環境の整備が重要です｡

第 2は､新たなイノベーションの促進や新産業創出のため､特色ある地域的な産業集

積 (産業クラスター)の形成を支援することです｡地域の中堅 ･中小企業は､経済のグ

ローバル化のなかで厳しい国際競争にさらされています.今後成長分野等に事業の転

換 ･拡大を進めていくうえでも､地域の産業 ･企業が一社で対応してい くことは困難で

あり､上述の産官学の連携も含め､世界に通用する新事業が次々と展開されるよう地域

で特色ある産業集積の形成を進め､地域経済の活性化を図ることが重要です｡

第 3は､少子･高齢社会への対応のためにも地域の生活密着型産業の育成･強化を図る

とともに､企業が自治体やNPO とも連携 して質の高いサービスを供給できるように支

援 ･監視する体制を整備することです｡こうした産業が地域の雇用の新たな受け皿とな

ることが期待されます｡

第 4は､衰退産業から資源が円滑に移動できるように､資本市場や労働市場を整備す

ることです｡また､人的資本が競争力の究極の源泉であることから､教育 ･訓練体制の

整備充実､人材の最適配置を促進する情報流通システム等の体制整備が重要です｡

第 5は､産業空洞化防止のためにも､現在のようなアンバランスな対外 ･対内直接投

資の状況を是正するよう､対内直接投資の拡大につながる政策を進めることです｡その

ため､ビジネス環境の改善のほか､経済特区の活用なども有効でしょう｡

第 6は､知的財産戦略の確立･展開です｡国内において ｢知的財産立国｣をめざす一方､

海外における知的財産保護の強化を図ることにより､技術開発-のインセンティブを

高め､開発された技術を人類社会の発展-の貢献ととともに､わが国経済 ･産業の発展

に有効に活用することです｡

第 7は､東アジア経済との連携を強化するとともに､多国間､地域間､二国間など多

層的な対外経済政策を推進することです｡中国をはじめ東アジア地域は世界の成長軸

です｡その経済活力をとり込んで日本経済の発展につなげていくためにも東アジア経済

との連携を強化するとともに､WTO､APECに加えて､自由貿易地域 (孤 )や経済連携

協定 (ERA)などの新しい地域間協力の枠組みを柔軟に活用していくことか重要です｡

参考文献

*南亮進･牧野文夫編 『中国経済入門』日本評論社､2001年 1月｡
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*トラン･ウァン･トウ､原田泰､関志雄 『最新/アジア経済と日本』日本評論社､2001年 7月｡

*財務省財務総合政策研究所 ｢アジアの新たな経済発展に関する研究会｣報告書､2002年 6月｡

*渡辺利夫 ･向山英彦編 『中国に向かうアジア アジアに向かう中国』東洋経済新報社､2001年3月｡

*沈才彬 『チャイナショック』日本能率協会マネジメントセンター､2002年 5月｡

*産業構造審議会新成長部会 ｢第 3期中間とりまとめ｣､2002年 8月｡

*経済産業省 『通商自書 2002』ぎょうせい､2002年 5月｡

*経済産業省編 『競争力強化のための6つの戦略』東洋経済新報社､2002年 8月｡

*村上直樹 『中国経済 45のキーワー ド』青春出版社､2002年 9月.

*木村福成 ･丸屋豊二郎 ･石川幸一編著 『東アジア国際分業と中国』ジェトロ､2002年9月｡
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第 2 章 労 働 組 合 の 視 点 か らみ た 問 題 点 と課 題

日本経済はデフレと不況の悪循環の連鎖を断ち切れない状況のなかで､なかなか本

格的な景気回復へのきっかけをつかめません｡かつてケインズは､第 1次大戦後のデフ

レ状況のなかで､｢インフレーションは不公正であり､デフレ-ションは不当である｡｣

と述べ､貨幣価値の変動はいずれの方向においてであれ社会的な弊害を生むと論じま

した｡けれども､その弊害は金利生活者､企業者､労働者という3つの階級にとって一

様にはたらくものではなく､｢デフレーションは､企業者が損失を回避するために生産

を制限するようになるから､労働者と企業者にとって窮乏化をもたらし､したがって雇

用にとって悪｣であり､｢ドイツのような極端なインフレーションを除けば､両者のう

ちでは､おそらくデフレーションの方が悪質である｡｣と指摘しました (J.M.ケインズ

1923)｡いま日本の労働者は､容赦なく雇用を破壊するデフレ圧力の不当さを､身をもっ

て実感しています｡ここでは､そうした労働者の利害を代表し､仕事と暮らしの安心 ･

安定を求める労働組合の視点から､日本経済の現状と課題について考えてみることと

します｡

(1) 日本経済の現局面 :｢負債デフレの昆｣からの脱却が課題

腰折れの琴念が高まる2002年後半以降の景気動向

2000年 11月以降の厳しい景気後退局面は､2002年に入って下げ止まりの様相をみせ､

5月 17日には内閣府 ｢月例経済報告｣が事実上の ｢景気底入れ宣言｣を行ないました｡け

れども､それもつかの間､2002年後半には再び景気の先行き懸念が高まっています｡

アメリカ経済の回復を背景とした純輸出の伸びに支えられた年明けからの景気底入

れは､国内の民間需要の盛 り上がりにはなかなかつながっていません.一向にデフレ

の進行が止まらず､所得環境の悪化が続 くなかで､個人消費の低迷が長引いています｡

また､将来の需要が見込めないことから民間設備投資も2001年 10-12月期以来大幅な減

少で推移しています｡加えて､過去2年以上にわたる緊縮財政もまた景気を下押してい

｢可
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ます｡公的固定資本形成の実質伸び率は､2000年度▲7.4%､2001年度実績▲6.6%でし

た｡2002年度も公的固定資本形成の伸びはやはり実質マイナスになると見込まれ､連合

総研の試算では▲3.9%と予測されます｡この間のデフレ下の深刻な不況のなかにあっ

て､財政は景気中立的どころか､むしろ景気をさらに悪化させる方向で運営されてきた

のです｡

このように､もともと景気の腰が弱かったうえに､2002年度後半から2003年度にかけ

ては､①アメリカを中心とする世界経済の成長減速､②内外の株価低迷､③不良債権処

理のデフレインパクトなど､次第に景気失速のリスク要因が高まっています｡

不良債権処理加速化政策の問題点

景気の現局面がこのように危うい状態に置かれているなかで､10月30日に政府は ｢改

革加速のための総合対応対策｣を発表しました｡けれども､その内容は ｢2004年度まで

に主要行の貸出債権に対する不良債権比率を現状 (8.4%)の半分程度に低下させ､不良

債権問題の終結を目指す｣という不良債権処理の加速化が中心です｡｢先行減税の実施､

雇用対策や中小企業対策など安全網 (セーフティーネッb)の拡充｣も取り上げられては

いるものの､当面は追加的な財政出動に頼らない範囲で実施できる案が盛 り込まれた

のみで､その実効性にあまり期待できるものではありません｡補正予算編成について

は､｢金融 ･経済情勢に応じて､大胆かつ柔軟な政策運営を行う｣とされていますが､そ

の時期と規模は明らかではありません｡不良債権処理の加速がもたらすデフレインパ

クトに対する需要面での対応は現在のところほとんど考慮されていないといっても過

言ではありません｡

1992年度から2001年度までの金融機関による不良債権処理額は累計で90兆円に達し

ています｡にもかかわらず､2002年3月末の全国銀行の不良債権残高は43.2兆円に及び､

2001年3月末の33.6兆円に比べ9.6兆円も増えています｡デフレと不況の悪循環的スパイ

ラル現象が止まらない限り､いくら不良債権を処理しても新規に発生する不良債権に

追いつかず､結果として残高は一向に減らないという状況が続いているのです｡

不良債権の新規発生と景気動向には明らかな相関関係があります｡日本経済が 1990

年代前半の長期不況からの本格的回復に向かいはじめ､3.4%の成長を記録した 1996年

度の新規発生額は2兆円にとどまりましたが､その後橋本政権の下で景気が急速に悪化

した1997､1998年度には15-16兆円規模に膨れ上がっています｡そして､小潮内閣の緊
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急経済対策などで､なんとか2%弱のプラス成長となった1999､2000年度には10兆円前

後に縮小し､｢構造改革なくして景気回復なし｣を掲げて登場した小泉政権の下で戦後

最悪の▲ 1.9%成長に転落した2001年度には､不良債権の発生額も過去最高の約17兆円

に拡大してしまいました (日本総合研究所2002)0

ハードランディング的不良債権処理はデフレの悪循環を加速する

バブルの清算としての不良債権処理は､実は1997年ころにはぼ終了したといわれて

います｡それ以降の不良債権問題は､デフレによる新たな不良債権の発生をいかに食い

止めるのかという問題に局面が転換したと捉えるべきでしょう｡政府 ･企業 ･家計の経

済主体が過剰債務を抱えている状態のもとで､デフレと負債が悪循環の連鎖を引き起

こす ｢負債デフレの昆｣が新規の不良債権を次々に生み出してしまうのです｡デフレは

企業の正味資産を下落させ､債務負担の重圧を増大させる結果､デフレが進めば進むほ

ど企業のバランスシー トは悪化し､やがてはその負債の一部が不良債権化します｡一

方､バランスシート悪化に直面した企業による生産､取引､雇用の削減､債務返済優先､

投資抑制は､デフレをますます加速させます｡

デフレで景気が悪いから不良債権が減らないのであって､その逆ではありません｡

｢総合デフレ対策｣と銘打った今回の政府の対策は､その現状認識からして問題がある

といえるでしょう｡しかも､現在の日本が直面しているマクロ経済環境は､橋本政権の

下で経済 ･金融破綻が生じた 1997年に比べてはるかに悪化しており､GDPギャップは

3-40/0,にも及ぶといわれています｡このような需要不足のデフレ下で､不良債権処理の

加速を強行すれば膨大な倒産企業と失業者が発生することは容易に想像がつきます｡

内閣府が昨年発表した試算によっても､2001年 3月末時点での主要行のオフバランス化

対象債権 (破綻懸念先以下に分類される不良債権)12.7兆円を2004年度末までに処理すると

した場合､倒産やリストラにより離職を余儀なくされる人が40-60万人発生するとさ

れています｡2002年 3月末時点では､新規の不良債権発生によって主要行のオフバラン

ス化対象債権は15.4兆円に拡大していますから､政府の試算をそのまま適用しても､不

良債権処理による離職者数はさらに大きくなります｡倒産､失業の増加に伴 う景気失

速､デフレの進行をも考慮した第一生命経済研究所の試算によれば､3年間で ｢4.4万件

の倒産､45.3万人の失業､6.7兆円のGDP減少｣という結果がもたらされると推計されて

います (第一生命経済研究所2002)0
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2003年度の景気押し下げ要因としては､さらに社会保障負担増 2.5兆円が予定されて

いることも考えなければなりません｡-そのうえに､不況下での緊縮財政という政策スタ

ンスが維持されるとすれば､日本経済が再び破綻の危機に陥ることは確実です｡

｢負債デフレの畏｣から抜け出すことこそが最優先課題

当面する経済政策の最大の課題は､一刻も早 く ｢負債デフレの昆｣から抜け出すこと

にあります｡そのためには､財政と金融政策の両者によるリフレ政策をとり､有効需要

を喚起することが必要です｡現在の日本のように､先進工業国で3年以上にも及ぶ長期

の持続的物価下落はほとんど知られていません｡今の日本経済は､まさに異常な状態

にあることを認識した うえで､大胆な政策をとることが求められています｡経済を正

常化することなくして､財政再建も不良債権処理も､さらには国際経済環境の変化に対

応した構造調整を円滑に進めることも不可能であることを認識すべきです｡

経済政策としては､①デフレを解消し､2年程度で消費者物価上昇率 1-2%達成を目

標とした金融政策を行なうこと､②財政政策は民間の自律的成長が整 うまで積極的ス

タンスを維持すること､③民間消費が堅調に増加するため､実質可処分所得の増加をは

かると同時に家計の不安を解消し消費性向を高めること､などが基本となるでしょう｡

労働組合の課題:賃金下落への歯止めと時短による｢ワークシェアリング｣

労働組合の課題としては､雇用安定の確保が最重点課題であることはいうまでもあ

りませんが､同時に物価下落を上回るスピー ドで進んでいる賃金下落に歯止めをかけ

ることも重要です｡デフレと賃金下落の悪循環は雇用をますます縮小させてしまうから

です｡けれども､最低でも個別賃金の水準を維持し､賃金下落に歯止めをかけることは､

現在の状況のなかでは､個別企業というミクロのレベルの取 り組みでは限界がありま

す｡産業別組織の指導のもとでの共闘と連合の進めるミニマム運動の連携によって､

企業の枠を超えた社会的合意形成をはかる必要があるでしょう｡

さらには､リストラによる要員減少のなかでサ-ビス残業も含む長時間労働が拡大

していることや､メンタル-ルス問題が深刻化していることへの対応も喫緊の課題で

す｡労働時間の短縮と年休の完全取得の取 り組みは好不況にかかわらず進められるべ

き運動課題ですが､とりわけ高失業下の現在においては ｢ワークシェアリング｣による

雇用創出効果という点でも重要です｡

ド
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(2) 供給サイド重視の政策の問題点 :｢痛み｣の長期化と不安の構造化

｢構造改革｣による｢痛み｣は短期にとどまる保証はない

昨年 6月に発表された小泉内閣のいわゆる ｢骨太の方針｣は､｢今後2- 3年を日本経

済の集中調整期間と位置づげ､短期的には低い経済成長を甘受しなければならないが､

その後は経済の脆弱性を克服し民需主導の経済成長が実現することを目指す｣としてい

ます｡そこに貫かれている論理は､｢弱者は淘汰すべし､強者は支援すべし｣であり､た

とえ倒産､失業という ｢短期的な痛み｣が生じても､それに耐えてこそ ｢長期的な経済

再生｣が実現するというわけです｡

経営体質の脆弱な企業が淘汰されて市場から退出し､競争力のある健全な企業だけ

が生き残れば産業は活性化し､日本経済は再生するという主張は､一見もっともらしく

聞こえます｡けれども､このシナリオが実現するのは､需要が減らないという前提のも

とにおいてのみです｡現在の日本経済のように需要不足で不完全雇用状態にあり､し

かもデフレの進行が止まらないという状況の時に､このような政策を実行すれば､脆弱

な企業が淘汰される過程で失業が発生し､景気はますます悪化し､需要不足はますます

深刻化します｡そうなれば経営が悪化し弱体企業に転化してしまう企業が新たに発生す

るでしょう｡こうした悪循環の連鎖が続 く限り､｢短期的な痛み｣が本当に短期にとど

まるかどうかはわからないのです｡なおかつ､｢痛み｣は国民全体に均等に分担される

わけではありません｡もっとも弱い部分が集中して負わされることになるのです｡しか

も､そうした ｢痛み｣が構造化される恐れさえ十分にあります｡たとえば､循環的な需

要不足要因によって発生した失業も､失業の長期化によって滞留する事態が生じれば､

ついには構造的･摩擦的失業に転化し､いわゆる失業の `̀コア'が形成されています｡欧

州諸国で起きた現象です｡現在の日本経済も､長期失業者比率の上昇や若年者､高齢者

の失業率が高いことは､すでにその段階に達 していることを示しているといえるで

しょう｡

生活不安による消費不況が景気の基盤を脆弱にしている

日本経済の不振を供給サイドにのみ求め､その強化にしか経済再生の道はないとす

る議論は､明らかに一面的です｡日本経済は､90年代以降ほぼ一貫して需要不足の状態

I.28 …
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にあります｡その構造にもメスを入れるべきでしょう｡そ うした視点に立つとき､近年

における消費構造の変調に着目せざるをえません｡

総需要の6割を占める個人消費は景気の下支えといわれます｡消費は他の需要項 目に

比べて景気変動による振れが小さく､好況時には所得の伸びに遅れて反応し､所得ほど

には増加 しないかわ りに､不況時にも所得はど大きくは低下 しないとい う安定性を

もっているからです｡ところが 1997年以降の日本の個人消費にはこの安定性が失われ､

｢消費の減退が景気悪化を増幅させる現象｣､すなわち､｢消費不況｣の兆候が現れてい

るといわれます｡その原因は､雇用不安､老後不安､年金不安などの生活不安による消

費の萎縮です (松原隆一郎2002)0 ｢消費不況｣の現状を分析したみずほ総合研究所の報告

書によれば､2002年 1-3月期の消費下押し幅は､｢将来不安｣という構造要因で4.2兆円､

｢賃金下落期待｣｢実質金利高止まり｣という循環要田でそれぞれ2.3兆円､1兆円におよぶ

と推計されています｡同報告書は､｢将来不安と足元のデフレによって､我々は合計 7.5

兆円の得べかりし需要 (実質個人消費に対し2.6%､実質GDPに対し1.4%)を逸失していると

言っても過言ではない｣と指摘します (みずほ総合研究所2002)｡デフレ･スパイラルのな

かで､生活不安と消費萎縮の悪循環が構造化されてしまっているのです｡需要面に着

目するならば､生活不安を払拭し､このような悪循環を断つことこそが真の ｢構造改

革｣ではないでしょうか｡

不安列島日本からの脱出こそがめざされなければならない

連合総研が2001年 4､10月､2002年 4月と過去 3回にわたって実施した ｢勤労者の仕

事と暮らしについてのアンケート調査｣(首都圏･関西圏の勤労者対象)は､職場でのリスト

ラが日常茶飯事となり､自らが職を失 うことも含めて､失業が身近な出来事となるなか

で､人々が将来の生活に大きな不安を抱いていることを明らかにしました｡1990年代後

半以降の失業率の高まりと平行して､犯罪率､自殺率の上昇など､次第に日本社会の安

定が突き崩されていく兆候が目立つようになっています｡

最近刊行された化学 リーグ21の組合員意識調査 (2000年 9月実施､有効回答4,143名､有

効回収率73%)の報告書 (石川晃弘監修･化学リーグ21編2002)は､職場と仕事をめぐる諸問

題とともに､いま労働者が感じている社会不安の内容をきわめて包括的に明らかにし

ています｡この調査では､いま日本社会のなかで不安材料と目される事柄 17項 目につ

いての､組合員の不安感の度合いを聞いています｡そのうち､｢不安を感じている｣か

下 1
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40%を超え､これに ｢ある程度感じている｣を加えた比率が80%以上の上位項目は､①

非行や犯罪の頻発､②自然環境の破壊､③食品や大気の汚染による生活環境の悪化､④

税など公課負担の不公平､⑤老後の生活不安でした｡

同報告書の分析によれば､17の不安項目の回答結果からは､｢社会解体｣(社会連帯感の

欠如など)､｢環境危機｣(自然環境の破壊や国際紛争激化など)､｢生活悪化｣(老後不安やセー

フティネット欠如の不安など)､｢関係崩壊｣(犯罪･非行や家族関係､人間関係の希薄化など)の

4つの不安類型が摘出され､｢生活悪化｣｢環境危機｣に関しては約半数の組合員が､また

｢社会解体｣｢関係崩壊｣については約4分の1の組合員が大きな不安を抱いているといい

ます｡

いま日本の労働者は､まさに右を向いても左をみても､不安ばかりという閉塞状況の

なかに生活しています｡｢痛み｣に絶えてこそ日本経済の浮かぶ瀬はある､と平然として

いられるのはよほどの例外的人物でしょう｡化学 リーグ21の組合員の抱いている不安

感は､おそらく日本の普通の働 く人々が共有するものでしょう｡こうした不安を早期に

解消し､仕事と暮らしの安心 ･安定を取 り戻さなければなりません｡それなくして経済

活力の基礎は築けないと考えます｡

(3) ｢よりよい社会｣をめざして:福祉経済社会と雇用戦略

福祉経済社会のビジョン

いま人々をとらえているさまざまな不安は､現在直面しているものであると同時に､

日本の経済社会システムの将来に対する不安でもあります｡そして､現在の不安をとく

ための当面の対応は､将来向かうべき社会像に関するビジョンやその根底にある価値

観を明らかにすること抜きには構想することができません｡短期の課題の解決は､そ

の積み重ねの果てにどのような将来がありうるのかという青写真を必要とします｡

連合総研は､日本の経済社会システムが向かうべき将来像として ｢福祉経済社会｣と

いうビジョンを提起してきました (官滞健一･連合総研編 1995､正村公宏･連合総研編2000､

栗林世･連合総研編2001)｡それは､福祉と経済をトレードオフの関係でとらえるのでは

なく､福祉と経済の間には補完関係があるという視点に立ちます｡そして､福祉の充実

による暮らしの安心 ･安定が経済活力の基盤となり､また経済活力が福祉を充実させる

源泉となるような相互補完関係のもとに ｢効率｣と ｢公平｣の調和をはかるための社会の

= 130 -
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あり方を ｢福祉経済社会｣と呼び､これからの日本が向かうべき将来像として提起しま

した｡そこでは､個人の自由と尊厳を前提としつつ､｢完全雇用｣｢福祉国家｣｢機会均等｣

｢誰も排除されない社会 pnclusiveSociety)｣の4つの目標の実現がめざされます｡

ここで､福祉と経済の相互補完関係をつなぐキーになるものは雇用です｡働 く意思

と能力をもつすべての人々に就業機会が保障されることは､福祉の持続可能性を担保

するものだからです｡急速な高齢化の進展を前に､増大する従属人口をこれ以上支え

きれないとする福祉後退諭が主張されます｡けれども､問題はたんなる年齢構成の変化

にあるのではなく､就業人口と非就業人口の比率にあります｡すなわち､就業率 (就業

者/ 15歳以上人口)がポイントです｡高齢化は､年をとっても元気な人が多くなったか

ら平均寿命が延びているという積極面があることにも注目しなければなりません｡また､

女性の就業意識の高まりも､就業率を高める大きな要素です｡

働 くということを機軸に社会連帯のシステムとしての福祉のあり方を構想する考え

方は､連合の21世紀挑戦委員会の ｢労働を中心とする福祉型社会｣､すなわち､｢働 くと

いうことに最も重要な価値をおき､すべての人に働 く機会と公正な労働条件を保障し､

安心して自己実現に挑戦できるセーフティーネットがはめこまれた社会づくり｣に通ず

るものです｡

福祉経済社会実現の基盤をつくるための雇用戦略

いま私たちが直面している雇用危機を乗 り越えることは､｢福祉経済社会｣実現のた

めの不可欠の要請です｡そこで､昨年連合総研は ｢雇用戦略- 活力ある安心社会構築

の条件｣をまとめました (連合総研2001)0

雇用問題を考えるうえでは､雇用が経済社会の活力や安定の要であることを再認識

することが重要です｡今日の雇用危機から脱却するためには､狭義の ｢雇用対策｣の領

域を超え､暮らしや働き方全般に関わる産業 ･教育 ･福祉などの雇用に関わる経済社会

政策領域を総合する戦略が求められていると考えます｡それがここでいう ｢雇用戦略｣

です｡

雇用戦略の基本となる理念は ｢働く意思と能力｣を持つすべての人に雇用機会を保障

すること､すなわち ｢完全雇用｣です｡｢完全雇用｣は､個人の立場からみて､働 く意思

にもとづき､能力を発揮する場が保障されることによって､生活の安心 ･安定かえられ

ると同時に､仕事を通じた自己実現によって社会参加が保障されることであり､他方､
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社会の立場からみた時､経済的効率の達成と､社会的安定を確保するための不可欠の前

提条件であると同時に福祉の持続可能性を担保するものでもあります0

このような理念を実現するための戦略的目標として､次の4つの柱が考えられます｡

第 1には､人に投資することです｡近年の技術進歩と産業変動の速さを反映して､経

済成長に対する人的資本の寄与率は格段に高まっており､｢人に投資する｣ことは､経

済活性化の不可欠の要件です｡それは､同時に､職業安定の基礎でもあります｡

第 2に､雇用の柔軟性 と安定性を両立させることです｡ここでは､日本的雇用システ

ムの特徴である ｢長期安定雇用慣行｣の持つ柔軟性と安定性に着 目しつつ､その企業内

閉鎖性､風通しの悪さを改革し､｢転職しても不利にならないシステム作 り｣など､開

かれた社会的システムに向けての改革が課題となります｡

第 3には､雇用における機会均等待遇により ｢誰も排除されない社会｣を構築するこ

とです｡具体的には､年齢差別の解消と ｢エイジレス社会｣の実現､非正規雇用の処遇

改善､男女共同参画社会のためのファミリー ･フレンドリーな職場の実現､障害者の自

立援助 と雇用環境の整備などの課題があげられます｡

第4には､生涯生活時間の配分を自ら決定することのできる条件を拡大することです｡

働いている時間を生涯生活時間全体のなかに位置付け､生涯生活時間の配分を見直す

ことは､働 くこと､学ぶこと､余暇 ･社会活動のバランスのとれた社会を実現すること

を展望します｡

以上の基本理念と4つの柱で構成される､働 く者の立場からみた ｢雇用戦略｣は､個

人の一生のなかでの ｢働 く時間｣を豊かにし､そのことを通じて社会連帯にもとづ く

｢よりよい社会｣の基盤形成をめざすものです｡そこで想定されている個人は､市場のな

かで原子のように孤立して存在するものではありません｡自己の一生を充実して送 り

たいと願 うと同時に､仕事を通 じた連帯にもとづいて社会に貢献することを願 う個人

です｡そ うした個人を支援するための自助･共助･公助のネットワーク形成こそが ｢雇用

戦略｣の内実をなすといえるでしょう｡

労働組合の連帯原理が真価を発揮するとき

労働組合は､雇用労働者が孤立 した個人 としては立ち向かえない仕事 と暮らしのう

えでの諸問題に対して､｢一人はみんなのため､みんなは一人のため｣とい う連帯原理

にもとづいた社会的解決をめざそ うとする組織です｡その理念･行動原理は､｢自己責任
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第2章 労働組合の視点からみた問題点と課題

原則｣に基づき市場の自己調整機能にすべての問題の解決をゆだねようとする考え方の

対極にあ ります｡

市場は価格メカニズムにもとづ く資源の有効配分を通 した経済的効率の達成 とい う

点で､私たちの社会生活にとって大いなる効用をもたらして くれるものです｡けれども､

基本的に私利私欲の追求を原理 とする市場のはたらきは､社会にとって大いなる欠陥

を含むものでもあ ります｡市場の欠陥を制御する社会規範のはたらきなしに､それは

自動的に人間にとっての幸せをもたらして くれるものではあ りません｡市場機構の効

用を説いたアダム ･ス ミスは､周到にも､私利私欲の追求が社会的に容認されるために

は､人々の ｢共感 (シンパシー)｣とのバランスが不可欠だと指摘 しています｡効率の名

のもとにすべてが許されるとい うことはありません｡

もし､効率の追求が､社会的一体性を損なうまでに突き進んだ とすれば､それは長期

的には､人々の ｢共感｣を動揺させ､｢信頼｣とい う財の希釈化を通 じて社会全体の非効

率化をもたらすでしょう｡そ うならないための大切な防波堤のひとつが労働組合です｡

未曾有の ｢困難な時代｣のなかにあって､労働組合がその真価を発揮することが求めら

れています｡
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1.-時的な底入れで楽観できない日本経済

わが国経済は､2002年初めに底入れしましたが､これは､必ずしも自律的な国内需要

の盛 り上がりによってもたらされたのではなく､もっぱら純輸出の増によってもたら

されたものです｡デフレが進行するなか､失業率が5%台半ばで推移するなど､現在景

気の状況は厳しいことには変わ りありません｡世界的な株安のなかで､頼 りとしてい

たアメリカ経済の先行き懸念が深まっていますし､日本経済も不良債権の処理がデフ

レを加速するのではないかとの懸念から株価は足下急速に下落しています｡このような

状況の下､これまでのところ財政政策は国債発行 30兆円の呪縛で緊縮的なものとなっ

ています｡

このような状況を踏まえると､2002年度の実質経済成長率は､下げ止まるものの依然

厳しいものになりそうです｡民間需要は民間最終消費支出 (前年度比0.0%増)は横ばいと

なり､民間設備投資 (同▲7.7%減)や民間住宅投資 (同▲6.3%減)は大きく減少するもの

と見込まれます｡このように民間需要が大幅に減少するなかで､政府投資 (同▲ 3.9%減)
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も減少するため､内需の寄与度は▲ 1.1%のマイナスとなります｡アジア向けを中心と

する輸出の回復を背景に純輸出寄与度 (寄与度1.0%のプラス)は大幅に増加するため､全

体として実質経済成長率は▲0.1%程度の低下に止まるものと見込まれます｡

2.デフレ克服のため積極的な政第-の転換が必須な2003年度

2003年度においては､わが国経済の最大の課題であるであるデフレから脱却するこ

とが最も重要な課題です｡現下の状況を考えれば､2003年度においていきなり2%を超

える高い成長は非常に困難でしょう｡しかしながら､適切なデフレ政策を実施すれば､

さらにいっそう深刻な状況に陥ることを防ぎ､デフレを克服することは可能です｡

現在不良債権処理政策が大きな問題となっています｡不良債権処理を強力に推進す

ることは短期的には､非常なデフレ圧力になりますし､不良債権処理が景気を悪化させ､

さらに不良債権を生み出すことも考えられます｡しかしながらデフレを克服できなけれ

ば､不良債権問題も解決困難です｡不良債権処理政策を推進するためにも､短期的な悪

影響を相殺するような強力なマクロ経済政策が不可欠となります｡

そこで､今回のシミュレーションでは､デフレ克服のための強力な適宜適切なマクロ

経済政策を実施した [ケースA]と､景気の状況が悪化してもなお引き続き緊縮的な財

政政策が続けられる [ケースC]と､その中間の [ケースB]を想定し､結果をみてみる

ことにします｡

[ケースA】

ケースAでは､デフレの克服を最優先に考えます｡まず､春季賃上げ率が2%となり､

財政政策に関しては､民間需要が大きく落ち込み景気の状況が深刻なものになるなか

で､公的需要によって景気の底上げを行なうために､赤字国債を財源として大型補正予

算を編成し積極的な財政運営を行ないます｡具体的には､2003年度の公共投資は5%増

やすとともに､基礎年金の国庫負担の増加にともなう保険料率の引き下げや住宅減税

等の拡充で国民負担を今より2.5兆円軽減します.また､為替 レ- トについては､円安

誘導策の強化等により､1ドル-130円になるものとします｡

このケースでは､民間需要の落ち込みを公的需要によって下支えすることにより､所

得ひいては消費の落ち込みを防ぎ､深刻なデフレスパイラルに陥ることを防ぐことが
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[参考] 計量モデルによる2003年度日本経済の展望

できます｡2003'年度の実質経済成長率は､これだけの政策の下支えにより､ようや く

1.8'%増と2%Oには達しないもののプラスの成長に戻ることが可能となり､2003年度から

の成長軌道を正常なものとするための展望をひらくことができるようになるものと見

込まれます｡さらに､失業率はやや改善し､国内卸売物価の低下も▲ 0.2%にとどまり､

今後のデフレ抑圧へ向けた橋頭壁を築 くことができます｡

[ケースB]

ケースBでは､政府は景気を下支えするために､赤字国債を財源として中規模の補正

予算を編成するものとします｡具体的には､国民負担については､2003年度に予定され

ている社会保障負担の増加は2.5兆円規模で予定通 り行なわれる一方で､所得税減税が

1.5兆円の規模で行なわれるため､国民負担の増加は1兆円に抑えられます｡また､支出

面では2003年度の公共投資は横ばいに維持されます｡他方､企業における人件費の抑

制基調が続き､春季賃上げ率が2002年度と同じ水準に止まることを想定しています｡

円レートについては､120円程度で推移するものとします｡

こうしたケースでは､景気の再腰折れは免れ､緩やかな持ち直し基調が続き､2003年

度の実質経済成長率は0.4%増と予想されます｡失業率や物価変動率も今年度と同じ基

調が続きます｡

[ケースC]

ケースCでは､政府は緊縮的な財政政策を継続し､支出削減を行ない､企業は依然と

して厳しいリストラを継続し､人件費を抑制し､賃上げ率も低いものに止まることを想

定しています｡

こうしたケースでは､景気は再び腰折れし､深刻なデフレスパイラルに陥り､個人消

費や設備投資も引き続き落ち込みを示すこととなり､2003年度の実質経済成長率は▲

0.5%と3年連続のマイナス成長が見込まれます｡また､失業率は悪化し5.8%に達します｡

以上､3つのケースの比較で明らかなように､2003年度にデフレを克服するためには､

積極的なマクロ経済政策-の転換と所得の増加に繋がる適切な収益の分配が必要であ

るといえます｡こうしたシナリオを着実に実現することによって､国民の安心が高まり

経済の回復への道筋が切 りひらかれると考えられます｡
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(付表)連合総研モデルによるシミュレーション結果

- 前提条件と結果-

2001年度 2002年度 2003年度予測ノケース ケース ケース

実績 予測 A B C

予 名 目政府消費 (伸び率) 2.5% 1.2% 2.4% 1.1% 1.1%

刺 名 目政府投資 (伸び率) -8.3% -5.3% 5.0% 0.0% -10.0%

の 国民負担の増減 (兆円) -2.5 1.0 2.5

前 公 定 歩 合 0.10% 0.10% 0.10% 0.10% 0.10%

堤 春季賃上げ率 2.01% 1.66% 2.00% 1.66% 1.00%

条 対 ドル円レー ト (円/ ドル) 125.0 121.8 130.0 120.0 120.0

件 実質世界GDP (伸び率)(暦年) 2.2% 3.0% 3.7% 3.7% 3.7%

原油価格 (ドル/バーレル) 24.1 25.7 25.5 25.5 25.5

国 実質GDP成長率 -1.9% -0.1% 1.8% 0.4% -0.5%

内需寄与度 -1.40̂ -1.1% 1.4% 0.1% -0.9%

外需寄与度 -0.5% 1.0% 0.4% 0.3% 0.4%

実質民間最終消費 (伸び率) 1.10̂ 0.0% Q.5% -0.4% -0.8%

氏 実質民間住宅投資 (伸び率) -8.0% -6.3% -2.2% -2.9% -3.2%

経 実質民間設備投資 (伸び率) -4.804 -7.7% 0.3% -1.2% -2.9%

済 実質民間在庫投資 (寄与度) -0.8% 0.3% 0.4% 0.4% 0.4%

計 実質政府最終消費 (伸び率) 2.7% 2.3% 2.4% 1.3% 1.7%

算物 実質公的固定資本形成 (伸び率) -6.6% -3.9% 5.1% 0.6% -9.3%

実質財貨 .サービスの輸出 (伸び率) -8.7% 9.8% 4.8% 4.8% 4.8%

実質財貨 .サービスの輸入 (伸び率) -4.7% 1.3% 2.5% 2.9% 2.0%

名 目GDP (兆円) 500.7 488.3 490.5 483.4 477.9

同 増加率 -2.8% -2.6% 0.4% -1.0% -2.1%

国内卸売物価上昇率 -1.1% -I.1% -0.2% -0.9% -0.9%

価 消費者物価上昇率-全国.総合- -1.0% -I.10̂ -0.8% -I.0% -1.2%

労 名 目1人当たり雇用者所得 (伸び率) -0.6% -1.7% -0.4% -0.7% -1.2%

働 名 目雇用者所得 (伸び率) -1.5% -2.6% -1.2% -1.8% -2.4%

関 失業率 5.2% 5.6% 5.4% 5.6% 5.8%

係 有効求人倍率 (倍) 0.56 0.53 0.55 0.52 0.50

拷 就業者数 (伸び率) -1.00̂ -1.7% -0.9% -1.1% -1.2%

標 年間総実労働時間 1843 1888 1889 1889 1883

そ 鉱工業生産指数 (伸び率) -1020̂ 2.50̂ 3.8% 3.2% 2.7%

の 経常収支 (兆円) ll. 14.5 ll.ら 12.2 12.7

他 同 対GDP比率 2.4% 3.0% 2.4% 2.5% 2.7%
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[シンポジウム･フォーラム]

1988年 2月

1991年 12月

1993年 8月

1995年 3月

1995年 12月

1996年 12月※

1998年 8月

｢先進国モデル-の転換に向けて｣(連合総研提言フォーラム議事録)

｢90年代世界と新たな社会経済政策の展望- 問われる労働組合の役割｣(91年連合

総研国際シンポジウム)

｢新しい働き方を求めて- 日本的雇用システムはどこ-ゆくのか｣(93年連合総研

公開シンポジウム)[月刊労働レーダー刊]

｢アジアの経済発展と産業民主主義の可能性｣(94年連合総研国際フォーラム)

｢社会的市場経済は21世紀のモデルとなるか｣(95年エーベルト研究所･連合総研共催 日

独シンポシウム)

｢生涯 『しごと』/学習社会の構築をめざして- 21世紀-の日本の教育改革｣

｢グローバリゼーションと労働の未来｣(連合総研創立 10周年記念国際シンポジウム)

[経済情勢報告]

1988年 11月 ｢生活の質向上をめざして- 88年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1989年 11月 ｢新成長時代にむけて- 89年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1990年 11月※ ｢調整局面をいかに乗 り切るか- 90年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1991年 11月※ ｢内需主導型経済の第二段階-- 91年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1992年 11月※ ｢人間中心社会の基盤構築にむけて- 92年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1993年 11月※ ｢内需主導型経済の再構築- 93年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1994年 11月※ ｢構造調整を超え生活の新時代-- 94年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1995年 11月※ ｢日本経済の新機軸を求めて- 95年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1996年 11月※ ｢自律的回復の道と構造改革の構図- 96年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1997年 11月※ ｢持続可能な成長と新たな経済社会モデルの構築- 97年度経済情勢報告｣(経済社

会研究委員会)

1998年 11月※ ｢危機の克服から経済再生-- 98年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1999年 11月※ ｢安心社会-の新たな発展の布石- 99-2000年度経済情勢報告｣(経済社会研究委

員会)

2000年 11月※ ｢活力ある安心社会構築のために- 2000-2001年度経済情勢報告｣(経済社会研究

委員会)

2001年 11月※ ｢デフレからの脱出と日本経済の再生- 2001-2002年度経済情勢報告｣(経済社会

研究委員会)｣

※は第一書林刊

[研究報告書]

1988年 2月

1988年 10月

1989年 10月

｢欧米なみの生活をめざして｣

｢生活の豊かさをめざして｣(総合生活開発研究委員会)

｢主婦の目からみた日本と西 ドイツ- 日独の生活意識比較｣(総合生活開発研究委員

会)

｢
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1989年 11月

1990年 6月

1990年 10月

1991年 5月

1991年 5月

1992年 1月

1990年 10月

1992年 10月

1992年 11月

1993年 1月

1993年 4月

1993年 8月

1993年 11月

1993年 11月

1､993年 11月

1993年 12月

1993年 12月

1994年 5月

1994年 8月

1994年 9月

1995年 5月

1995年 10月

1995年 10月

1995年 11月

1996年 10月

1997年 1月

1997年 1月

997年 3月

｢ゆとりある生活の構図- 経済先進国にふさわしい家庭の幸せのために｣(総合生
活開発研究委員会)

｢労働時間短縮の経済効果の研究｣(計量モデル開発研究委員会)

｢人間優先の経済社会システムの創造-- 新時代の産業 ･雇用政策 と労働組合の

役割｣(産業雇用調整研究委員会)[第一書林刊]

｢生活者優先の地域創造をめざして- 地域政策 ･地域づ くりと労働組合の役割｣

(地域開発研究委員会)[第一書林刊]

｢地域づ くり･活性化の事例 ･資料集 (地域開発研究委員会報告別冊)｣(地域開発研究委
員会)

｢労働組合への期待 と効果- 『労働条件 と労使 コミュニケーション調査』および

『仕事 と職場環境に関する調査』結果｣(労使関係研究委員会)

｢現代の分配を考える- "バブル''をめ ぐる資産所得格差問題｣(資産所得格差問題
研究委員会)

｢人間尊重の中小企業政策- 中小企業の第三の道｣(産業構造格差研究委員会)

｢90年代の賃金- 賃金決定の課題 と政策｣(賃金問題研究委員会)

同上のリライト版 『給与ショック』[読売新聞社刊]

『労働組合の経済学』(労使関係研究委員会)[東洋経済新報社刊]

｢生活の豊かさ- イメージと現実｣(社会指標研究委員会)

｢連立政権時代の政治システム改革｣(政治･政策システム研究委員会)

｢生活者のための金融制度改革｣(金融と国民生活研究委員会)I

｢環境 と経済- 地球環境 と経済生活の調和をめざして｣(環境と経済研究委員会)

｢生活の豊かさ指標｣(社会指標研究委員会)

｢新時代の経済構造改革- 生活者の視点からの企業 ･公共 システムの再構築｣(経
済･財政システム研究委員会/社会･企業システム研究委員会)

｢21世紀のライフビジョン｣(生活ビジョン研究委員会)

｢中小製造業の技能形成に関する調査熟練技能の再生産が可能な社会に向けて｣

(中小企業技能形成プロジェクト- 連合との連携調査)

｢発展するアジアと日本- 奇跡の成長を超えて･アジアからの発信｣(ア.jァと日
本研究委員会)

｢しあわせの未来形- 2020年-の選択｣(生活ビジョン研究委員会)

｢『昇進』の経済学｣(雇用システム研究委員会)[東洋経済新報社刊]

｢新 しい働き方の創造をめざして｣(新しい働き方研究委員会)

｢2010年の産業 と雇用- 生活開発型産業構造へのシナ リオ｣(21世紀産業構造研究
委員会)

『福祉経済社会への選択- 21世紀 日本 ･市場 と連帯の社会システム』(福祉経済社

会研究委員会)[第一書林刊]

『生涯かがやき続けるために- 21世紀の ｢しごと｣と学習のビジョン』(教育改革

研究委員会)[第一書林刊]

『新 しい社会セクターの可能性- NPO と労働組合』(非営利組織研究委員会)[第一

書林刊]

『労働組合 とボランティア活動- 阪神 ･淡路大震災 とボランティア』(非営利組織

研究委員会)[第一書林刊]

｢参加 ･発言型産業社会の実現に向けて｣(労働法制研究委員会)

ド



1997年 3月

1997年 5月

1997年 12月

1997年 12月

1998年 3月

1998年 10月

1998年 12月

1999年 3月

2000年 5月

2000年 5月

2000年 6月

2000年 6月

2001年 5月

2001年 5月

2001年 6月

2001年 6月

2001年 7月

2001年 11月

2001年 12月

2001年 12月

2001年 12月

2002年 6月

2002年 7月

｢地域における高齢者福祉サービス調査 (中間報告)｣(地域福祉社会研究委員会)

｢地域における高齢者福祉サービス調査｣(地域福祉社会研究委員会)

『労働の未来を創る- グローバル化時代の労働組合の挑戦』(労働の未来研究委員会)

[第一書林刊]

『創造的キャリア時代のサラリ-マン』[日本評論社刊]

｢財政改革の論点｣(財政改革研究委員会)

『ゆとりの構造- 生活時間の5ヵ国比較』[日本労働研究機構刊]

『社会的公正のアジアをめざして』[日本評論社刊]

『グロ-パル経済時代の産業と雇用』[東洋経済新報社刊]

『新福祉経済社会の構築- すべての人びとの 『安心』と社会的連帯をめざして』

[第一書林刊]

『グローバルアジアの社会的発展』[日本評論社刊]

『環境新時代-の挑戦- 循環型社会の実現をめざして』[第一書林刊]

『現代日本のコーポレー ト･ガバナンス』[東洋経済新報社刊]

『会社法改正- 企業のあり方 と労働組合の関わ り方』[労働問題研究会議刊]

｢労働組合の未来をさぐる｣(労働組合の未来研究委員会)

『活力ある安心社会をめざして- 福祉経済社会の創造』[第一書林刊]

｢第 1回勤労者の仕事と暮らしについてのアンケー ト調査報告書｣

『｢転職｣の経済学』[東洋経済新報社刊]

｢検証 :介護保険制度 1年 『介護サービス実態調査』から見えてきたもの｣(介護サ-

ビス実態調査研究委員会)

｢雇用戦略- 活力ある安心社会構築の条件｣(雇用戦略研究委員会)

｢日韓投資協定 ･自由貿易協定に関する中間報告書｣(自由貿易･投資協定研究委員会)

｢第 2回勤労者の仕事と暮らしについてのアンケー ト調査報告書｣

｢第 3回勤労者の仕事と暮らしについてのアンケー ト調査報告書｣

『日本の所得分配と格差』[東洋経済新報社刊]

[委託調査報告書]

1990年 3月

1990年 7月

1991年 3月

1991年 3月

1991年 3月

1991年 6月

1991年 3月

｢労働時間短縮の取 り組みと経営効果に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

｢労働時間短縮に関する勤労者意識の日独比較調査結果報告書｣(労働省)

｢所定外労働時間の削減に関する調査研究報告書｣(労働省)

｢新時代の労使関係に関する調査研究- 女性労働に関する調査研究報告書｣(通商
産業省)

｢企業内雇用諸施策の形成過程に於ける労使関係の在り方に関する調査研究報告書｣(雇
用促進事業団)

｢5カ国生活時間調査報告書｣(日本労働研究機構)

｢ソフトウェア産業の人材開発と教育プログラムについての労使の取 り組みに関す

る調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

1992年 3月 ｢新時代の労使関係に関する調査研究- 労働時間短縮 と生産性に関する調査研究

報告書｣(通商産業省)

1992年 3月 ｢労働時間の短縮 と労働時間制度に関する調査研究報告書｣(労働省)

ド
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1992年 3月

1992年 3月

1993年 3月

1993年 3月

1993年 3月

1993年 3月

1993年 3月

1994年 3月

1994年 3月

1994年 3月

1994年 3月

1994年 3月

1994年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1995年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 3月

1997年 9月

1998年 3月

1998年 3月

1998年 3月

｢ホワイトカラーの雇用 と処遇における労使の取 り組みに関する調査研究報告書｣

(雇用促進事業団)

｢雇用 ･人事諸施策 と労使コミュニケーションの実態に関する調査研究報告書｣(雇
用促進事業団)

｢年次有給休暇と連続体蝦に関する調査研究報告書｣(労働省)

｢個人尊重時代のホワイ トカラ-の雇用 と処遇に関する労使の取 り組みについての

調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

｢高齢者の雇用政策に関する労使の取 り組みについての調査研究報告書｣(雇用促進
事業団)

｢中高年労働者の就業意識に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

｢日本的雇用システムに関する国際比較研究報告書｣(通商産業省)

｢賃金要求水準及び賃金交渉方式等の国際比較｣(日本労働研究機構)

｢大都市圏通勤問題に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

｢中高年齢者の自己啓発等に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

｢ホワイトカラ-の社会的資格に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

｢労働組合における組合員の範囲に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

｢生産性 ･賃金を含めた労働時間制度のあ り方に関する調査研究報告書｣(労働省)

｢中堅管理者層の雇用 ･処遇 と組合ニーズに関する調査研究｣(労働省雇用政策課･雇
用促進事業団)

｢技術者の雇用 と資格取得に関する調査研究｣(労働省雇用政策課･雇用促進事業団)

｢仕事の変化 と労働時間の弾力化に関する調査研究｣(労働省労働時間課)

｢労使協議制 と賃金決定に関する国際比較研究｣(労働省労働組合課･日本労働研究機構)

｢海外における雇用機会の創出等に関する調査研究｣(労働省外国人雇用対策室)

｢勤労者家族問題の総合的調査研究｣(労働省婦人福祉課)

｢時間管理の柔軟化における環境整備に関する調査研究｣(通商産業省企業行動課)

｢高齢者の雇用環境の整備調査研究- サラリーマンの企業帰属意識 と職業転換能

力に関する調査研究｣(通商産業省企業行動課)

｢職種別賃金に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

｢生計費構造 と生活給賃金に関する調査研究パー トⅡ｣(雇用促進事業団)

｢生活時間の実態に関する調査研究報告書｣(労働省労働時間課)

｢勤労者の生活意識に関する5カ国調査研究報告書｣(日本労働研究機構)

｢海外における雇用機会創出等に関する調査研究報告書Ⅲ｣(労働省外国人雇用対策課)

｢会社 とサラリーマンの新 しい関係に関する調査研究報告書｣

｢規制緩和の雇用労働領域に与える影響に関する調査研究報告書｣(通商産業省企業
行動課)

｢現代アメリカ産業社会の変化 と雇用労働に関する調査研究報告書｣(連合総合労働
局)

｢賃金制度改革 と労働組合の賃金政策の新たな展開に関する調査研究報告書｣(雇
用促進事業団)

｢海外における雇用機会の創出等に関する調査研究報告書Ⅳ｣(労働省外国人雇用対
策課)

｢新時代の労使関係の実態および動向に関する調査研究報告書｣(通商産業省企業行
動課)

｢ 1



1998年 3月

1998年 3月

1998年 3月

1999年 3月

1999年 3月

1999年 3月

1999年 3月

1999年 3月

1999年 3月

1999年 3月

2000年 3月

2000年 3月

2000年 3月

2000年 3月

2000年 3月

2000年 3月

2001年 3月

2001年 3月

2001年 3月

2001年 3月

2001年 3月

2001年 7月

2002年 3月
2002年 3月

2002年 3月
2002年 3月
2002年 3月

2002年 3月
2002年 3月

｢ゆとりある就労 と豊かな生活時間に関する調査研究報告書｣(労働省労働時間課)

｢職場労使関係の構造 と労働組合の機能に関する国際比較研究｣､(日本労働研究機構)

｢経済構造改革が雇用問題 と労使関係に及ぼす影響についての調査研究｣(雇用促進
事業団)

｢経済構造改革が雇用問題 と労使関係に及ぼす影響についての調査研究パー ト2｣
(雇用･能力開発機構)

｢労働組合の賃金決定政策及び賃金体系政策の新たな展開に関する調査研究｣(雇
用･能力開発機構)

｢職場労使関係の構造に関する国際比較研究｣(日本労働研究機構)

｢雇用機会の就業形態の多様化の中での休憩時間に関する調査研究｣(労働省労働時
間課)

｢海外における創出等に関する調査研究報告書Ⅴ｣(労働省外国人雇用対策課)

｢雇用と人事処遇の将来展望に関する調査研究｣(連合総合労働局)

｢少子社会に対する企業及び労働組合の意識と対応に関する調査研究｣(厚生省官房
政策課助成)

｢若年労働者の雇用意識 ･行動の変化 と労使の取 り組みに関する調査報告書｣(雇
用･能力開発機構)

｢新しい生産システム下における中核的技能者の育成に関する調査報告書｣(雇用･能
力開発機構)

｢裁量労働制の適用可能性に関する調査報告書｣(日本労働研究機構)

｢海外における雇用機会の創出等に関する調査報告書Ⅵ｣(労働省外国人雇用対策課)

｢アジア諸国における労働時間関係諸制度の実施状況等に関する調査報告書｣(労働
省労働時間課)

｢少子社会における勤労者の家族観に関する調査｣(厚生省官房政策課助成)

｢若年労働者の雇用意識 ･行動の変化 と労使の取 り組みに関する調査研究｣(雇用･能
力開発機構)

｢新しい生産システム下における中核的技能者の育成に関する調査研究｣(雇用･能
力開発機構)

｢多様な就業形態の組み合わせと労使関係に関する調査研究｣(日本労働研究機構)

｢国際的な人の移動に関する国内専門家による調査研究｣(日本労働研究機構)

｢1週間単位の非定型的変形労働時間の実態に関する調査研究｣(厚生労働省労働時
間課)

｢少子化社会における勤労者の仕事観 ･家族観に関する調査研究｣(厚生労働省科学研
究費補助)

｢EC諸国における労働力需給システムの比較研究｣(雇用･能力開発機構)

｢中小企業における従業員代表 と労使 コミュニケーションに関する調査研究｣(日本
労働研究機構)

｢働き方の多様化 と労働時間等の実態に関する調査研究｣(厚生労働省労働時間課)

｢勤労者の賃金:資産形成のあり方等に関する調査研究｣(厚生労働省勤労者生活部)

｢介護サービス事業における人材の育成と活用に関する調査研究｣(厚生労働省老健
局)

｢参議院議員選挙におけるJAM組合員の投票行動に関する調査研究｣(JAM)

｢アジア地域における国際労働力移動に関する調査研究｣(厚生労働省外国人雇用対策
課)

｢
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